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I．成果の概要   

 

＜課題情報＞   

公 募 区 分 ： 環境問題対応型研究（一般課題） 

研 究 実 施 期 間 ： 令和３（2021）年度 ～ 令和５（2023）年度 

課 題 番 号 ： 【3-2102】 

研 究 課 題 ： 
「新規・次期フッ素化合物 POPs の適正管理を目的とした廃棄物発生実態と処

理分解挙動の解明」 

研 究 代 表 者 ： 松神 秀徳（国立研究開発法人国立環境研究所、主任研究員） 

重点課題（主）： 
【重点課題⑫】社会構造の変化に対応した持続可能な廃棄物の適正処理の確保

に関する研究・技術開発 

重点課題（副）： 【重点課題⑮】化学物質等の包括的なリスク評価・管理の推進に係る研究 

行政要請研究テーマ 

（行政ニーズ）： 

（３－１）フッ素化合物 POPs を含む廃棄物の適正処理を目的とした物質等の

特定、分析方法の整備及び処理要件等の確立に関する研究 

研 究 領 域 ： 資源循環領域 

 

＜キーワード＞   

ペル及びポリフルオロアルキル化合物（PFAS） 

撥水撥油加工製品 

泡消火薬剤 

処理排出挙動 

焼却分解挙動 

 

＜研究体制＞   

サブテーマ１「新規・次期フッ素化合物POPsの網羅分析法の開発と含有廃棄物発生実態の解明」    

＜サブテーマ１リーダー及び研究分担者＞    

機関名 部署名 役職名 氏名 参画期間 

国立研究開発法人

国立環境研究所 
資源循環領域 主任研究員 松神 秀徳  

静岡県公立大学法

人静岡県立大学 
食品栄養科学部 助教 三宅 祐一 

2021年4月～2021

年5月 

国立大学法人横浜

国立大学 

大学院環境情報

研究院 
准教授 三宅 祐一 

2021年6月～2024

年3月 

 

＜サブテーマ１研究協力者＞    

機関名 部署名 役職名 氏名 
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静岡県公立大学法人静岡

県立大学 
食品栄養科学部 特任助教 

王  斉（ 2021年 4月～

2021年6月） 

国立大学法人横浜国立大

学 

大学院環境情報研究

院 
博士課程前期 

齋藤 隼輝（2022年4月

～2024年3月） 

国立大学法人横浜国立大

学 
理工学部 学部生 

小澤 真人（2023年4月

～2024年3月） 

国立大学法人横浜国立大

学 
理工学部 学部生 

磯部 大斗（2023年4月

～2024年3月） 

 

サブテーマ２「新規・次期フッ素化合物POPsの溶出放散挙動の解明と廃棄物由来環境排出量の推定」    

＜サブテーマ２リーダー及び研究分担者＞    

機関名 部署名 役職名 氏名 参画期間 

国立研究開発法人

国立環境研究所 

環境リスク・健康

領域 
主任研究員 遠藤 智司 

2021 年 度 ～ 2023

年度 

国立研究開発法人

国立環境研究所 
資源循環領域 副領域長 倉持 秀敏 

2021 年 度 ～ 2023

年度 

 

＜サブテーマ２研究協力者＞    

機関名 部署名 役職名 氏名 

国立研究開発法人国立環

境研究所 
環境リスク・健康領域 特別研究員 

Jort Hammer（2021年4月

～2022年3月） 

国立研究開発法人国立環

境研究所 
資源循環領域 特別研究員 

高橋 勇介（2021年4月

～2024年3月） 

国立研究開発法人国立環

境研究所 
資源循環領域 高度技能専門員 

元木 俊幸（2021年4月

～2024年3月） 

国立研究開発法人国立環

境研究所 
環境リスク・健康領域 派遣職員 

松澤 貞夫（2023年4月

～2024年3月） 

一般財団法人化学物質評

価研究機構 

東京事業所 環境技術

部 
技術課長 

栗原 勇（2022年4月～

2024年3月） 

 

サブテーマ３「新規・次期フッ素化合物POPsの分解処理技術に関する研究」    

＜サブテーマ３リーダー及び研究分担者＞    

機関名 部署名 役職名 氏名 参画期間 

学校法人龍谷大学 先端理工学部 准教授 藤森 崇 
2021 年 度 ～ 2023

年度 

 

＜サブテーマ３研究協力者＞    

機関名 部署名 役職名 氏名 
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学校法人龍谷大学 理工学部 学部生 
齋藤 直也（2021年4月

～2022年3月） 

学校法人龍谷大学 理工学部 学部生 
山本 尚輝（2022年4月

～2023年3月） 

学校法人龍谷大学 理工学研究科 修士課程学生 
村上 太一（2022年4月

～2024年3月） 

学校法人龍谷大学 先端理工学部 学部生 
中村 輝（2023年4月～

2024年3月） 

 

＜研究経費（間接経費を含む）＞   

年度 直接経費 間接経費 経費合計 

2021 23,429千円 7,029千円 30,458千円 

2022 23,422千円 7,027千円 30,449千円 

2023 23,422千円 7,027千円 30,449千円 

合計 70,273千円 21,083千円 91,356千円 
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１． はじめに（研究背景等）   

 残留性有機汚染物質（POPs）は、難分解性や高蓄積性、長距離移動性、人や高次捕食動物への長期毒

性が懸念される有害物質であり、その廃棄の段階では、廃棄物から環境中に放出されるPOPsにより人の

健康や生活環境に被害が生ずるおそれがある。そのため、POPsを含有する廃棄物を特定し、POPsの環境

排出を抑制して処理を行い、POPsを分解することが不可欠である。しかしながら、近年、新たにPOPsに

追加登録されたペルフルオロオクタン酸（PFOA）とその塩及びPFOA関連物質、及び次期POPsとして検討

段階にあるペルフルオロヘキサンスルホン酸（PFHxS）とその塩及びPFHxS関連物質（以下、総称して「新

規・次期フッ素化合物POPs」という。）については、撥水撥油剤や合成繊維・繊維処理剤、泡消火薬剤

としてのPFOA、PFHxSの製造、輸入、使用を把握しているが、関連物質の種類と使用量、関連物質で加工

された製品の種類と生産量など、含有廃棄物の特定に資する基礎情報が極めて少ない。特に関連物質に

ついては、既存の分析法で容易に特定できないことも大きな課題となっている。また、泡消火薬剤のよ

うに製剤そのものが廃棄物である場合は特定が容易だが、撥水撥油加工が施された製品の場合は多岐に

わたり特定が難しい。廃棄段階での洗浄や水分離、加熱成型、焼却等の各種処理に伴い、含有廃棄物か

ら環境中に溶出・放散されることが懸念される。特に関連物質については、各種処理で反応が進みPFOA・

PFHxSを副生することも考えられる。 

 

２． 研究開発目的   

本研究では新規・次期フッ素化合物POPsに関して、（1）分析法の開発と関連物質及び含有製品・廃棄

物の特定、（2）廃棄処理による溶出放散挙動の解明と環境排出量の推定、（3）有害廃棄物焼却法によ

る分解挙動の把握を目的に、3つのサブグループが連携しながら以下の研究を行う。サブテーマ１では、

分子構造や物性を踏まえた前処理技術、及び総有機フッ素分析法や高分解能MS法等の機器分析技術の最

適化を図り、新規・次期フッ素化合物POPsの同定に特化した網羅分析法を開発する。撥水撥油剤、合成

繊維・繊維処理剤、泡消火薬剤等の対象製品を選定して網羅分析を行い、新規・次期フッ素化合物POPs

関連物質と含有製品を特定する。さらに、廃棄物・循環資源を対象に多成分網羅分析を行い、含有廃棄

物・循環資源に関する実態把握を行う。サブテーマ２では、廃棄物処理・資源化施設調査により排出実

態を把握するとともに、含有製品・廃棄物を対象とした溶出・放散試験により、新規・次期フッ素化合

物POPsの溶出・放散挙動を解明し、材料分析手法を用いた材質の劣化評価により劣化が及ぼす挙動への

影響を評価する。また、新規・次期フッ素化合物POPsの物性の実測・推算データを整備して処理・資源

化施設における溶出・放散挙動のメカニズムと発生源を特定し、排出削減対策を実施した際の、新規・

次期フッ素化合物POPsの廃棄物由来環境排出量を推定する。サブテーマ３では、純物質、含有製品・廃

棄物を対象に有害廃棄物焼却法による分解試験を行い、温度・滞留時間・酸素濃度等の影響因子を解明

し、新規・次期フッ素化合物POPsの分解条件の最適化と適用性評価を進めるとともに、新規・次期フッ

素化合物POPsの副生メカニズムに関する検討を行う。現行のPOPs分解技術による分解除去率と副生物に

ついて把握する。終局的には、今後の新規・次期フッ素化合物POPsの適正管理のための基礎的知見とし

て取りまとめる。 

 

３． 研究目標   

全体目標 

新規・次期フッ素化合物POPsに関して、分析法の開発と関連物質及び含有

製品の特定、含有廃棄物・循環資源に関する実態把握、廃棄段階での各種

処理による環境排出量の推定、有害廃棄物焼却法による分解挙動の把握を

行い、今後の新規・次期フッ素化合物POPsの適正管理に向けた知見を得る。 

 

サブテーマ１ 
「新規・次期フッ素化合物POPsの網羅分析法の開発と含有廃棄物発生実態

の解明」 

サブテーマ１実施機関 国立研究開発法人国立環境研究所、国立大学法人横浜国立大学 

サブテーマ１目標 

新規・次期フッ素化合物POPsの同定に特化した網羅分析法を確立する。撥

水撥油剤や合成繊維・繊維処理剤、泡消火薬剤等の対象製品を選定して網

羅分析を行い、新規・次期フッ素化合物POPs関連物質と含有製品を特定す

る。廃棄物処理・資源化施設で採取した一般廃棄物及び産業廃棄物等の廃

棄物試料及び廃棄物固形燃料等の循環資源試料を対象に新規・次期フッ素

化合物POPsの多成分網羅分析を行い、新規・次期フッ素化合物POPs含有廃

棄物を特定する。 
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サブテーマ２ 
「新規・次期フッ素化合物POPsの溶出放散挙動の解明と廃棄物由来環境排

出量の推定」 

サブテーマ２実施機関 国立研究開発法人国立環境研究所 

サブテーマ２目標 

廃棄物処理・資源化施設における新規・次期フッ素化合物POPsの物質動態

と環境への排出実態を明らかにする。サブテーマ１で特定された含有製

品・廃棄物とリサイクル物を対象に溶出・放散試験と材質の劣化評価を行

い、材料の経年劣化や処理による材料変質の影響も加味して溶出・放散挙

動を明らかにする。新規・次期フッ素化合物POPsの溶出・放散に係る物性

値を測定・推算し、物性データを整備し、溶出・放散メカニズムの解析を

通して、処理・資源化過程の発生源を特定する。排出削減対策を反映した

際の施設における廃棄物由来環境排出量を推定する。 

 

サブテーマ３ 新規・次期フッ素化合物POPsの分解処理技術に関する研究 

サブテーマ３実施機関 龍谷大学 

サブテーマ３目標 

純物質ベースで焼却試験を行い、温度・滞留時間・酸素濃度等の影響因子

を解明し、分解条件を最適化するとともに、副生成物の検討を進める。さ

らに、サブテーマ１で特定された含有製品・廃棄物を対象に焼却試験を行

い、最適化した分解条件の適用性を評価するとともに、副生成物の実態解

明を試みる。現行のPOPs分解技術による分解（除去）率と副生成物を把握

する。 

 

４． 研究開発内容   

本研究では新規・次期フッ素化合物POPsに関して、網羅分析法の開発と関連物質及び含有製品・廃棄

物の特定（サブテーマ１）、廃棄処理による溶出放散挙動の解明と環境排出量の推定（サブテーマ２）、

有害廃棄物焼却法による分解挙動の把握（サブテーマ３）を目的に、3つのサブグループが連携しながら

調査研究を行った。また、新規・次期フッ素化合物POPsに関して、サブテーマ１の関連物質と含有製品・

廃棄物・循環資源に関する知見を整理し、サブテーマ２及びサブテーマ３の処理分解挙動及び環境排出

に関する知見に基づいて管理方針を提示するとともに、今後の含有製品・廃棄物の適正処理のための基

礎的知見として取りまとめを行った。 

サブテーマ１ではまず、新規・次期フッ素化合物POPsの分子構造や物性を踏まえた前処理技術、及び

総有機フッ素分析法や高分解能質量分析法等の機器分析技術の最適化を図り、新規・次期フッ素化合物

POPsの同定に特化した網羅分析法を開発した。具体的には、ISO法やEPA法、製品調査や環境調査での検

出物質、本課題研究を進める中で特定された関連物質などを含む広範なペル及びポリフルオロアルキル

化合物（PFAS）を対象に、実測調査の目的に応じて分析化学的アプローチを組み合わせた多角的な網羅

分析法を開発した。次に、新規・次期フッ素化合物POPsの含有が疑われる撥水撥油加工製品（撥水撥油

スプレー剤、防水繊維、食品接触素材）と泡消火薬剤、撥水撥油加工製品の混入が疑われる廃棄物（産

業廃棄物と廃泡消火薬剤）、及び一般廃棄物及び産業廃棄物を原料とする循環資源（廃棄物固形燃料）

について、サブテーマ２及びサブテーマ３と連携して収集し、網羅分析を行い、分子構造のC7F15C基及

びC6F13SO2基の有無を判定し、新規・次期フッ素化合物POPsを含む広範なPFASの存在状況を調査した。

また、サブテーマ１で特定された新規・次期フッ素化合物POPsの含有が明らかな製品・廃棄物について

は、サブテーマ２の放散試験及び溶出試験、サブテーマ３の焼却試験に使用した。最後にこれらの研究

の成果を踏まえて、新規・次期フッ素化合物POPsの存在状況と含有製品・廃棄物・循環資源に関する知

見を整理した。 

サブテーマ２ではまず、廃棄物処理・資源化施設における新規・次期フッ素化合物POPsに関する実態

調査を行った。具体的には、サブテーマ１とともに廃棄物固形燃料のRPFを製造する2施設において廃棄

物と大気試料を採取し、新規・次期フッ素化合物POPsとその関連物質の濃度を実測した。また、新規・

次期フッ素化合物POPsの放散・溶出試験と製品劣化の影響調査を行った。その中では、サブテーマ１で

特定された新規・次期フッ素化合物POPsの含有が明らかな製品・廃棄物について、マイクロチャンバー

法による放散試験と振とう法による溶出試験を行った。放散試験は促進耐候性試験機による紫外線照射

も行い、紫外線劣化がフッ素化合物の放散挙動に与える影響を検証した。さらに、新規・次期フッ素化

合物POPsの物性の実測・推算データの整備のため、関連する分配係数の測定及び推算法の開発・検証を

行った。加えて、放散・溶出挙動の指標となり、物性値の推算にも応用可能なガスクロマトグラフィー
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及び液体クロマトグラフィー保持時間の測定も行った。最後にこれらの研究の成果を踏まえて、廃棄物

資源化施設において排出削減対策を実施した際の排出削減量の推定を行った。 

サブテーマ３ではまず、有害廃棄物の焼却処理の運転条件、効果、実験方法について、バーゼル条約

の技術ガイドライン、環境省のPFOS及びPFOA含有廃棄物の処理に関する技術的留意事項、および国内外

における学術発表の知見を整理し、基本となる試験方法を確立した。また、サブテーマ１とともに焼却

試験で発生する残渣、付着物、排ガス捕集液等の化学分析体制を構築した。その上で、新規・次期フッ

素化合物POPsの純物質ベースでの焼却試験を行い、分解効果および試験結果の再現性を評価した。次に、

新規・次期フッ素化合物POPsの純物質ベースでの焼却試験について、分解に関係する温度、滞留時間な

どの影響因子を変化させた条件で行い、新規・次期フッ素化合物POPsの分解挙動を解析した。その際は、

サブテーマ１とサブテーマ２と連携して研究を進め、焼却処理に伴い副生成されるPFASについて検討し

た。さらに、サブテーマ１で特定された新規・次期フッ素化合物POPsの含有が明らかな泡消火薬剤につ

いて基本となる運転条件での焼却試験を行い、新規・次期フッ素化合物POPsの分解挙動を解析した。最

後にこれらの研究の成果を踏まえて、有害廃棄物焼却法による分解の最適条件を検討するとともに、分

解効果と分解挙動に関する知見を整理した。 

 

５． 研究成果   

５－１． 成果の概要   

本研究の全体では、新規・次期フッ素化合物POPsを含む広範なPFASを対象に網羅分析法を開発・応用

し、撥水撥油加工製品と泡消火薬剤に含まれるPFASの存在状況を明らかにするとともに、廃棄段階にお

ける各種処理に伴う加水分解、酸化分解、光分解、熱分解を考慮した化学分析・試験評価法を開発・応

用し、使用済みとなり廃棄された撥水撥油加工製品と泡消火薬剤などのPFAS含有製品・廃棄物・循環資

源の適正管理のための科学的知見を収集・評価し、新規・次期フッ素化合物POPsの排出削減対策を検討

した。 

サブテーマ１ではまず、新規・次期フッ素化合物POPsを含む広範なPFASを対象に網羅分析法を開発し

た。①ストックホルム条約対象のペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）、PFOA、PFHxS、欧州REACH

規則の高懸念物質に指定されている10のペルフルオロアルキル酸類（PFAAs）、ISO法とEPA法における分

析対象の40のペル及びポリフルオロアルキル化合物（PFAS）など、国際的に評価重要度が高い特定のPFAS

とその類縁物質からなる59のPFASの一斉分析法、②分析困難な23の中性PFASの個別分析法、③加水分解

を受けて副生成されるPFASの前駆体総濃度分析法、④酸化分解を受けて副生成されるPFASの前駆体総濃

度分析法、⑤抽出可能有機フッ素化合物の総濃度分析法と全フッ素分析法を開発・応用し、実測調査の

目的に応じて①～⑤を組み合わせることで、新規・次期フッ素化合物POPsを含むPFAS全体の存在状況に

関する知見を収集・評価する網羅分析法を開発した。次に、網羅分析法を応用し、撥水撥油加工製品を

対象に調査を行い、PFASの存在状況に関する実測データを収集し解析した結果、撥水撥油加工製品に含

まれるC4F9基、C6F13基、C8F17基及びC10F21基を有する側鎖フッ素化ポリマーとPFASの存在状況を明ら

かにし、C8F17基及びC10F21基を有する側鎖フッ素化ポリマーがフッ素化合物POPs混入の原因と明らか

にした。また、フッ素化合物POPsを含有する製品として、PFOA規制前の撥水撥油スプレー剤、スポーツ・

アウトドア用品とタイルカーペットが特定された。撥水撥油スプレー剤のように薬剤そのものが廃棄さ

れる場合は特定が比較的容易だが、撥水撥油加工製品の対象は広くフッ素化合物POPsの排出源となりう

る防水繊維等を廃棄物から分別して取り除くことは現行の技術では難しく現実的ではないと考えられ、

POPsの管理と調和する廃棄物の処理・再資源化を検討する場合の留意事項として、必要に応じて排ガス

や廃水等に含まれるフッ素化合物POPsの排出低減対策（排ガス・排水処理装置を設置して活性炭等によ

りフッ素化合物POPsを吸着・除去するなど）を検討することが考えられた。また、泡消火薬剤を対象に

調査を行い、泡消火薬剤に含まれるPFAAs前駆体の存在状況を明らかにし、PFOA規制前の低純度のフッ素

系界面活性剤がフッ素化合物POPs混入の原因と明らかにした。PFOS系泡消火薬剤、PFOS系以外の泡消火

薬剤のうちPFOS規制前（2010年以前）及びPFOA規制前（2011年～2020年）の販売品については、バーゼ

ル条約下において廃棄物の適正処理が必要となる該当性判断の濃度基準（低POP含有量、LPC）のPFOSと

PFOAに対する提案値（50 mg/kg）を超過する疑いがあった。PFOA規制前の泡消火薬剤については、廃棄

の段階で実測調査を行い、フッ素化合物POPsの存在状況に応じて国内技術的留意事項に準じた適正処理

を検討することが考えられた。他方で、PFOA規制後（2021年以降）の泡消火薬剤については、LPCの提案

値を超過する可能性が低いと考えられた。今後、PFOA規制後の泡消火薬剤への更新が進むことで、泡消

火薬剤に含まれるフッ素化合物POPsの市中全体の濃度は大幅に低減され、フッ素化合物POPsの排出量は

時間の経過とともに減少することが考えられた。 

サブテーマ２ではまず、廃棄物処理・資源化施設における実態調査を行った。廃棄物中のイオン性PFAS

濃度は極めて低く、ストックホルム条約対象のPFOS、PFOA、PFHxSは検出されなかったものの、PFOA関連

物質の中性PFASが紙類や繊維類から検出された。また、塩基性条件下の加水分解抽出後に濃度が桁違い
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に高くなることから、廃棄物には撥水撥油加工製品に由来する側鎖フッ素化ポリマーが含まれている可

能性が示唆された。施設内大気の調査では廃棄物固形燃料（RPF）の成形機近傍の濃度が高く、さらに成

形機の排ガス中濃度は近傍大気より2桁高く、成形機がPFASの主要な発生源であることがわかった。熱分

解GC/MSの分析によればRPF成形機の温度では側鎖フッ素化ポリマーの分解、PFASの脱離は起こらないた

め、成形機から発生するPFASは主として廃棄物中に不純物として存在するPFASであると考えられる。放

散試験では、撥水剤からの放散速度が紫外線照射により最大400倍となり、90日の試験で側鎖PFASの6～

8割が分解・脱離し、放散されることがわかった。廃棄物やRPFを屋外、特に日光下に保管すべきではな

いといえる。揮発、溶出など環境排出・動態に係る物性値として64種類の中性PFASのヘキサデカン／空

気分配係数、9種類の中性PFASのオクタノール／水分配係数、21種類の中性PFASの空気／水分配係数（ヘ

ンリー定数）を測定した（成果番号２－１、２－２）。このような分配係数はC4以上のPFASについては

世界的にも報告が少なく、物性データを大幅に拡充することに貢献した。また物性推算法の開発・精度

評価を行い、実測データがないPFASについてもCOSMOthermモデルにより精度の高い推算値が得られるこ

とを確認した（成果番号２－３）。さらにイオン性PFASについては液体クロマトグラフィー保持係数か

らさまざまな分配係数を推算する方法を提案した（成果番号２－４）。一連の物性研究から、中性PFAS

は総じて揮発性が高く、放散が主要な排出経路である可能性が示唆された。以上の成果を踏まえ、資源

化施設からの排出量を推計したところ、RPF成形機からの排ガスが総排出量の7割以上、多くの場合9割以

上を占めることがわかった。RPF成形機に排気フードで排ガスを吸引し、吸着等によりPFASの除去を実施

すれば、環境への排出を概ね90％以上抑制できる。これは作業者のPFAS曝露低減にも効果的と予想され

る。さらに、施設内大気を吸引処理すればほぼ100％排出削減が可能となる。一方、廃棄物中にポリマー

側鎖として多量のPFASが存在するため、廃棄物管理・処理全体を通し、側鎖PFASを分解・脱離させない

ことが極めて重要であると言える。 

サブテーマ３では、新規・次期フッ素化合物POPsとその類縁物質について有害廃棄物焼却法による分

解挙動を把握した。ストックホルム条約対象のPFOS、PFOA、PFHxS、COP12へ勧告が決定している長鎖PFCAs、

PFASの中で注視されているGenXと6:2 FTABについて、国内技術的留意事項の分解処理条件（PFOS：焼却

温度850℃以上・滞留時間2秒、PFOA：焼却温度1000℃以上・滞留時間2秒）をもとに焼却試験を行った。

その中では、サンプリング媒体を追加し、焼却試験によるPFASの分解挙動と排ガス中PFASの排出挙動を

詳細に解析した。PFASの純物質（PFOS、PFOA、PFHxS、長鎖PFCAs、GenX）とその塩類（PFOS、PFOA、PFHxS）、

及び泡消火薬剤中のPFOAとPFHxSを対象に焼却試験を行い、分解率を評価した。その結果、純物質につい

ては850℃以上の温度帯での焼却により99.999%以上の分解率が確認された。また、PFOA塩、PFHxS塩、PFOS

塩、泡消火薬剤中PFOAとPFHxSについて焼却試験を行い、分解率を評価した。その結果、850℃以上で

99.999%以上の分解率が確認されたものの、泡消火薬剤が共存する場合は分解されにくい傾向があり、

850℃以上の焼却温度を十分に維持する必要があった。そのため、廃泡消火薬剤に含まれるPFOAを分解処

理する場合は、PFOS及びPFOA含有廃棄物の処理に関する技術的留意事項に従い、1000℃以上の分解処理

を行うことが有効であると確認された。なお、PFOS系泡消火薬剤とPFOS系以外の泡消火薬剤（6:2 FTAB

系泡消火薬剤）を対象に焼却試験を行ったところ、主成分のPFOSと6:2 FTABについては99.999%以上の分

解率が確認された。さらに、廃棄物焼却による副生成物を検討するため、PFOA、PFOcDA、GenXの純物質

について450℃と700℃の焼却試験を行い、副生成物を検討した。その結果、投入物のPFASより炭素鎖長

が短いPFASや長いPFAS、分子構造にエーテル結合を有するPFASなど、様々な副生成物が確認された。具

体的にPFOcDAの低温試験では、PFOAとGenXが検出されており、副生成の経路として炭素鎖が一つずつ切

断、炭素鎖が二つずつ切断、炭素の再結合、エーテル結合が挙げられる。以上のことから、焼却炉内の

温度管理は極めて重要であると考えられた。 

 

主要な成果（査読付き論文） 

２－１ Hammer, J.; Endo, S. Volatility and nonspecific van der Waals interaction properties 
of per- and polyfluoroalkyl substances (PFAS): Evaluation using hexadecane/air partition 
coefficients. Environmental Science & Technology 2022, 56 (22), 15737-15745. 
２－２ Endo, S.; Hammer, J.; Matsuzawa, S. Experimental determination of air/water partition 
coefficients for 21 per- and polyfluoroalkyl substances reveals variable performance of 
property prediction models. Environ Sci Technol 2023, 57 (22), 8406-8413. 
２－３ Endo, S. Intermolecular interactions, solute descriptors, and partition properties of 
neutral per- and polyfluoroalkyl substances (PFAS). Environmental Science & Technology 2023, 
57 (45), 17534-17541. 
２－４ Endo, S.; Matsuzawa, S. Hydrophobic Sorption Properties of an Extended Series of 
Anionic Per- and Polyfluoroalkyl Substances Characterized by C18 Chromatographic Retention 
Measurement. Environmental Science & Technology 2024, 58 (17), 7628-7635. 
 
 



【3-2102】 

11 

５－２． 研究目標の達成状況   

＜全体の達成状況＞・・・・・・・・・・・・ １．目標を大きく上回る成果をあげた 

「新規・次期フッ素化合物POPsの適正管理を目的とした廃棄物発生実態と処理分解挙動の解明」 

全体目標 全体の達成状況 

新規・次期フッ素化合物POPsに関して、分析法の開

発と関連物質及び含有製品の特定、含有廃棄物・循

環資源に関する実態把握、廃棄段階での各種処理

による環境排出量の推定、有害廃棄物焼却法によ

る分解挙動の把握を行い、今後の新規・次期フッ素

化合物POPsの適正管理に向けた知見を得る。 

PFOS、PFOA、PFHxSを含む広範なPFASを対象に網羅

分析法を開発・応用し、撥水撥油加工製品と泡消火

薬剤に含まれるPFASの存在状況を明らかにした。

廃棄段階の各種処理による加水分解、酸化分解、光

分解、熱分解を考慮した化学分析・試験評価法を開

発・応用し、PFAS含有製品・廃棄物・循環資源の適

正管理のための科学的知見を収集・評価し、新規・

次期フッ素化合物POPsの排出削減対策を検討し

た。その中ではまず、広範なPFASについて、これほ

どまで多角的に化学分析・試験評価を行い、撥水撥

油加工製品と泡消火薬剤に含まれるPFASの存在状

況を解明した調査・研究例は少ないことは特筆す

べき点といえる。また、広範なPFASについて、世界

的にも最高水準の物性データを整備・応用し、廃棄

物由来PFASの施設内動態モデル解析を行い、環境

排出量を推算して環境負荷を評価するとともに排

出低減対策の効果を検討した調査・研究例は世界

初であることは特筆すべき点といえる。さらに、広

範なPFASについて、PFOS及びPFOA含有廃棄物の処

理に関する技術的留意事項による分解処理の有効

性を解明するとともに、副生成物の観点から徹底

した炉内温度管理の重要性を解明した調査・研究

例は世界初であることは特筆すべき点といえる。

以上のことから、本課題研究は総合的に目標を大

きく上回る成果が得られたと判断される。 

 

＜【サブテーマ１】達成状況＞・・・・・・・ ２．目標を上回る成果をあげた 

「新規・次期フッ素化合物POPsの網羅分析法の開発と含有廃棄物発生実態の解明」 

サブテーマ１目標 サブテーマ１の達成状況 

新規・次期フッ素化合物POPsの同定に特化した網

羅分析法を確立する。撥水撥油剤や合成繊維・繊維

処理剤、泡消火薬剤等の対象製品を選定して網羅

分析を行い、新規・次期フッ素化合物POPs関連物質

と含有製品を特定する。廃棄物処理・資源化施設で

採取した一般廃棄物及び産業廃棄物等の廃棄物試

料及び廃棄物固形燃料等の循環資源試料を対象に

新規・次期フッ素化合物POPsの多成分網羅分析を

行い、新規・次期フッ素化合物POPs含有廃棄物を特

定する。 

1. PFOS、PFOA、PFHxSを含む広範なPFASについて、

実測調査の目的に応じて分析化学的アプローチ

を組み合わせる網羅分析法を開発した（図1-1）。

これほどまで多角的にPFAS分析を実施する調

査・研究例は少なく、化学種と含有量の側面から

PFASの存在状況に関する新たな知見を収集・評

価した。 

2. 撥水撥油スプレー剤、防水繊維類、紙製食品接触

素材、泡消火薬剤について上記の網羅分析法を

応用し、側鎖フッ素化ポリマーや酸化分解性前

駆体、抽出可能有機フッ素を含む広範なPFASの

存在状況を明らかにするとともに、フッ素化合

物POPs混入の原因を特定した（図1-10、1-11、1-

12）。 

3. 廃棄物及びRPFについて上記の網羅分析法を応

用し、側鎖フッ素化ポリマーを含む広範なPFAS

の存在状況を明らかにするとともに、フッ素化

合物POPs混入の原因として使用済みとなり廃棄



【3-2102】 

12 

された紙類と繊維類を特定した（図2-2）。 

 

＜【サブテーマ２】達成状況＞・・・・・・・ １．目標を大きく上回る成果をあげた 

「新規・次期フッ素化合物POPsの溶出放散挙動の解明と廃棄物由来環境排出量の推定」 

サブテーマ２目標 サブテーマ２の達成状況 

廃棄物処理・資源化施設における新規・次期フッ素

化合物POPsの物質動態と環境への排出実態を明ら

かにする。サブテーマ１で特定された含有製品・廃

棄物とリサイクル物を対象に溶出・放散試験と材

質の劣化評価を行い、材料の経年劣化や処理によ

る材料変質の影響も加味して溶出・放散挙動を明

らかにする。新規・次期フッ素化合物POPsの溶出・

放散に係る物性値を測定・推算し、物性データを整

備し、溶出・放散メカニズムの解析を通して、処理・

資源化過程の発生源を特定する。排出削減対策を

反映した際の施設における廃棄物由来環境排出量

を推定する。 

1. 施設調査において廃棄物やRPF試料中の濃度、及

びアクティブ法とパッシブ法による大気中濃度

の分析を行い、物質動態、環境排出実態を明らか

にした。さらに目標を超えて、熱分解GC/MS法に

よる排出ポテンシャルの推定も行った。 

2. 撥水撥油スプレー剤について溶出・放散試験を

行い、PFASの水への溶出が比較的少ないこと、紫

外線劣化により側鎖フッ素化ポリマーから新

規・次期フッ素化合物POPsが分解・脱離し、放散

されることを明らかにした（図2-6）。 

3. 新規・次期フッ素化合物POPsを含む多くのフッ

素化合物の物性について新規実測値を提供する

とともに、推算モデルの校正・検証を行い、フッ

素化合物全般の物性データ整備に関して突出し

た成果を上げた（成果番号1～4）。 

4. 紙類、繊維類などがPFASを多く含有し、放散が紫

外線や温度の影響を大きく受けることを明らか

にした。また側鎖PFASの脱離・放散が重要な排出

メカニズムであることを示し、さらに再資源化

の際はRPF成形機が大きな発生源であることを

明らかにした（図2-3）。 

5. 資源化施設においては成形機の排ガス対策が最

重要であることを示し、対策の導入により排出

量を90%以上、削減可能であると推定した（図2-

17）。 

 

＜【サブテーマ３】達成状況＞・・・・・・・ ２．目標を上回る成果をあげた 

「新規・次期フッ素化合物POPsの分解処理技術に関する研究」 

サブテーマ３目標 サブテーマ３の達成状況 

純物質ベースで焼却試験を行い、温度・滞留時間・

酸素濃度等の影響因子を解明し、分解条件を最適

化するとともに、副生成物の検討を進める。さら

に、サブテーマ１で特定された含有製品・廃棄物を

対象に焼却試験を行い、最適化した分解条件の適

用性を評価するとともに、副生成物の実態解明を

試みる。現行のPOPs分解技術による分解（除去）率

と副生成物を把握する。 

1. PFOS、PFOA、PFHxSに加えて、長鎖PFCAs、GenXに

ついて、純物質による焼却試験を行い、850℃以

上で99.999%以上の分解率を明らかにした（図3-

3）。サンプリング媒体を追加し、分解挙動と排

出挙動を明らかにした（図3-4）。 

2. PFOA塩、PFHxS塩、PFOS塩、泡消火薬剤中PFOAと

PFHxSについて焼却試験を行い、850℃以上で

99.999%以上の分解率を明らかにしたものの、泡

消火薬剤が共存する場合は焼却温度を十分に維

持する重要性を明らかにした（図3-3）。PFOS及

びPFOA含有廃棄物の処理に関する技術的留意事

項に従い、1000℃以上の分解処理を行うことが

有効であることを確認した。 

3. PFOA、PFOcDA、GenXの純物質について450℃と

700℃の焼却試験を行い、より炭素鎖長が短い

PFASや分子構造にエーテル結合を有するPFASな
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どの副生成物を明らかにした（図3-5、図3-6）。

副生成物の観点から徹底した炉内温度管理が重

要であると確認した。 

 

５－３． 研究成果の学術的意義と環境政策等への貢献   

＜得られた研究成果の学術的意義＞   

サブテーマ１では、従来のISO法とEPA法では把握困難なPFASを含む広範なPFASについて、実測調査

の目的に応じて分析化学的アプローチを組み合わせて実測データを収集し多角的に評価することで、新

規・次期フッ素化合物POPsを含む広範なPFASの存在状況を明らかにする網羅分析法を開発した点は技術

的に優位性・先導性がある。また、従来の製品・廃棄物調査では未解明であった前駆体について、加水

分解を受けて副生成されるPFASの前駆体総濃度分析法や酸化分解を受けて副生成されるPFASの前駆体総

濃度分析法、EOF及び全フッ素分析法を応用し、撥水撥油加工製品ではC4F9基、C6F13基、C8F17基及び

C10F21基を有する側鎖フッ素化ポリマーとPFASの存在状況を明らかにし、泡消火薬剤ではPFAAs前駆体

の存在状況を明らかにした点は先導性がある。さらに、これまでに未解明であった廃棄物・循環資源中

PFASの存在状況について、RPF原料の廃棄物から分別した紙類と繊維類からPFASを特定し、使用済みと

なり廃棄された紙類や繊維類などの撥水撥油加工製品がPFAS混入の原因と明らかにした点は先導性があ

る。これほどまで多角的にPFAS分析を実施する調査・研究例は少なく、化学種と含有量の側面からPFAS

の存在状況に関する新たな知見を収集・評価した点は先導性がある。 

サブテーマ２では、廃棄物中の紙類、繊維類が比較的高い濃度でPFASを含有し、高温処理により放散

し、排出されることを示した。加えて、加水分解や紫外線照射により側鎖フッ素化ポリマーの側鎖PFAS

が分解・離脱し、その量は元々廃棄物に含まれるPFASよりはるかに大きな量であることを見出した。ま

た、これまで測定値がほとんどなかったC4以上のPFASの空気／水分配係数（ヘンリー定数）を21物質に

ついて測定するなど、新規物性データを多数測定した。また、新規データにより物性推算モデルの予測

値の信頼性を検証することができ、広く世界的に使用されている推算モデルが5桁以上の誤差を生じる

ことや、COSMOthermモデルの推算精度が抜きん出て高いことを明らかにした。物性値は物質に固有の普

遍的なものであるため、当該成果は国内及び国際的なPFAS管理に大きく貢献するものである。一連のPFAS

の物性研究は分野のトップ誌Environmental Science & Technologyに4報の原著論文として掲載される

など、世界を大きくリードする先導的な成果となった。 

サブテーマ３では、従来のサンプリング技術では把握困難であった排ガス中PFASの挙動について、サ

ンプリング媒体を追加し、そのための化学分析法を最適化し、焼却によるPFASの分解挙動と排ガス中PFAS

の排出挙動を詳細に解析した点は技術的に先導性がある。また、これまで未解明であったPFHxSや長鎖

PFCAs、GenX、6:2 FTABの焼却による分解挙動について、本研究で焼却試験を行い、850℃以上の温度で

99.999%以上の分解率を明らかにした点は先導性がある。さらに、これまで未解明であったPFASの焼却に

伴う副生成物について、PFOA、PFOcDA、GenXの純物質を例として450℃と700℃の焼却試験を行い、より

炭素鎖長が短いPFASや分子構造にエーテル結合を有するPFASなどの副生成物を明らかにした点は先導性

がある。 

＜行政等に既に貢献した成果＞   

環境省環境再生・資源循環局廃棄物規制課の「令和3年度フッ素系POPs含有廃棄物の検定方法に関する

ワーキンググループ」において、本研究成果である泡消火薬剤に含まれる新規・次期フッ素化合物POPs

の分析法とその分析事例を紹介し、分析上の課題や留意点について科学的知見を提供するなど、フッ素

系POPs含有廃棄物の検定方法の策定に貢献した。 

環境省環境再生・資源循環局廃棄物規制課の「令和3年度フッ素系POPs含有廃棄物の適正処理に関する

ワーキンググループ」において、本研究成果である泡消火薬剤に含まれる新規・次期フッ素化合物POPs

の焼却による分解挙動に関する科学的知見を提供し、PFOSおよびPFOA含有廃棄物の処理に関する技術的

留意事項の策定に貢献した。 

環境省 水・大気環境局 水環境課の「令和4年度有機フッ素化合物土壌分析法検討調査業務ヒアリン

グ」において、本研究成果であるPFOS、PFOA、PFHxSの分析法とその分析事例を紹介し、分析上の課題や

留意点について科学的知見を提供するなど、土壌中の PFOS、PFOA 及び PFHxS に係る暫定測定方法（溶

出量試験）の策定に貢献した。 

環境省 水・大気環境局 水環境課の「令和5年度有機フッ素化合物に係る調査検討業務有識者ヒアリン

グ」において、本研究成果である新規・次期フッ素化合物POPsの分析法とその分析事例を紹介し、分析

上の課題や留意点について科学的知見を提供するなど、水環境中の有機フッ素化合物（PFAS）の調査検

討業務に貢献した。 
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＜行政等に貢献することが見込まれる成果＞   

サブテーマ１では、フッ素化合物POPsを含む広範なPFASについて、実測調査の目的に応じて分析科学

的アプローチを組み合わせる網羅分析法を開発した。本研究で開発された網羅分析法は、PFASに対する

総合戦略検討専門家会議で示された今後の対応の方向性を踏まえたものであり、PFOS・PFOAについては、

ストックホルム条約と国内法令に基づく対策、含有品管理の強化、曝露防止の徹底等の推進、PFOS・PFOA

以外のPFASについては、存在状況に関する実測調査の強化とそれを踏まえた管理方策の検討への活用が

見込まれる。例えば、PFASのモニタリング調査のための行政施策への活用や環境分析化学関連や地下水・

土壌汚染対策関連の民間企業への活用が見込まれる。また、本研究で得られた撥水撥油加工製品と泡消

火薬剤、使用済みとなり廃棄された撥水撥油加工製品の混合廃棄物とそれを原料とする廃棄物固形燃料

（RPF）に含まれるPFASの存在状況に関する知見は、化審法による製造・輸入の禁止等の措置の検討、

PFOS及びPFOA含有廃棄物の処理に関する技術的留意事項へのPFHxS及び長鎖PFCAsの追加登録の検討、バ

ーゼル条約技術ガイドラインの策定に資する科学的知見として貢献できる可能性がある。 

サブテーマ２では、RPF製造施設における廃棄物中及び大気中のPFAS濃度を実測し、その汚染源を特定

したうえで、PFASの実態把握方法と環境排出削減対策について提言をまとめた。こうした廃棄の段階に

おける環境排出に係る科学的知見は、POPs排出削減に係る行政施策への活用や、廃棄物処理・リサイク

ル事業者の環境対策への活用が見込まれる。また、PFAS含有廃棄物を対象に行政調査等を計画する際、

あるいは新規・次期フッ素化合物POPsのマテリアルフロー解析や排出インベントリ調査を行う際の基礎

情報として活用可能である。さらに、また、新規・次期フッ素化合物POPsを含むPFASの物性について新

規実験値を多数、測定した。さらに計算化学手法を検証し、実測値のないフッ素化合物の物性について

も高い精度で推算値を算出できるモデルを見出した。 

サブテーマ３では、PFOS、PFOA、PFHxSに加えて、長鎖PFCAs、GenX、6:2 FTABについて、焼却による

分解挙動に関する基礎データを収集し、その分解率を評価した。実炉による実証試験を計画する際の基

礎情報として活用可能である。また、これらの廃棄物焼却における分解挙動に係る科学的知見は、PFOS

及びPFOA含有廃棄物の処理に関する技術的留意事項へのPFHxS及び長鎖PFCAsの追加登録の検討、バーゼ

ル条約技術ガイドラインの策定に資する科学的知見として貢献できる可能性がある。 

 

６． 研究成果の発表状況の概要   

６－１． 成果の件数   

成果の種別 件数 

査読付き論文：  ４ 

査読付き論文に準ずる成果発表（人文・社会科学分野）：  ０ 

その他誌上発表（査読なし）：  ４ 

口頭発表（国際学会等・査読付き）：  １３ 

口頭発表（学会等・査読なし）：  ３７ 

知的財産権：  ０ 

「国民との科学・技術対話」の実施：  ６ 

マスコミ等への公表・報道等：  ０ 

研究成果による受賞：  ２ 

その他の成果発表：  １ 
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６－２． 主な査読付き論文等の主要な成果   

成果 

番号 
主要な成果（10件まで） 

１ 

Hammer, J.; Endo, S. Volatility and nonspecific van der Waals interaction 

properties of per- and polyfluoroalkyl substances (PFAS): Evaluation using 

hexadecane/air partition coefficients. Environmental Science & Technology 2022, 56 

(22), 15737-15745. https://doi.org/10.1021/acs.est.2c05804 

２ 

Endo, S.; Hammer, J.; Matsuzawa, S. Experimental determination of air/water 

partition coefficients for 21 per- and polyfluoroalkyl substances reveals variable 

performance of property prediction models. Environmental Science & Technology 2023, 

57 (22), 8406-8413. https://doi.org/10.1021/acs.est.3c02545 

３ 

Endo, S. Intermolecular interactions, solute descriptors, and partition properties 

of neutral per- and polyfluoroalkyl substances (PFAS). Environmental Science & 

Technology 2023, 57 (45), 17534-17541. https://doi.org/10.1021/acs.est.3c07503 

４ 

Endo, S.; Matsuzawa, S. Hydrophobic Sorption Properties of an Extended Series of 

Anionic Per- and Polyfluoroalkyl Substances Characterized by C18 Chromatographic 

Retention Measurement. Environmental Science & Technology 2024, 58 (17), 7628-7635. 

https://doi.org/10.1021/acs.est.4c02707 

※この欄の成果番号は「Ⅲ．研究成果の発表状況の詳細」と共通です。 

 

７． 国際共同研究等の状況   

＜国際共同研究等の概要＞   

特に記載すべき事項はない。 
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博士（自然科学） 

ドイツ・UFZ Helmholtz Centre for Environmental Research

研究員、大阪市立大学大学院工学研究科准教授を経て、 

現在、国立環境研究所 環境リスク・健康領域 主任研究員 

主に有機汚染化学物質の物性、分析法、環境動態を研究 

2021年度 

～ 

2023年度 

２）藤森崇 

京都大学大学院 工学研究科 都市環境工学専攻修了 

博士（工学） 

国立環境研究所特別研究員、京都大学助教を経て、 

現在、龍谷大学先端理工学部准教授 

専門は環境影響評価 

2021年度 

～ 

2023年度 
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Ⅱ． 成果の詳細   

 

Ⅱ－１ サブテーマ１「新規・次期フッ素化合物POPsの網羅分析法の開発と含有廃棄物発生実態の解

明」 

［サブテーマ１要旨］    

サブテーマ１では、新規・次期フッ素化合物POPsを含む広範なPFASを対象に、実測調査の目的に応じ

て分析化学的アプローチを組み合わせる網羅分析法を開発した。また、本研究で開発した網羅分析法を

応用し、PFASの使用が疑われる撥水撥油加工製品（撥水撥油スプレー剤、防水繊維、食品接触素材）と

泡消火薬剤、撥水撥油加工製品の混入が疑われる廃棄物とそれを原料とする廃棄物固形燃料について、

新規・次期フッ素化合物POPsを含むPFASの存在状況に関する実測調査を行った。 

新規・次期フッ素化合物POPsを含むPFAS網羅分析法の開発ではまず、ストックホルム条約対象のPFOS、

PFOA、PFHxS、欧州REACH規則の高懸念物質に指定されている10のPFAS、ISO法とEPA法における分析対象

の40のPFASなど、国際的に評価重要度が高い特定PFASとその類縁物質からなる59のPFASについて、液体

クロマトグラフ/高分解能質量分析計（LC/HRMS）による一斉分析法を開発した（①特定PFASとその類縁

物質の一斉分析法）。また、①の一斉分析法で分析困難な23の中性PFASについて、ガスクロマトグラフ

/高分解能質量分析計（GC/HRMS）またはガスクロマトグラフ/タンデム四重極質量分析計（GC/MSMS）に

よる個別分析法を開発した（②分析困難PFASの個別分析法）。①と②の分析法については、ハウスダス

トの認証標準物質（NIST SRM 2585）に応用し、製品・廃棄物分析法として妥当であることを確認した。

次に、加水分解を受けて副生成されるPFASの前駆体総濃度分析法を開発した（③加水分解性前駆体総濃

度分析法）。撥水撥油スプレー剤とNIST SRM 2585を対象に検討を行った結果、塩基性条件下で50 ℃に

保温密閉し、24時間以上かけて加水分解抽出を行うことで、FTOHsやFASEsなどの加水分解性前駆体の潜

在濃度を定量的に評価できることを確認した。また、酸化分解を受けて副生成されるPFASの前駆体総濃

度分析法を開発した（④酸化分解性前駆体総濃度分析法、TOPアッセイ法）。泡消火薬剤を対象に検討を

行った結果、設定温度を85 ℃に保持し、6時間以上かけて酸化分解抽出を行うことで、PFOS、PFOA、PFHxS

を含むペルフルオロアルキル酸類（PFAAs）の酸化分解性前駆体の潜在濃度を定量的に評価できることを

確認した。そして、有機溶剤により抽出される有機フッ素化合物（EOF）の総濃度分析法と全フッ素化合

物分析法について製品・廃棄物分析に最適化した（⑤EOF分析法及び全フッ素分析法）。燃焼イオンクロ

マトグラフィーシステム由来のブランクとして60 ng-F以上あったフッ素量を1.1 ng-Fまで低減し、フ

ッ化物イオンと試料由来の妨害成分のイオンクロマトグラフィー分離を改善した。PFOS、PFOA、PFHxS、

PFBSの標準液とNIST SRM 2585に応用し、製品・廃棄物分析法として妥当であることを確認した。本研究

で開発した網羅分析法は、実測調査の目的に応じて①～⑤の分析法を組み合わせることで、特定PFASか

らPFAS全体の存在状況に関する知見を収集・評価することができる。 

撥水撥油加工製品を対象とした実測調査では、撥水撥油スプレー剤54製品（PFOA規制前（2011年）の

販売品28製品、規制後（2021年）の販売品26製品）、1990年代～2021年の防水繊維23製品、2022年の食

品接触素材30製品について、①、②、③、⑤の分析法を応用し、新規・次期フッ素化合物POPsを含む広

範なPFASの存在状況を明らかにした。撥水撥油スプレー剤のように薬剤そのものが廃棄される場合は特

定が比較的容易だが、撥水撥油加工製品の対象は広くフッ素化合物POPsの発生源となりうる防水繊維等

を廃棄物から分別して取り除くことは現行の技術では難しく現実的ではないと考えられ、フッ素化合物

POPsの管理と調和する廃棄物の処理・再資源化を検討する場合の留意事項として、必要に応じて排ガス

や廃水等に含まれるフッ素化合物POPsの排出管理対策（排ガス・排水処理装置を設置して活性炭等によ

りフッ素化合物POPsを吸着・除去するなど）を検討することが考えられた。 

泡消火薬剤を対象とした実測調査では、PFOS系泡消火薬剤3製品とPFOS系以外の泡消火薬剤71製品に

ついて、①、④、⑤の分析法を応用し、新規・次期フッ素化合物POPsの存在状況を明らかにした。PFOS

系泡消火薬剤は、バーゼル条約下において廃棄物の適正処理が必要となる該当性判断の濃度基準（低POP

含有量、LPC）の提案値（PFOSとPFOAの合計値）の50 mg/kgを超過した。取扱上の技術基準の適合義務に

従い未だに配備されているPFOS系泡消火薬剤については、PFOS、PFOA、PFHxSの存在状況に応じて国内技

術的留意事項に準じた適正処理が必要となると考えられた。PFOS系以外の泡消火薬剤のうちPFOS規制前

（2010年以前）及びPFOA規制前（2011年～2020年）の販売品は、LPCの提案値を超過する疑いがあった。

廃棄の段階で実測調査を行い、PFOS、PFOA、PFHxSの存在状況に応じて国内技術的留意事項に準じた適正

処理が必要となると考えられた。PFOS系以外の泡消火薬剤のうちPFOA規制後（2021年以降）の販売品は、

LPCの提案値を超過する可能性が低いと考えられた。泡消火薬剤に添加されるフッ素系界面活性剤の物

質代替と徹底したPFOS、PFOA管理を反映した結果と推察された。PFOS及びPFOA規制前の販売品に代わっ

て、PFOA規制後の販売品に更新されることで、泡消火薬剤に含まれるフッ素化合物POPsの市中全体の濃

度は大幅に低減され、フッ素化合物POPsの排出量は時間の経過とともに減少することが期待された。 
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１． サブテーマ１研究開発目的    

サブテーマ１では、新規・次期フッ素化合物POPsとその関連物質の分子構造や物性を踏まえた前処理

技術、及び総有機フッ素分析法や高分解能MS法等の機器分析技術の最適化を図り、新規・次期フッ素化

合物POPsの同定に特化した網羅分析法を開発する。撥水撥油剤、合成繊維・繊維処理剤、泡消火薬剤等

の対象製品を選定して網羅分析を行い、新規・次期フッ素化合物POPs関連物質と含有製品を特定する。

さらに、廃棄物・循環資源を対象に多成分網羅分析を行い、含有廃棄物・循環資源に関する実態把握を

行う。 

 

２． サブテーマ１研究目標    

サブテーマ１ 
「新規・次期フッ素化合物POPsの網羅分析法の開発と含有廃棄物発生実態

の解明」 

サブテーマ１実施機関 国立研究開発法人国立環境研究所、国立大学法人横浜国立大学 

サブテーマ１目標 

新規・次期フッ素化合物POPsの同定に特化した網羅分析法を確立する。撥

水撥油剤や合成繊維・繊維処理剤、泡消火薬剤等の対象製品を選定して網

羅分析を行い、新規・次期フッ素化合物POPs関連物質と含有製品を特定す

る。廃棄物処理・資源化施設で採取した一般廃棄物及び産業廃棄物等の廃

棄物試料及び廃棄物固形燃料等の循環資源試料を対象に新規・次期フッ素

化合物POPsの多成分網羅分析を行い、新規・次期フッ素化合物POPs含有廃

棄物を特定する。 

 

３． サブテーマ１研究開発内容    

３.１ 新規・次期フッ素化合物POPsを含むPFAS網羅分析法の開発 

サブテーマ１では、新規・次期フッ素化合物POPs含む広範なPFASの存在状況に係る知見を収集するた

めの網羅分析法を開発した。これまでのところ新規・次期フッ素化合物POPsとその関連物質に係る実測

調査では、ISO 21675（水質）における水中のPFAS分析法1)（ISO法）とアメリカ合衆国環境保護庁（U.S. 

EPA）が提案する533法、537法、及び1633法におけるPFAS分析法2-4)（EPA法）が一般に広く応用されてき

た。ISO法とEPA法は、ストックホルム条約対象のPFOS、PFOA、PFHxSを含む約40のペル及びポリフルオロ

アルキル化合物（PFAS）に特化した分析法であり、特定のPFASについて一定の品質を備えた実測データ

の収集に適している。その一方で、新規・次期フッ素化合物POPsとその関連物質については、物質数が

非常に多く、性状が様々である。ISO法とEPA法については、分析対象のPFASが限定されるため、存在状

況に係る知見の物質網羅性に課題がある。例えば、撥水防汚スプレー剤や防水繊維、耐油紙などの撥水

撥油加工製品については、製品ライフサイクルの各段階でフルオロテロマーアルコール（FTOH）等の中

性PFASが副生成され環境排出されることが報告されているが5,6)、ISO法とEPA法は、それらを分析対象と

していないため存在状況に係る知見を収集することができない。また、泡消火薬剤についても、PFOS含

有品に代わって、近年、様々な代替品が主流となっているものの7)、ISO法とEPA法は、そのような存在状

況の変化を特定することができない。さらに、本課題研究を進める中で、日本国内ではPFASに対する総

合戦略検討専門家会議が設置され、今後の対応の方向性が示された8)。具体的に、PFOS・PFOAについては、

ストックホルム条約と国内法令に基づく対策、含有品管理の強化、曝露防止の徹底等を推進し、PFOS・

PFOA以外のPFASについては、存在状況に関する実測調査の強化とそれを踏まえた管理方策の検討及び評

価手法の開発が示された。そのようにPFAS全体の管理に向けた取り組みが進む中、物質網羅性が高い評

価手法の開発は喫緊課題と捉え、製品・廃棄物分析法の検討と製品ライフサイクルの各段階での分解と

副生成を踏まえた分析法を開発する必要がある。 

そこでサブテーマ１では、新規・次期フッ素化合物POPsを含む広範なPFASを対象に、実測調査の目的

に応じて分析化学的アプローチを組み合わせる多角的な網羅分析法を開発した。①特定PFASとその類縁

物質の一斉分析法、②分析困難PFASの個別分析法、③加水分解を受けて副生成されるPFASの前駆体総濃

度分析法（加水分解性前駆体総濃度分析法）、④酸化分解を受けて副生成されるPFASの前駆体総濃度分

析法（酸化分解性前駆体総濃度分析法、TOPアッセイ法）、⑤有機溶剤により抽出される有機フッ素化合

物（EOF）の総濃度分析法及び全フッ素分析法、（EOF及び全フッ素分析法）、の順に研究開発内容を記

載する。 

 

３.１.１ 特定PFASとその類縁物質の一斉分析法の開発 

 ストックホルム条約対象のPFOS、PFOA、PFHxS、欧州REACH規則の高懸念物質に指定された10のPFAS9)、

ISO法とEPA法における分析対象の40のPFAS1-4)など、国際的に評価重要度が高い特定PFASとその類縁物質
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について、液体クロマトグラフ/高分解能質量分析計（LC/HRMS）による一斉分析を検討した。機器測定

は、Agilent社製1290 LCシステム/6530 Q-TOFを使用して行い、各種測定条件について最適化を検討し

た。また、固体試料及び液体試料の抽出法、粗抽出液の精製法を検討し、分析法のプロトタイプを確立

後、ハウスダストの認証標準物質（NIST SRM 2585）を実測し、本分析法の性能を評価した。 

 

３.１.２ 分析困難PFASの個別分析法の開発 

ポリフルオロアルキル基の末端にアルコール（FTOH）、オレフィン（FTO）、ヨウ素（FTI）、アクリ

レート（FTAcr）、メタクリレート（FTMAcr）を有する中性PFASは、LC/HRMSのエレクトロスプレーイオ

ン化法ではイオン化されにくく、試料前処理では揮発し損失が多いことが確認された。そのため、①の

一斉分析が困難なPFASと判断し、別途、個別分析法を検討した。機器測定は、ガスクロマトグラフ/大気

圧化学イオン化高分解能質量分析計（GC/APCI-HRMS、Agilent社製GC-APCI Interface/6530 Q-TOF）と

GC/APCI-タンデム四重極質量分析計（GC/APCI-MSMS、Agilent社製 7890 GCシステム/Waters社製 Xevo 

TQ-S micro）を使用して行い、各種測定条件について最適化を検討した。また、固体試料及び液体試料

の抽出法、粗抽出液の精製法を検討し、分析法のプロトタイプを確立後、ハウスダストの認証標準物質

（NIST SRM 2585）を用いた添加回収試験を行い、本分析法の性能を評価した。 

 

３.１.３ 加水分解性前駆体総濃度分析法の開発 

Nikiforovの先行研究10)で提案された塩基性条件下での加水分解抽出法について、製品・廃棄物分析に

応用し、①の一斉分析法と②の個別分析法により76のPFASを定量する分析法を開発した。具体的には、

市販の撥水撥油スプレー剤とハウスダストの認証標準物質（NIST SRM 2585）について塩基性条件下での

加水分解時間を検討した。撥水スプレー剤とNIST SRM 2585のメタノール抽出液に1Ｎ水酸化ナトリウム

水溶液を添加して50℃に保温密閉し、100分後、300分後、500分後、1000分後、1500分後、2500分後の加

水分解抽出液中のPFASの分解生成量を解析し、本分析法の妥当性を評価した。 

 

３.１.４ 酸化分解性前駆体総濃度分析法（TOPアッセイ法）の開発 

HoutzとSedlakの先行研究11)で開発された水質試料のTOPアッセイ法について、製品・廃棄物分析に応

用し、①の一斉分析法により59のPFASを定量する分析法を開発した。具体的には、市販の泡消火薬剤に

ついて酸化分解抽出時間を検討した。泡消火薬剤に0.4Ｎ水酸化ナトリウム水溶液とペルオキソ二硫酸

カリウム水溶液を添加して85℃に保温し、1時間後、3時間後、6時間後、12時間後の酸化分解抽出液中の

PFASの分解生成量を解析し、本分析法の妥当性を評価した。 

 

３.１.５ EOF及び全フッ素分析法の開発 

Miyakeらの先行研究12)で開発された水質及び生体試料中EOF分析法について、製品・廃棄物分析に応用

し、EOF及び全フッ素分析法を最適化した。機器測定は、日東精工アナリテック社製燃焼ユニット（AQF-

2100H）とThermo Fisher Scientific社製イオンクロマトグラフシステム（Dionex Integrion RFIC）を

連結した燃焼イオンクロマトグラフィー（CIC）システムを使用した。試料の微粉砕物またはメタノール

抽出液を燃焼ユニット内のシリカボートに置き、炉内で900～1000℃で燃焼させてフッ化水素に変換後、

吸収液の水酸化ナトリウム水溶液中のフッ化物イオンをイオンクロマトグラフィーにより定量した。CIC

システムのブランクとして検出されるフッ素量の低減、試料由来の妨害成分として検出される有機酸と

フッ化物イオンのイオンクロマトグラフィー分離について検討した。また、PFOS、PFOA、PFHxS、ペルフ

ルオロブタンスルホン酸（PFBS）の添加回収試験を行い、ハウスダストの認証標準物質（NIST SRM 2585）

を実測し、本分析法の妥当性を評価した。  

 

３．２ 撥水撥油加工製品に含まれる新規・次期フッ素化合物POPsの存在状況に関する実測調査 

まず、撥水撥油スプレー剤54製品（2011年の販売品28製品と2021年の販売品26製品）について、新規・

次期フッ素化合物POPsの網羅分析法のうち、①の一斉分析法、②の個別分析法、③の前駆体総濃度分析

法、⑤のEOF分析法によりPFASの化学種と含有量を調査した。2011年の28製品中17製品は成分表示に「フ

ッ素」または「フッ素樹脂」などのフッ素化成分に関する記載が確認されたものの、残りの11製品は成

分表示にフッ素化成分に関する記載がなかった。2021年の26製品中17製品は成分表示にフッ素化成分に

関する記載があり、残りの9製品は成分表示にフッ素化成分に関する記載がなかった。フッ素化成分以外

では、「シリコンポリマー」、「炭化水素」、「イソプロパノール」、「液化石油ガス」が記載されて

いた。次に、1989年～2022年に販売された防水繊維23製品（1989年～1995年販売のスポーツ・アウトド

ア用品5製品、2003年～2017年販売のタイルカーペット7製品、1994年～2022年販売の自動車内装材7製品、

2010年～2016年販売のチャイルドシート4製品）及び2022年に販売されていた食品接触素材30製品（紙製

ボックス5製品、紙製プレート4製品、耐油袋4製品、紙製ストロー3製品、紙製カップ4製品、紙製マドラ

ー2製品、木製ナイフ・フォーク・スプーン6製品、木製マドラー2製品）について、①の一斉分析法、②
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の個別分析法、③の前駆体総濃度分析法、⑤のEOF分析法によりPFASの化学種と含有量を調査した。 

３．３ 泡消火薬剤に含まれる新規・次期フッ素化合物POPsの存在状況に関する実測調査 

泡消火薬剤については、PFOS系薬剤からPFOS系以外の薬剤への切り替えが進められてきたものの、こ

れまでに日本国内で販売されてきた泡消火薬剤に含まれるPFASの存在状況は未解明のままであった。そ

こでサブテーマ１では、PFOS系薬剤3製品とPFOS系以外の薬剤71製品について、①の一斉分析法、②の個

別分析法、④の前駆体総濃度分析法、⑤のEOF分析法によりPFASの化学種と含有量を調査した。71製品中

25製品はPFOS規制前（2010年以前）の販売品（水成膜泡6製品、たん白泡18製品、合成界面活性剤泡1製

品）、22製品はPFOA規制前（2011年～2020年）の販売品（水成膜泡8製品、たん白泡7製品、合成界面活

性剤泡7製品）、24製品はPFOA規制後（2021年以降）の販売品（水成膜泡10製品、たん白泡13製品、合成

界面活性剤泡1製品）であった。 

 

４． サブテーマ１の結果及び考察    

４.１ 新規・次期フッ素化合物POPsを含むPFAS網羅分析法の開発 

サブテーマ１では、新規・次期フッ素化合物POPsを含む広範なPFASについて、実測調査の目的に応じ

て分析化学的アプローチを組み合わせる多角的な網羅分析法を開発した。本開発法の概要を図1-1に示

す。①特定PFASとその類縁物質の一斉分析では、ストックホルム条約対象のPFOS、PFOA、PFHxS、欧州REACH

規則の高懸念物質に指定されている10のPFAS、ISO法とEPA法における分析対象の40のPFASなど、国際的

に評価重要度が高い特定PFASとその類縁物質について、LC/HRMS法により定量する。②測定困難PFASの個

別分析では、FTOHのように①の一斉分析法で分析困難な中性PFASについて、GC/HRMS法またはGC/MSMS法

により定量する。③加水分解性前駆体総濃度分析及び④TOPアッセイでは、加水分解と酸化分解による前

駆体由来PFASの生成を踏まえた抽出処理を行い、①の一斉分析法及び②の個別分析法によりPFASの総濃

度として定量する。PFAS前駆体の存在状況に関する知見の収集に有効な手法である。⑤EOF及び全フッ素

分析法は、①～④の分析法で分析困難なPFASを含むPFAS全体とEOFについて、CIC法によりフッ素量を測

定する。PFAS全体とEOFの存在状況に関する知見の収集に有効な手法である。①～⑤の分析法について、

実測調査の目的に応じて組み合わせることで、特定PFASからPFAS全体の存在状況に関する知見を収集す

る。以下、①特定PFASとその類縁物質の一斉分析法、②測定困難PFASの個別分析法、③加水分解性前駆

体総濃度分析法、④TOPアッセイ法、⑤EOF及び全フッ素分析法、の順に結果と考察を記載する。 

 

 
図1-1 新規・次期フッ素化合物POPsを含むPFAS網羅分析法の概要図 

 

４.１.１ 特定PFASとその類縁物質の一斉分析法の開発 

ストックホルム条約対象のPFOS、PFOA、PFHxS、欧州REACH規則の高懸念物質に指定されている10のPFAS、

ISO法とEPA法における測定分析対象の40のPFASなどの特定PFASとその類縁物質からなる59のPFAS（表1-

1）について、LC/HRMSによる一斉分析法を開発した。LC/HRMSの測定条件の最適化を検討した結果、次の

測定条件を設定した。LCの移動相は、5 mM炭酸アンモニウムを含むpH 10に調整したMilli-Q水（移動相

A）とメタノール（移動相B）によるグラジエントで行い、移動相AとBの組成は、95:5から55:45まで3分

間で連続的に変化させた後、5:95まで15分間で連続的に変化させ、5:95のままで2分間保持した後、初期

値（95:5）に戻るように設定した。移動相の流量は0.2 mL/minに設定した。LCの分離カラムは、Agilent 

Technologies社製ZORBAX RRHD Extend-C18（長さ100 mm、内径2.1 mm、粒子径1.8 μm）を使用した。移

動相及び測定装置由来のPFASブランクを分離するためのディレイカラムは、Agilent Technologies社製

ZORBAX RRHD Extend-C18（長さ50 mm、内径2.1 mm、粒子径1.8 μm）を使用した。LC/HRMSのイオン化法

はエレクトロスプレーイオン化法を採用した。乾燥ガスとネブライザーガスは窒素を使用し、乾燥ガス

の温度と流量は300 ℃と6 L/minに設定した。本分析法における分析対象物質と内標準物質（IS）のモニ

ターイオンとその質量数、及び装置検出限界（IDL）の例を表1-1に示す。 

PFOS、PFOA

PFHxS

特定PFAS

FTOHなど中性PFAS

分解性前駆体

抽出可能有機フッ素（EOF）

その他フッ素化合物

①特定PFASと

その類縁物質

の一斉分析

⑤全フッ素分析

⑤EOF分析
②分析困難PFAS

の個別分析

③加水分解性

前駆体総濃度分析

④酸化分解性

前駆体総濃度分析

(TOPアッセイ)
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表1-1 特定PFASとその類縁物質の一斉分析法における分析対象物質と内標準物質（IS）のモニターイオ

ンとその質量数、及びIDLの例 

化合物名 検出イオン 
質量数 

(m/z) 
IDL 

(pg) 
 化合物名 検出イオン 

質量数 

(m/z) 
IDL 

(pg) 

PFBA [M-H]- 212.9792 2  FBSA [M-H]- 297.9590 6 

PFPeA [M-H]- 262.9760 0.8  FHxSA [M-H]- 397.9526 6 

PFHxA [M-H]- 312.9728 0.8  FOSA [M-H]- 497.9462 4 

PFHpA [M-H]- 362.9696 0.8  N-MeFBSA [M-H]- 311.9746 2 

PFOA [M-H]- 412.9664 0.8  N-MeFOSA [M-H]- 511.9619 2 

PFNA [M-H]- 462.9632 0.8  N-EtFOSA [M-H]- 525.9775 4 

PFDA [M-H]- 512.9600 0.8  N-MeFBSE [M-H2O+HCO3]- 399.9901 2 

PFUnDA [M-H]- 562.9568 0.8  N-MeFOSE [M-H2O+HCO3]- 599.9773 2 

PFDoDA [M-H]- 612.9537 1  N-EtFOSE [M-H2O+HCO3]- 613.9930 2 

PFTrDA [M-H]- 662.9505 0.8  N-MeFOSAA [M-H]- 569.9673 2 

PFTeDA [M-H]- 712.9473 1  N-EtFOSAA [M-H]- 583.9830 2 

PFHxDA [M-H]- 812.9409 0.8  6:2 FTS [M-H]- 426.9679 2 

PFODA [M-H]- 912.9345 1  8:2 FTS [M-H]- 526.9615 2 

MPFBA (IS) [M-H]- 216.9926 -  10:2 FTS [M-H]- 626.9551 2 

MPFHxA (IS) [M-H]- 314.9795 -  6:2 FTCA [M-H]- 376.9853 20 

MPFOA (IS) [M-H]- 416.9798 -  8:2 FTCA [M-H]- 476.9789 20 

MPFNA (IS) [M-H]- 467.9800 -  10:2 FTCA [M-H]- 576.9725 20 

MPFDA (IS) [M-H]- 514.9667 -  5:3 FTCA [M-H]- 341.0041 20 

MPFUnDA (IS) [M-H]- 564.9636 -  7:3 FTCA [M-H]- 440.9977 20 

MPFDoDA (IS) [M-H]- 614.9604 -  6:2 FTUCA [M-H]- 356.9790 20 

PFBS [M-H]- 298.9430 0.4  8:2 FTUCA [M-H]- 456.9727 10 

PFHxS [M-H]- 398.9366 0.6  10:2 FTUCA [M-H]- 556.9663 4 

PFHpS [M-H]- 448.9334 0.6  6:2 PAP [M-H]- 442.9723 20 

PFOS [M-H]- 498.9302 0.6  8:2 PAP [M-H]- 542.9659 40 

PFDS [M-H]- 598.9238 0.6  6:2 diPAP [M-H]- 788.9751 4 

MPFHxS (IS) [M-H]- 402.9451 -  6:2/8:2 diPAP [M-H]- 888.9687 6 

MPFOS (IS) [M-H]- 502.9436 -  8:2 diPAP [M-H]- 988.9623 6 

PFMOPA [M-H]- 228.9741 2  6:2 FTAB [M-H]+ 570.0931 0.6 

PFMOBA [M-H]- 278.9709 1  N-AP-FHxSA [M-H]+ 485.0563 0.5 

NFDHA [M-H]- 294.9658 2  N-TAmP-FHxSA [M-H]+ 499.0719 0.5 

GenX [M-H]- 328.9677 4  5:3 FTB [M-H]+ 414.0922 0.4 

ADONA [M-H]- 376.9689 0.8  5:1:2 FTB [M-H]+ 432.0827 0.4 

PFEESA [M-H]- 314.9379 0.6      

9Cl-PF3ONS [M-H]- 530.8956 0.8      

11Cl-PF3OUdS [M-H]- 630.8892 0.8      

 

次に、本分析法の性能を評価した。ハウスダストの認証標準物質（NIST SRM 2585）について、ポリプ

ロピレン（PP）製遠沈管に秤量し、内標準物質を加え、メタノールにより30分間超音波抽出を行い、メ

タノール抽出液を作製した。次に、メタノール抽出液を分取し、C18カラム（Biotage社製ISOLUTE C18-

EC）により精製し、LC/HRMSで測定した。その結果、NIST SRM 2585からPFOS、PFOA、PFHxSが検出され、

その濃度はそれぞれ、1800、580、1100 ng/gであった。また、それら以外のPFASも検出され、その濃度

範囲は12～2800 ng/gであった。なお、操作ブランクは検出されず、試料由来の夾雑物による干渉は認め

られなかった。本分析法の実測値は、NIST SRM 2585の参考値及び先行研究の報告値（表1-2）と同等の

濃度レベルであったことから、本分析法は妥当であると考えられた。 

 

表1-2 特定PFASとその類縁物質の一斉分析法におけるNIST SRM 2585中PFASの実測値と認証標準物質の

参考値及び先行研究の報告値13)との比較 

化合物 
本研究 

(ng/g) 

SRM 2585 

参考値 

(ng/g) 

Björklund et 

al., 2009 

(ng/g) 

Goosey and 

Harrad, 2011 

(ng/g) 

Reiner et 

al., 2015 

(ng/g) 

Padilla-

Sánchez and 

Haug, 2016 

(ng/g) 

Winkens et 

al., 2018 

(ng/g) 

PFBA 260 ± 51 230 ± 16 NR NR 249 NR 229 ± 25.2 

PFPeA 150 ± 5.7 NR NR NR 226 NR 235 ± 24.4 

PFHxA 260 ± 2.8 260 ± 25 NR NR 251–474 324 ± 32.4 349 ± 33.2 

PFHpA 290 ± 11 249 ± 32 NR NR 220–440 240 ± 69.6 360 ± 36 

PFOA 580 ± 26 NR 673 ± 26 766 ± 38 430–760 599 ± 53.9 747 ± 26.6 

PFNA 69 ± 6 99.4 ± 4.9 NR NR 101 85 ± 9.35 90.1 ± 12 

PFDA 46 ± 4 NR NR NR 23.9–65.7 54 ± 12.4 66.9 ± 10.7 

NR: not reported 
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表1-2の続き 

化合物 
本研究 

(ng/g) 

SRM 2585 

参考値 

(ng/g) 

Björklund 

et al., 

2009 

(ng/g) 

Goosey and 

Harrad, 

2011 

(ng/g) 

Reiner et 

al., 2015 

(ng/g) 

Padilla-

Sánchez and 

Haug, 2016 

(ng/g) 

Winkens et 

al., 2018 

(ng/g) 

PFUnDA 33 ± 2.8 NR NR NR 26.1–55.8 34 ± 4.42 41.5 ± 4.21 

PFDoDA 33 ± 1.4 34.6 ± 4.5 NR NR 34.3–40.6 31 ± 4.42 37.9 ± 4.15 

PFTrDA 20 ± 1.1 29.4 ± 4.6 NR NR 27.9–29.3 4 ± 1.48 29.6 ± 4.4 

PFTeDA 16 ± 0.78 NR NR NR 10.7–22.4 3 ± 1.23 30.8 ± 5.88 

PFBS 12 ± 0.71 NR NR NR 18.8–130 NR 21.3 ± 2.87 

PFHxS 1100 ± 21 1440 ± 250 NR 4282 ± 274 1400 NR 1420 ± 191 

PFOS 1800 2310 ± 420 1990 ± 78 1752 ± 31 2280 NR 1860 ± 256 

PFDS 510 ± 3.5 NR NR NR 375–902 NR 403 ± 32 

N-MeFOSA 16 ± 8.1 NR NR NR NR 50 ± 4.0 32.7 ± 2.61 

N-MeFOSE 2800 ± 180 NR NR 562 ± 23 NR 2306 ± 254 2790 ± 180 

N-EtFOSE 150 ± 7.8 NR NR 66 ± 4 NR 55 ± 13.8 4200 ± 338 

NR: not reported 
 

４.１.２ 分析困難PFASの個別分析法の開発 

①の一斉分析法で分析困難な23の中性PFAS（表1-3）について、GC/APCI-HRMSによる個別分析法と

GC/APCI-MSMSによる個別分析法を開発した。まず、Ayala-Cabreraらの報告を参考に電子衝撃によるイオ

ン化法（EI法）を検討した。その結果、分子イオンの強度が非常に低く様々な開裂イオンの強度が高い

マススペクトルが観測されたため、EI法は分析対象物質を感度良く測定するには適していないと判断さ

れた。次に、大気圧化学イオン化法（APCI法）を検討したところ、プロトン付加分子、ヒドロニウムイ

オン付加分子、ラジカルカチオンなどの分子イオンの強度が高く開裂イオンの強度が非常に低いマスス

ペクトルが観測された。以上の結果から、本分析法ではAPCI法を採用した（図1-2）。GC/APCI-HRMSと

GC/APCI-MSMSの測定条件の最適化を検討した結果、次の測定条件を設定した。GCの分離カラムは、Ayala-

Cabreraらの報告を参考に、Agilent社製 DB-624カラム（長さ30 m, 内径0.25 mm, 膜厚1.4 μm）を使

用した。また、分離カラムについては、VF-200 ms カラム（長さ30 m, 内径0.25 mm, 膜厚1.0 μm）を

使用した。GCオーブンは、初期温度50 ℃で2分間保持し、10 ℃/minの温度変化速度で250 ℃まで昇温

し、250 ℃で10 分間保持する温度プログラムを設定した。試料注入は、スプリット法を採用しスプリッ

ト比を1：10 に設定した。スプリット法を使用したことで試料溶媒による影響を低減し、6:2、8:2、10:2 

FTOのピーク形状を改善した。キャリアガスは、窒素を使用し流量を1.4 mL/min に設定した。本分析法

における分析対象物質と内標準物質のモニターイオンとその質量数、及びIDLの例を表1-3に示す。 

 

表1-3 GC/APCI-HRMS法及びGC/APCI-MSMS法における分析対象物質と内標準物質のモニターイオンとその

質量数、及びIDLの例 

化合物 
GC/APCI-HRMS法 GC/APCI-MSMS法 

検出イオン 質量数 (m/z) IDL (pg) 検出イオン 質量数 (m/z) IDL (pg) 

4:2 FTOH NA NA NA [M+H]+ 265 > 227, 265 > 69 0.02 

6:2 FTOH [M-CH5F4O]- 254.9862 10 [M+H]+ 365 > 327, 365 > 69 0.02 

8:2 FTOH [M-CH5F4O]- 354.9798 5 [M+H]+ 465 > 427, 465 > 69 0.05 

10:2 FTOH [M-CH5F4O]- 454.9734 5 [M+H]+ 565 > 527, 565 > 69 0.1 

12:2 FTOH [M-H4F3]- 602.9682 10 [M+H]+ 665 > 627, 665 > 69 0.1 

6:2 MFTOH (IS) [M-H3DF3]- 306.0003 - [M+H]+ 369 > 331, 369 > 69 - 

8:2 MFTOH (IS) [M-H3DF3]- 405.9939 - [M+H]+ 469 > 431, 469 > 69 - 

10:2 MFTOH (IS) [M-H3DF3]- 505.9875 - [M+H3O]+ 587 > 569, 587 > 69 - 

6:2 FTO [M-CH3F2+O]- 308.9779 10 [M-F]+ 327 > 69 0.3 

8:2 FTO [M-CH3F2+O]- 408.9715 5 [M-F]+ 427 > 69 0.2 

10:2 FTO [M-CH3F2+O]- 508.9651 5 [M-F]+ 527 > 69 0.3 

6:2 FTI [M-CH4F2I+O]- 308.9779 5 M+ 474 > 327, 474 > 113 0.01 

8:2 FTI [M-CH4F2I+O]- 408.9715 2 M+ 574 > 427, 574 > 113 0.01 

10:2 FTI [M-CH4F2I+O]- 508.9651 2 M+ 674 > 527, 674 > 113 0.01 

6:2 FTAcr [M-C3H6F3O]- 302.9873 20 M+ 418 > 99, 418 > 57 0.01 

8:2 FTAcr [M-C3H6F3O]- 402.9809 10 M+ 518 > 99, 518 > 57 0.01 

10:2 FTAcr [M-C3H6F3O]- 502.9745 10 M+ 618 > 99, 618 > 57 0.01 

6:2 FTMAcr [M-C4H8F3O]- 302.9873 20 M+ 432 > 86, 432 > 113 0.005 

8:2 FTMAcr [M-C4H8F3O]- 408.9715 10 M+ 532 > 86, 532 > 113 0.005 

10:2 FTMAcr [M-C4H8F3O]- 508.9651 10 M+ 632 > 86, 632 > 113 0.005 

N-MeFBSA NA NA NA [M+H]+ 314 > 69, 314 > 131 0.05 

N-MeFOSA NA NA NA [M+H]+ 514 > 69, 514 > 78 0.1 

NA: not analyzed 
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表1-3の続き 

化合物 
GC/APCI-HRMS法 GC/APCI-MSMS法 

検出イオン 質量数 (m/z) IDL (pg) 検出イオン 質量数 (m/z) IDL (pg) 

N-EtFOSA NA NA NA [M+H]+ 528 > 64, 528 > 500 0.1 

N-MeFBSE NA NA NA [M+H]+ 326 > 69, 326 > 131 0.01 

N-MeFOSE NA NA NA [M+H]+ 558 > 57, 558 > 69 0.05 

N-EtFOSE NA NA NA [M+H]+ 572 > 554, 572 > 56 0.05 

 

 
 

図1-2 EI法及びAPCI法における6:2 FTOHのマススペクトル 

 

表1-4 分析困難PFASの個別分析法におけるNIST SRM 2585を用いた添加回収試験の結果 

化合物名 
PFAS無添加試料 (n = 3) 

(ng/g) 

PFAS添加試料 (n = 3) 

(ng/g) 

回収率 

(%) 

4:2 FTOH 27 ± 2 140 ± 11 59 

6:2 FTOH 2400 ± 230 2400 ± 250 

無添加試料の含有量が高く 

回収率の算出が困難であった。 

8:2 FTOH 4200 ± 360 4400 ± 480 

10:2 FTOH 2300 ± 160 2700 ± 140 

12:2 FTOH 2500 ± 290 2700 ± 140 

6:2 MFTOH (IS) 590 ± 41 600 ± 11 65 

8:2 MFTOH (IS) 650 ± 20 670 ± 4.9 72 

10:2 MFTOH (IS) 670 ± 42 690 ± 33 75 

6:2 FTO 110 ± 6.7 140 ± 18 14 

8:2 FTO 110 ± 14 240 ± 32 62 

10:2 FTO 95 ± 4.1 290 ± 4.9 98 

6:2 FTI ND 120 ± 2.1 58 

8:2 FTI ND 130 ± 3.1 66 

10:2 FTI ND 160 ± 4 82 

6:2 FTAcr ND 130 ± 5.6 66 

8:2 FTAcr ND 150 ± 3.5 75 

10:2 FTAcr ND 180 ± 8.5 91 

6:2 FTMAcr ND 140 ± 2.5 69 

8:2 FTMAcr ND 150 ± 5.5 77 

10:2 FTMAcr ND 170 ± 4.2 87 

N-MeFBSA ND 140 ± 14 72 

N-MeFOSA 140 ± 31 320 ± 37 90 

N-EtFOSA ND 180 ± 4.4 89 

N-MeFBSE 85 ± 4.7 290 ± 11 101 

N-MeFOSE 5800 ± 280 5900 ± 520 無添加試料の含有量が高く 

回収率の算出が困難であった。 N-EtFOSE 3300 ± 290 3500 ± 510 

ND: not detected 

 

次に、本分析法の性能を評価した。ハウスダストの認証標準物質（NIST SRM 2585）について、ポリプ

ロピレン（PP）製遠沈管に秤量し、内標準物質を加え、メタノールにより30分間超音波抽出を行った後、

メタノール抽出液に塩化ナトリウム水溶液とメチルターシャリーブチルエーテル（MTBE）を加えて振と

う抽出を行い、MTBE層を回収したものをMTBE抽出液とした。MTBE抽出液について、活性炭カラム（Sigma-

Aldrich社製Envi-carb）により精製し、GC/APCI-MSMSで測定した。その結果、NIST SRM 2585から15の中

性PFASが検出された。その中ではFTOHsとペルフルオロアルキルアミドエタノール類（FASEs）の濃度が

桁違いに高く、その範囲は2300～5800 ng/gであった。なお、操作ブランクは検出されず、試料由来の夾

雑物による干渉は認められなかった。また、添加回収試験の結果（表1-4）、6:2 FTOを除く分析対象物

EI法 APCI法

[M-HF]+

[M+H]+

[M+H3O]+

m/zm/z
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質と内標準物質の回収率の範囲は58～101%であった。本分析法は、6:2 FTOなどの炭素鎖長が短い中性

PFASについて検討の余地があるものの、PFOA関連物質を含む中性PFASの製品・廃棄物分析法として妥当

であると考えられた。 

 

４.１.３ 加水分解性前駆体総濃度分析法の開発 

撥水撥油スプレー剤とハウスダストの認証標準物質（NIST SRM 2585）のメタノール抽出液に1Ｎ水酸

化ナトリウム水溶液を添加して50 ℃で保温密閉し、100分後、300分後、500分後、1000分後、1500分後、

2500分後に回収した加水分解抽出液について、①の一斉分析法と②の個別分析法によりPFASの含有量を

測定した。その結果、撥水撥油スプレー剤、NIST SRM 2585ともに、時間の経過とともにFTOHsとFASEsの

濃度が増加し、24時間以上経過したところで最高濃度に到達した（図1-3及び1-4）。以上の結果から、

塩基性条件下で50℃に保温密閉し、24時間以上かけて加水分解抽出を行うことで、FTOHsとFASEsの加水

分解性前駆体の潜在濃度を定量的に評価できることが確認された。 

 
図1-3 撥水撥油スプレー剤における加水分解抽出時間とPFAS濃度の関係 

 

 
図1-4 NIST SRM 2585における加水分解抽出時間とPFAS濃度の関係 

 

４.１.４ 酸化分解性前駆体総濃度分析法（TOPアッセイ法）の開発 

泡消火薬剤に0.4Ｎ水酸化ナトリウム水溶液とペルオキソ二硫酸カリウム水溶液を添加して85℃で保

温し、1時間後、3時間後、6時間後、12時間後に回収した酸化分解抽出液について、①の一斉分析法によ

りPFASの含有量を測定した。その結果、時間の経過とともにペルフルオロアルキル酸類（PFAAs）の濃度

が増加し、6時間以上経過したところで最高濃度に到達した（図1-5）。以上の結果から、設定温度を85 ℃

に保持し、6時間以上かけて酸化分解抽出を行うことで、PFAAsの酸化分解性前駆体の潜在濃度を定量的

に評価できることが確認された。 

 
図1-5 水成膜及びたん白泡消火薬剤における酸化分解抽出時間とPFAS濃度の関係 

 

４.１.５ EOF及び全フッ素分析法の開発 

CICシステムのブランクとして検出されるフッ素量について検討した。燃焼ガスの配管、吸収管などの

コネクター、送水用の配管に使われている素材をフッ素樹脂からポリプロピレン（PP）またはポリエチ

レン（PE）に変更し、より高い純度のガスに変更し、さらにPFAS用超純水に変更したところ、60 ng-F以
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上あったフッ素量が1.1 ng-Fまで低減された（図1-6）。次に、試料由来の妨害成分のIC分離について検

討した。先行研究のカラム（Dionex IonPac AS20、樹脂粒径：7.5 µm、イオン交換容量：77.5 µeq）か

ら、よりイオン交換容量が高く、樹脂粒径が小さいカラム（Dionex IonPac AS30、樹脂粒径：5.5 µm、

イオン交換容量：119 µeq）に変更したところ、測定分析対象のフッ化物イオンと妨害成分の有機酸との

分離度が改善された（図1-7）。最後に、本開発法の性能を評価した。PFOS、PFOA、PFHxS、PFBSについ

て、低濃度域（0.2 ng-F/mL）と高濃度域（30 ng-F/mL）の2水準の標準液を用いた添加回収試験を行っ

たところ、その回収率の範囲は85～106%であった（表1-5）。また、ハウスダストの認証標準物質（NIST 

SRM 2585）について全フッ素及びEOF分析を行ったところ、フッ化物イオンが検出され、その濃度はそれ

ぞれ36000及び10000 ng-F/gであった。なお、試料由来の夾雑物による干渉は認められなかった。以上の

結果から、本開発法は妥当であると考えられた。 

 

 
図1-6 CICシステム由来のブランクとして検出されるフッ素量の検討結果 

 

 
図1-7 フッ化物イオンと試料由来の妨害成分（有機酸）とのIC分離の検討結果 

(A) Dionex IonPac AS20カラム、(B) Dionex IonPac AS30カラム 

 

表1-5 全フッ素及びEOF分析法におけるPFASを用いた添加回収試験の結果 

化合物名 

低濃度添加回収試験 (0.2 ng-F/mL)  高濃度添加回収試験 (30 ng-F/mL) 

試験-1 

回収率 (%) 

試験-2 

回収率 (%) 

平均回収率 

(%) 
 試験-1 

回収率 (%) 

試験-2 

回収率 (%) 

平均回収率 

(%) 

PFOA 90 88 89  99 97 98 

PFBS 98 94 96  94 94 94 

PFHxS 97 97 97  104 108 106 

PFOS 87 83 85   104 106 105 

 

４.２ 撥水撥油加工製品に含まれる新規・次期フッ素化合物POPsの存在状況に関する実測調査 

４.２.１ 撥水撥油スプレー剤 

PFOAに対する規制前（2011年）の販売品28製品と規制後（2021年）の販売品26製品（全54製品）につ

いて、本研究で開発した網羅分析法を応用し、PFASの存在状況を調査した。まず、全54製品についてEOF

分析を行ったところ、1製品を除く53製品からEOFが検出された。その中で、成分表示欄に「フッ素」ま

たは「フッ素樹脂」などのフッ素化成分が記載された34製品に着目したところ、EOFの濃度範囲は、32～

8400 mg-F/kgであった。以上の実測データをもとに本研究では、EOFが32 mg-F/kg以上の濃度で検出され

た40製品（2011年の20製品と2021年の20製品）について、PFASの存在状況に関する実測調査の対象製品

として選定した。なお、その40製品中6製品は、EOFの濃度範囲が65～4600 mg-F/kgであったものの、成

分表示欄にフッ素化成分が記載されていなかった。以上のことから、撥水撥油スプレー剤の中には成分

表示欄に正確な情報が記載されていない製品があると考えられた。消費者が撥水撥油スプレー剤を選択

する際に成分情報を入手できるように、販売者は成分情報を正確に表示する必要があると考えられた。 

次に、EOF分析から選定された40製品について、①の一斉分析と②の個別分析に供した。その結果、

2011年の20製品中7製品と2021年の20製品中1製品からPFOAが検出され、その濃度範囲は0.024～0.32 
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mg/kgであった。PFOS及びPFHxSは検出されなかった。PFOA関連物質では、FTOHs（8:2、10:2、12:2）が

最も高い頻度で検出され、次いでFTIs（8:2及び10:2）、FTAcrs（8:2及び10:2）、FTOs（8:2及び10:2）、

FTMAcrs（8:2及び10:2）の順で検出された。その中で8:2 FTOHについては、2011年の20製品中18製品と

2021年の20製品中6製品から検出され、その濃度範囲は2.7～98 mg/kgであった。PFOA関連物質以外のPFAS

では、ペルフルオロアルキル基の炭素数が6の6:2 FTOHが最も高い頻度で検出され、次いで炭素数が4の

PFBS、N-MeFBSA、N-MeFBSEが検出された。6:2 FTOHは2021年の20製品中12製品から検出され、その濃度

範囲は1.4～93 mg/kgであった。 

さらに、③の前駆体総濃度分析に供したところ、2011年の20製品中8製品と2021年の20製品中1製品か

らPFOAが検出され、その濃度範囲は0.14～0.45 mg/kgであった。PFOS及びPFHxSは検出されなかった。

PFOA関連物質では、FTOHs（8:2、10:2、12:2）が最も高い頻度で検出され、次いでFTOs（8:2及び10:2）

が検出された。その中で8:2 FTOHは2011年の全20製品と2021年の20製品中7製品から検出され、その濃度

範囲は2.8～2300 mg/kgであった。PFOA関連物質以外のPFASでは、6:2 FTOHが最も高い頻度で検出され、

次いでPFBS、N-MeFBSA、N-MeFBSEが検出された。6:2 FTOHは2011年の20製品中2製品と2021年の20製品中

14製品から検出され、その濃度範囲は5.3～3700 mg/kgであった。 

以上の実測値をもとに、EOF量に対する①～③のPFAS量のマスバランスを解析した（図1-8）。その結

果、40製品中11製品については、①～③のPFASで80%以上のEOFを説明できた。そのうち9製品は、C8F17

基及びC10F21基を部分構造に有する側鎖フッ素化ポリマー（C8F17-及びC10F21-SCFP）が主成分として意

図的に添加され、PFOAとPFOA関連物質（8:2及び10:2 FTOH）が不純物として非意図的に混入された製品

と特定された。また、11製品中2製品については、C4F9基を部分構造に有する側鎖フッ素化ポリマー（C4F9-

SCFP）が主成分として意図的に添加され、PFBS、N-MeFBSA、N-MeFBSEが不純物として非意図的に混入さ

れた製品と特定された。残りの40製品中29製品については、①～③のPFASでEOFを十分に説明できなかっ

たものの、①～③で検出されたPFASの化学種から、C4F9-SCFP、C6F13-SCFP、C8F17-及びC10F21-SCFPが

主成分として意図的に添加され、C4F9-SCFPではPFBS、N-MeFBSA、N-MeFBSE、C6F13-SCFPでは6:2 FTOH、

C8F17-及びC10F21-SCFPではPFOAとPFOA関連物質が不純物として非意図的に混入された製品と推定され

た。未知のEOF、またはフッ素化合物POPsが副生成されにくい側鎖フッ素化ポリマーが示唆される。 

 

図1-8 EOF量に対する側鎖フッ素化ポリマーとその不純物由来PFASの寄与 

 

撥水撥油スプレー剤に含まれる側鎖フッ素

化ポリマーについて、PFOA規制の前後で比較し

たところ、C8F17基及びC10F21基からC6F13基と

C4F9基に代替されている傾向が認められた（図

1-9）。側鎖フッ素化ポリマーの物質代替とPFOA

管理を反映した結果と推察される。以上のこと

から、撥水撥油スプレー剤由来フッ素化合物

POPsの排出量は、時間の経過とともに減少する

ことが期待される。C8F17-及びC10F21-SCFPは、

PFOA及びPFOA関連物質が不純物として混入し

ていることが明らかである。 PFOA規制後も

C8F17-及びC10F21-SCFP含有品が入手可能な状

況は、更なる改善が期待される。 

 

４.２.２ 防水繊維及び食品接触素材 

1990年代～2021年の防水繊維23製品及び2022年の食品接触素材30製品について、網羅分析法により

PFASの存在状況を調査した。まず、全53製品について全フッ素分析を行ったところ、食品接触素材の木
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図1-9 フッ素系撥水撥油スプレー剤に含まれる

側鎖フッ素化ポリマーにおける C4F9-SCFP、

C6F13-SCFP、C8F17-及びC10F21-SCFPの割合 

(A) 2011年販売品 (n = 20) (B) 2021年販売品 (n = 20)
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製マドラー1製品を除く52製品でフッ素が検出された。その濃度範囲は、防水繊維が0.39～85000 mg-F/kg、

食品接触素材が0.05～1800 mg-F/kgであった。防水繊維の中では、1989年～1995年販売のスポーツ・ア

ウトドア用品5製品（140～85000 mg-F/kg）、2003年～2017年販売のタイルカーペット7製品（240～860 

mg-F/kg）、1997年販売の自動車フロアマット（17 mg-F/kg）から比較的高い濃度で検出されたものの、

それ以外の自動車内装材（0.39～3.0 mg-F/kg）とチャイルドシート（0.49～7.9 mg-F/kg）の濃度レベ

ルは、桁違いに低かった。食品接触素材の中では、紙製ボックス4製品（43～570 mg-F/kg）と紙製プレ

ート2製品（15及び1800 mg-F/kg）、耐油袋1製品（1100 mg-F/kg）から比較的高い濃度で検出されたも

のの、それら以外の紙製品と木製品の濃度レベルは、桁違いに低かった。 

次に、全フッ素分析において比較的高い濃度で検出された防水繊維13製品と食品接触素材7製品につ

いて、①の一斉分析と②の個別分析に供した。その結果、1990年代のスポーツ・アウトドア用品2製品か

らPFOSが検出され、その濃度は0.015及び0.024 mg/kgであった。また、1990年代のスポーツ・アウトド

ア用品5製品、2008年～2012年のタイルカーペット3製品、1990年代の自動車フロアマット1製品からPFOA

が検出され、その濃度範囲は0.010～0.35 mg/kgであった。さらに、1990年代のスポーツ・アウトドア用

品1製品からPFHxSが検出され、その濃度は0.0081 mg/kgであった。PFOA関連物質では、1990年代のスポ

ーツ・アウトドア用品2製品からFTOHsが検出され、8:2、10:2、12:2 FTOHの濃度はそれぞれ、0.12及び

0.16 mg/kg、0.65 mg/kg、1.2 mg/kgであった。PFOS、PFOAとPFOA関連物質、PFHxS以外のPFASでは、1990

年代のスポーツ・アウトドア用品3製品からC5～C7及びC9～C16のペルフルオロアルキルカルボン酸類（短

鎖PFCAs及び長鎖PFCAs）が検出された。短鎖PFCAsの合計濃度の範囲は0.14～0.22 mg/kgであり、長鎖

PFCAsの合計濃度の範囲は0.035～0.48 mg/kgであった。2022年の食品接触素材について、PFOS、PFOAと

PFOA関連物質、PFHxSを含有する製品は特定されなかった。PFOS、PFOAとPFOA関連物質、PFHxS以外のPFAS

では、紙製ボックス、紙製プレート、耐油袋からPFHxAとPFHxA関連物質（6:2 FTOH及び6:2 FTO）が検出

され、それぞれの濃度範囲は、PFHxAで0.0040 mg/kg（1製品）、6:2 FTOHで1.3～4.1 mg/kg（3製品）、

6:2 FTOで11～31 mg/kg（3製品）であった。①と②の分析結果から、2010年代前半までに販売された防

水繊維についてはフッ素化合物POPsが残留していた。他方で2022年の食品接触素材についてはフッ素化

合物POPsに代わって、より炭素鎖長が短いPFHxAとPFHxA関連物質が残留していると示された。 

さらに、③の前駆体総濃度分析に供したところ、1990年代のスポーツ・アウトドア用品5製品と1990年

代の自動車フロアマット1製品からPFOAが検出され、その濃度範囲は0.021～0.21 mg/kgであった。PFOA

関連物質では、1990年代のスポーツ・アウトドア用品5製品、2008年～2013年のタイルカーペット4製品

からFTOHsが検出され、8:2、10:2、12:2 FTOHの濃度範囲はそれぞれ、110～920 mg/kg、53～560 mg/kg、

2.0～440 mg/kgであった。PFOS、PFOAとPFOA関連物質、PFHxS以外のPFASでは、1990年代のスポーツ・ア

ウトドア用品3製品から短鎖PFCAsと長鎖PFCAsが検出され、それぞれの濃度範囲は0.048～0.12 mg/kgと

0.22～0.25 mg/kgであった。また、スポーツ・アウトドア用品とタイルカーペットから6:2 FTOHとFASEs

が検出され、それぞれの濃度範囲は、6:2 FTOHが1.2～40 mg/kg（10製品）、N-MeFBSEが1.0 mg/kg（1製

品）、N-MeFOSEが0.13～0.71 mg/kg（3製品）、N-EtFOSEが0.10及び1.4 mg/kg（2製品）であった。また、

食品接触素材について、PFOS、PFOAとPFOA関連物質、PFHxSを含有する製品は特定されなかったものの、

紙製ボックス、紙製プレート、耐油袋からPFHxAとPFHxA関連物質（6:2 FTOH及び6:2 FTO）が検出され、

それぞれの濃度範囲は、PFHxAが0.014 mg/kg（1製品）、6:2 FTOHが0.24～990 mg/kg（4製品）、6:2 FTO

が0.11～0.93 mg/kg（3製品）であった。 

 

 
図1-9 全フッ素量に対する側鎖フッ素化ポリマーとその不純物由来PFASの寄与 
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以上の実測データをもとに、EOF量に対する①～③のPFAS量のマスバランスを解析した（図1-9）。そ

の結果、防水繊維13製品中5製品については、①～③のPFASで80%以上のEOFを説明できた。それらの製品

は、C8F17基及びC10F21基を部分構造に有する側鎖フッ素化ポリマー（C8F17-及びC10F21-SCFP）が主成

分として意図的に添加され、PFOS、PFOAとPFOA関連物質、PFHxSが不純物として非意図的に混入された製

品と特定された。残りの防水繊維8製品と食品接触素材については、①～③のPFASでEOFを十分に説明で

きなかったものの、①～③で検出されたPFASの化学種から、C6F13-SCFPまたはC8F17-及びC10F21-SCFPが

主成分として意図的に添加され、C6F13-SCFPではPFHxAとPFHxA関連物質（6:2 FTOH及び6:2 FTO）、C8F17-

及びC10F21-SCFPではPFOAとPFOA関連物質が不純物として非意図的に混入された製品と推定された。EOF

を十分に説明できなかった防水繊維8製品と食品接触素材については、未知のEOFの存在、またはフッ素

化合物POPsが副生成されにくい側鎖フッ素化ポリマーが添加された撥水撥油剤、合成繊維・繊維処理剤

で表面加工されていた可能性が示唆される。 

 

４.２.３ 新規・次期フッ素化合物POPs含有撥水撥油加工製品についての提言 

撥水撥油加工製品について、網羅分析法によりPFASの存在状況を調査した。その結果、撥水撥油スプ

レー剤及び防水繊維からフッ素化合物POPsが検出され、フッ素化合物POPsの発生源となりうる撥水撥油

加工製品が市中に存在していることが明らかになった。その中でも頻繁に使用されることなく長年収納

されている古い撥水撥油スプレー剤と防水繊維は、フッ素化合物POPsを含有したまま、使用済みとなり

廃棄されている可能性がある。撥水撥油スプレー剤のように薬剤そのものが廃棄される場合は特定が比

較的容易だが、撥水撥油加工製品の対象は広くフッ素化合物POPsの発生源となりうる防水繊維等を廃棄

物から分別して取り除くことは現行の技術では難しく現実的ではないと考えられる。フッ素化合物POPs

の管理と調和する廃棄物の処理・再資源化を検討する場合の留意事項として、必要に応じて排ガスや廃

水等に含まれるフッ素化合物POPsの排出管理対策（排ガス・排水処理装置を設置して活性炭等によりフ

ッ素化合物POPsを吸着・除去するなど）を検討することが考えられる。 

撥水撥油スプレー剤と食品接触材料の実測調査で得られたPFASの存在状況によると、撥水撥油加工製

品由来フッ素化合物POPsの排出量は時間の経過とともに減少することが期待されるものの、フッ素化合

物POPsに代わってペルフルオロアルキル鎖長が短いPFASの排出量の増加が示唆される。C8F17基及び

C10F21基からC6F13基とC4F9基への側鎖フッ素化ポリマーの物質代替とPFOA管理を反映した結果と推察

されるが、長期的には国際的な規制によるPFASフリー化の促進の流れが資源循環に関わるリスク低減に

も寄与すると示唆される。また、製品使用に関わる健康リスク低減の観点でもPFASフリー化を促進する

意義があると考えられる。 

以上のことを踏まえてサブテーマ２では、フッ素化合物POPs含有製品の混入が疑われる廃棄物の処

理・資源化施設を対象に、廃棄物由来フッ素化合物POPsに関する実態を調査した。その中で、サブテー

マ１では、研究計画に従って廃棄物と循環資源を採取し、本研究で開発した網羅分析法を応用し、廃棄

物と循環資源に含まれるPFASの存在状況を調査した。サブテーマ２の研究開発内容、結果及び考察でま

とめて報告する。 

 

４．３ 泡消火薬剤に含まれるPFASの存在状況に関する実測調査 

PFOS系泡消火薬剤3製品とPFOS系以外の泡消火薬剤71製品について、網羅分析法によりPFASの存在状

況を調査した。まず、全74製品について全フッ素分析を行った。その結果、PFOS系泡消火薬剤3製品と

PFOS系以外の泡消火薬剤66製品（水成膜泡24製品、たん白泡41製品、合成界面活性剤泡1製品）からフッ

素が検出された。その濃度範囲は、PFOS系泡消火薬剤が3800～6500 mg-F/kg、PFOS系以外の泡消火薬剤

のうち水成膜泡が1500～14000 mg-F/kg、たん白泡が120～1800 mg-F/kg、合成界面活性剤泡が9600 mg-

F/kgであった。 

次に、PFOS系泡消火薬剤について①の一斉分析を行った。その結果、PFOS、PFOA、PFHxSが検出され、

それらの濃度はバーゼル条約下において廃棄物の適正処理が必要となる該当性判断の濃度基準（低POP

含有量、LPC）の提案値（PFOSとPFOAの合計値）の50 mg/kgを上回ることが明らかになった（図1-10）。

なお、POPs候補物質の長鎖PFCAsが検出されたものの、その合計濃度はPFOS、PFOA、PFHxSよりも桁違い

に低いことが明らかになった。また、PFOS系以外の泡消火薬剤について①の一斉分析を行った。その結

果、PFOS、PFOA、PFHxSは、PFOS規制前（2010年以前）及びPFOA規制前（2011年～2020年）の泡消火薬剤

から検出されたものの、PFOA規制後（2021年以降）の泡消火薬剤では検出されなかった（図1-11）。具

体的にPFOSは、PFOS規制前のたん白泡1製品から検出され、その濃度は13 mg/kgであった。PFOAは、PFOS

規制前及びPFOA規制前の水成膜泡12製品とたん白泡9製品から検出され、その濃度範囲は0.024～1.2 

mg/kgであった。PFHxSは、PFOS規制前のたん白泡1製品から検出され、その濃度は0.021 mg/kgであった。

以上の実測値から、本研究で調査したPFOS系以外の泡消火薬剤は、LPC提案値の50 mg/kgを下回ることが

明らかになった。さらに、PFOA規制後（2021年以降）の泡消火薬剤については、PFOAに対する低濃度側

のLPC提案値の0.025 mg/kgを下回ることが明らかとなった。なお、PFOS規制前及びPFOA規制前のPFOS系
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以外の泡消火薬剤からPOPs候補物質の長鎖PFCAsもまた検出された。その合計濃度の範囲は0.028～1.5 

mg/kg（水成膜泡10製品、たん白泡4製品）であり、PFOAと同等の濃度レベルで存在していた。 

 

 
図1-10 PFOS系薬剤から検出されたPFASの実測濃度の例 

 

 
図1-11 PFOS系以外の泡消火薬剤から検出されたフッ素化合物POPsの実測濃度 

 

PFOS、PFOA、PFHxS、長鎖PFCAs以外のPFASでは、

6:2フルオロテロマースルホンアミドアルキルベタ

イン（6:2 FTAB）が高い頻度で検出され、次いで6:2

フルオロテロマースルホン酸（6:2 FTS）とPFHxAが

検出された（図1-12）。6:2 FTAB、6:2 FTS、PFHxA

は、C7F15C基及びC6F13SO2基を持たないため、スト

ックホルム条約上のPFOA関連物質及びPFHxS関連物

質に該当しない。その中で6:2 FTABは、水成膜泡22

製品（1800～26000 mg/kg）及びたん白泡20製品（430

～2000 mg/kg）からppmレベル以上の濃度で検出され

た。そのため、6:2 FTAB製剤は、PFOS製剤に代わっ

て主流となっているフッ素系界面活性剤のひとつと

推察される。また、6:2 FTSとPFHxAは、6:2 FTABを含有する水成膜泡22製品（29～450 mg/kg、0.33～6.8 

mg/kg）及びたん白泡20製品（2.9～37 mg/kg、0.030～0.21 mg/kg）からppm及びppbレベルの濃度で検出

された。6:2 FTSの濃度は6:2 FTABよりも2桁以上低く、PFHxAの濃度は6:2 FTABよりも4桁以上低いこと

から、6:2 FTSとPFHxAは、6:2 FTAB製剤の不純物と推察される。なお、PFOS、PFOA規制前の水成膜泡11

製品及びたん白泡6製品については、6:2 FTAB、6:2 FTS、PFHxAとともにPFOA及び長鎖PFCAが検出される

傾向が認められた。以上の実測データから、PFOS、PFOA規制前の薬剤に添加されていた低純度の6:2 FTAB

製剤がPFOA等フッ素化合物POPsの発生源と推察される。 

さらに、PFOS系以外の泡消火薬剤について④の前駆体総濃度分析（TOPアッセイ）を行った。その結果、

PFOS規制前（2010年以前）、PFOA規制前（2011年～2020年）、PFOA規制後（2021年以降）の泡消火薬剤

から、PFOS、PFOA、PFHxSが検出された（図1-13）。具体的にPFOSは、PFOS規制前の泡消火薬剤3製品（水

成膜泡2製品、たん白泡1製品）から検出され、その濃度範囲は0.047～82 mg/kgであった。PFOA規制前と

PFOA規制後の泡消火薬剤からPFOSは検出されなかった。PFOAは、PFOS及びPFOA規制前の泡消火薬剤34製

品（水成膜泡13製品、たん白泡20製品、合成界面活性剤泡1製品）とPFOA規制後の泡消火薬剤（たん白泡）

1製品から検出された。PFOS及びPFOA規制前とPFOA規制後の泡消火薬剤から検出されたPFOAの濃度範囲

はそれぞれ、0.028～3300 mg/kgと0.079 mg/kgであった。PFHxSは、PFOS及びPFOA規制前の泡消火薬剤13

製品（水成膜泡12製品、たん白泡1製品）とPFOA規制後の泡消火薬剤（水成膜泡）5製品から検出された。
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図1-12 PFHxA、6:2 FTS、6:2 FTABの分子構造 

(C) ペルフルオロヘキサン酸
（PFHxA）

(B) 6:2フルオロテロマースルホン酸
（6:2 FTS）

(A) 6:2フルオロテロマースルホンアミドアルキルベタイン
(B) （6:2 FTAB）
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PFOS及びPFOA規制前とPFOA規制後の泡消火薬剤から検出されたPFHxSの濃度範囲はそれぞれ、0.030～

0.41 mg/kgと0.030～0.13 mg/kgであった。以上の前駆体総濃度は、酸化分解を受けて副生成されたPFOS、

PFOA、PFHxSの潜在濃度を示す。そのような潜在濃度の観点からPFOS系以外の泡消火薬剤を評価すると、

PFOS及びPFOA規制前の泡消火薬剤はLPC提案値の50 mg/kgを上回ることがあり、PFOA規制後の泡消火薬

剤はLPC提案値を下回ることが明らかになった。さらに、PFOA規制後の泡消火薬剤については、PFOA関連

物質に対する低濃度側のLPC提案値の1 mg/kgを下回ることも明らかとなった。なお、PFOS及びPFOA規制

前の泡消火薬剤32製品（水成膜泡12製品、たん白泡19製品、合成界面活性剤泡1製品）からPOPs候補物質

の長鎖PFCAsが検出されたものの、PFOA規制後の泡消火薬剤では検出されなかった。PFOS及びPFOA規制前

の薬剤から検出された長鎖PFCAsの合計濃度の範囲は0.14～840 mg/kgであり、PFOAと同等の濃度レベル

で存在していることが明らかになった。 

 

 
図1-13 TOPアッセイ法によりPFOS系以外の泡消火薬剤から検出されたフッ素化合物POPsの潜在濃度 

 

４.２.３ 新規・次期フッ素化合物POPs含有泡消火薬剤についての提言 

PFOS系泡消火薬剤の多くは、LPCの提案値を超過することが考えられる。平成22年10月より「消火器、

消火器用消火薬剤及び泡消火薬剤に関する技術上の基準を定める省令」が施行されたことを受けて代替

品への切り替えが推奨されてきたものの、取扱上の技術基準の適合義務に従って未だに配備されている

ものが市中に存在する。また、PFOS系以外の泡消火薬剤のうちPFOS規制前（2010年以前）及びPFOA規制

前（2011年～2020年）の販売品については、LPCの提案値を超過する疑いがある。以上のことから、PFOA

規制前の泡消火薬剤については、廃棄の段階で実測調査を行い、PFOS、PFOA、PFHxSの存在状況に応じて

国内技術的留意事項に準じた適正処理を検討することが考えられる。 

PFOS系以外の泡消火薬剤のうちPFOA規制後（2021年以降）の販売品は、LPCの提案値を超過する可能性

が低い。泡消火薬剤に添加されるフッ素系界面活性剤の物質代替と徹底したPFOS、PFOA管理を反映した

結果と推察される。PFOS及びPFOA規制前の販売品に代わって、PFOA規制後の販売品に更新されることで、

泡消火薬剤に含まれるフッ素化合物POPsの市中全体の濃度は大幅に低減され、フッ素化合物POPsの排出

量は時間の経過とともに減少することが期待される。 

以上の泡消火薬剤に含まれるPFASの存在状況を踏まえ、サブテーマ１とサブテーマ３では、泡消火薬

剤について廃棄物焼却による新規・次期フッ素化合物POPsの分解挙動を調査した。サブテーマ３の研究

開発内容と結果及び考察で報告する。 
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５． サブテーマ１研究目標の達成状況    

サブテーマ１では次の3つの目標を掲げた。それぞれの達成状況を示す。 

【目標A】「新規・次期フッ素化合物POPsの同定に特化した網羅分析法を確立する。」 

【達成状況】新規・次期フッ素化合物POPsを含む広範なPFASについて、実測調査の目的に応じて分析化

学的アプローチを組み合わせる網羅分析法を開発した。また、米国NISTの認証標準試料等を実測し、分

析法の妥当性を評価するとともに、含有製品・廃棄物分析を通じて分析法の適用性を明らかにした。 

【目標B】「撥水撥油剤や合成繊維・繊維処理剤、泡消火薬剤等の対象製品を選定して網羅分析を行い、

新規・次期フッ素化合物POPs関連物質と含有製品を特定する。」 

【達成状況】撥水撥油スプレー剤54製品、防水繊維23製品、食品接触素材30製品、PFOS系泡消火薬剤3製

品、PFOS系以外の泡消火薬剤71製品について、網羅分析法によりPFASの存在状況を調査した。その結果、

撥水撥油加工製品のうち、PFOA規制前の撥水撥油スプレー剤と防水繊維（スポーツ・アウトドア用品や

タイルカーペットなど）からPFOAとPFOA関連物質（8:2及び10:2 FTOHなど）を検出し、C8F17基及びC10F21

基を有する側鎖フッ素化ポリマーをその発生源と特定した。また、PFOS系泡消火薬剤について、主成分

のPFOS、不純物のPFOAとPFHxSを検出し、バーゼル条約下のLPCの提案値（50 mg/kg）を超過することを

明らかにした。さらに、PFOS系以外の泡消火薬剤について、PFOA規制前（2020年以前）の販売品は、PFOA

濃度がLPCの提案値を超過する疑いがあること、その一方で、PFOA規制後（2021年以降）の販売品は、LPC

の提案値を超過する可能性が低いことを明らかにした。これほどまで多角的にPFAS分析を実施する調査・

研究例は少なく、化学種と含有量の側面からPFASの存在状況に関する新たな知見を収集・評価した。 

【目標C】「廃棄物処理・資源化施設で採取した一般廃棄物及び産業廃棄物等の廃棄物試料及び廃棄物固

形燃料等の循環資源試料を対象に新規・次期フッ素化合物POPsの多成分網羅分析を行い、新規・次期フ

ッ素化合物POPs含有廃棄物を特定する。」 

【達成状況】RPF原料の廃棄物から分別した紙類と繊維類からPFASを検出し、紙類では6:2 FTOH等のC6F13

基を有する短鎖PFASとその側鎖フッ素化ポリマー、繊維類では8:2及び10:2 FTOH等のPFOA関連物質とそ

の側鎖フッ素化ポリマーの存在状況を明らかにした。これまでの製品調査の結果を踏まえ、使用済みと

なり廃棄されたPFAS含有撥水撥油加工製品の混入状況を反映した結果と明らかにした。 

以上のように「研究目標」に記載の全項目について目標を達成するとともに、特に上記目標AではPFAS

に対する国内動向を反映し目標以上の成果をあげることができた。したがってサブテーマ１全体では「目

標を上回る成果をあげた」と評価した。 
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Ⅱ－２ サブテーマ２「新規・次期フッ素化合物POPsの溶出放散挙動の解明と廃棄物由来環境排出量の

推定」 

 

［サブテーマ２要旨］    

サブテーマ２では、新規・次期フッ素化合物POPsの廃棄物処理・資源化施設における排出実態調査、

含有製品・廃棄物を対象とした溶出・放散試験と材質劣化の影響評価、新規・次期フッ素化合物POPsの

物性の実測・推算データの整備を行い、それらの成果を踏まえて、排出削減対策の提案と対策を実施し

た際の廃棄物由来環境排出量の推定を行った。 

廃棄物処理・資源化施設における実態調査では、主に紙類や繊維類の廃棄物からFTOHなどの中性PFAS

が検出され、施設大気からも同様に検出された。また廃棄物中のPFAS濃度はアルカリ処理や強熱により

大きく上昇し、側鎖フッ素化ポリマーを含有する撥水剤が廃棄物中に存在する可能性が示唆された。撥

水剤を用いた溶出試験ではPFASの溶出は少なかったが、放散試験ではFTOHなどの中性PFASの放散が確認

された。また紫外線照射により放散量が劇的に増大することを見出し、撥水剤に含まれる側鎖フッ素化

ポリマーの側鎖が紫外線により切断され大気に放出されると推察された。物性データの整備では分配係

数の測定及び物性推算モデルの校正、検証を行った。ヘンリー定数をはじめ物性データが非常に乏しい

PFASの実測データを大きく拡充するとともに、量子化学計算に基づくCOSMOthermモデルが良好な精度で

物性値を算出することを確認した。また中性PFASについては総じて揮発性が高いことを明らかにした。

以上の結果から、廃棄物においては紙類と繊維類が比較的多くのPFASを含有し、資源化施設においては

熱処理工程における放散がPFAS放出の主要なプロセスであると考えられる。RPF成形機からの排ガスが

多くの場合、総排出量の9割以上を占めることから、RPF成形機に排気対策を施すことにより環境への排

出を概ね90％以上抑制できる。一方、廃棄物中にポリマー側鎖として多量のPFASが存在するため、廃棄

物管理・処理全体を通し、側鎖PFASを分解・脱離させないことが極めて重要であるといえる。 

 

１． サブテーマ２研究開発目的    

サブテーマ２の目的は、廃棄物処理・資源化施設調査により排出実態を把握するとともに、含有製品・

廃棄物を対象とした溶出・放散試験により、新規・次期フッ素化合物POPsの溶出・放散挙動を解明し、

材料分析手法を用いた材質の劣化評価により劣化が及ぼす挙動への影響を評価することである。また、

新規・次期フッ素化合物POPsの物性の実測・推算データを整備して処理・資源化施設における溶出・放

散挙動のメカニズムと発生源を特定し、排出削減対策を実施した際の、新規・次期フッ素化合物POPsの

廃棄物由来環境排出量を推定する。 

 

２． サブテーマ２研究目標    

サブテーマ２ 
「新規・次期フッ素化合物POPsの溶出放散挙動の解明と廃棄物由来環境排

出量の推定」 

サブテーマ２実施機関 国立環境研究所 

サブテーマ２目標 

廃棄物処理・資源化施設における新規・次期フッ素化合物POPsの物質動態

と環境への排出実態を明らかにする。サブテーマ１で特定された含有製

品・廃棄物とリサイクル物を対象に溶出・放散試験を行い、経年や処理に

よる影響も加味して溶出・放散挙動を明らかにする。新規・次期フッ素化

合物POPsの溶出・放散に係る物性値を測定・推算し、物性データを整備し、

溶出・放散メカニズムの解析を通して、処理・資源化過程の発生源を特定

する。排出削減対策を反映した際の施設における廃棄物由来環境排出量を

推定する。 

 

３． サブテーマ１研究開発内容    

３.１ 廃棄物処理・資源化施設における新規・次期フッ素化合物POPsに関する実態調査 

分析対象PFASは、PFOA等の53種類のイオン性PFASと、PFOA関連物質の8:2 FTOH等の23種類の中性PFAS

とした。紙類、繊維類、プラスチック類などの廃棄物を破砕処理し、RPFを製造する2施設を実態調査対

象とした。なお、A施設は環境への排出量を推定できることから以下のように詳細に2回の調査を実施し

た（2022年5月20日～6月20日（春夏期）及び同年11月22日～12月26日（秋冬期））。調査では、固体試

料として、破砕機から排出される廃棄物破砕物を、RPFサイロからRPFを採取した。なお破砕物について

は、紙類、繊維類、プラスチック類、その他に分別した。施設内の作業環境空気及び屋外の一般大気の

試料採取は、初年度に予備的検討で施設内の発生源と予想されたRPF成形機に加えて、廃棄物を破砕する

破砕機近傍等の5地点、施設外（敷地境界）の2地点で実施した。なお後述のアクティブ法では設置スペ
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ースに制約があり、RPF成形機及び粉砕機近傍の2地点と敷地境界1地点で実施した。また、RPF成形機の

すぐ真上には、排気フードが設置されていることから、その排気ダクト中の排ガスも捕集した。一方、

B施設では、施設内の換気状態が定量的に把握できないことから、1回のみ調査を実施した（調査期間：

2023年2月24日〜3月27日）。作業環境空気と一般大気の試料採取は、A施設と類似の地点で実施した。ま

た、固体試料としてRPFを採取するとともに、RPF成形機から排出されるガスの一部が水で洗浄されてい

ることから、液体試料として洗浄水も採取した。 

各試料中のPFAS濃度の分析は以下のように実施した。まず固体試料については、カッターミル等で破

砕して金属分を除去した後に、JIS K 0060 「産業廃棄物のサンプリング方法」に準拠して縮分に供し

た。縮分試料をメタノールで溶媒抽出を行い、サブテーマ１の分析方法に従ってPFAS濃度を測定した。

また、PFASの由来を検討するために、サブテーマ１のアルカリ分解法を試料に適用し、分解後の試料中

のPFAS濃度を測定した。 

作業環境空気試料と一般大気試料については、大気中PFAS 捕集用サンプラー（FM4）を用いたローボ

リュームエアサンプラーによるアクティブ（AAS）法1)と、XAD-2樹脂を用いたパッシブエアサンプラー2)

及びFM4で使用する活性炭繊維ディスクを用いた2種のパッシブ（PAS）法で採取した。AAS法では20L/min

の吸引量で5時間捕集し（A施設で4回実施、B施設で2回実施）、PAS法では約1か月間静置（A施設で2回実

施、B施設で１回実施）させて大気中のPFASをXAD-2や活性炭ディスクに吸着させた。試料採取後、AAS法

及びPAS法の各捕集剤をジクロロメタン/酢酸エチルやアセトン等で溶媒抽出し、得られた抽出液をサブ

テーマ１の分析法により中性PFAS及びイオン性PFASを定量した。5月と12月にA施設にて採取した排ガス

試料（3.6-3.7m3を吸引）については、アセトンによる溶媒抽出を行い、抽出溶媒中のPFAS濃度を定量し

た。 

一方、PFAS含有廃棄物の資源化施設における23のPFASの排出メカニズムや排出のポテンシャルを考察

するために、施設調査から汚染源として考えられた側鎖フッ素ポリマーを含有する撥水撥油スプレー剤

（規制前（2011年）の販売品12試料と規制後（2021年）の販売品10試料、合計22試料）に対して、熱分

解ガスクロマトグラフ質量分析計（熱分解GC/MS）を用いて、以下の分析を行った。①発生ガス分析：試

料を導入する熱分解チャンバーを昇温して発生ガスを直接質量分析、②脱離モード分析：チャンバー内

を250℃で加熱し、試料中の不純物である揮発性物質のガスをGC/MS分析、③熱分解モード分析：チャン

バー内を600℃の還元雰囲気で試料を熱分解させた時の発生ガスを分析。これらの分析により撥水剤か

らのPFASの環境排出メカニズムを考察した。 

 

３.２ 新規・次期フッ素化合物POPsの放散・溶出試験と製品劣化の影響調査 

３.１よりRPF製造施設において側鎖フッ素ポリマーを含

有する撥水撥油スプレー剤が汚染源として考えられた。側

鎖フッ素ポリマーは不純物としてPFASを含むことに加え

て、その主要骨格の側鎖構造にPFAS基を有することから、

側鎖構造の光分解に伴いPFASを放出する可能性がある。そ

こで、紫外線（UV）暴露による製品劣化が大気への放散へ及

ぼす影響を検討した。PFOAのPOPs指定前の2011年に製造さ

れた撥水剤1試料を用いて耐候性試験と放散試験を組み合

わせて、UV照射しながらPFASの放散挙動を評価した。まず、

直径12cmの円形SUS板もしくはポリエステル生地に対して

撥水スプレー剤を塗布した試料を放散チャンバーに固定

し、マイクロチャンバー法（JIS A 1904:20152）に準じて

PFASの放散速度を測定した。次に、キセノンランプ促進耐

候性試験機に放散チャンバーを設置し、劣化の促進を意図したUV曝露を行いながら放散試験を行った（図

2-1）。紫外線照度（0.55W/m2 @340nm）は日本国内の紫外線照度と概ね同程度とした3)。チャンバー内の

PFASは、吸着剤で捕集して放散速度を算出した。また、物質収支による現象解明や劣化が放散速度へ及

ぼす影響の考察も行った。  

一方、施設Bでの洗浄水中のPFAS濃度の結果を解釈するために、PFASを含有する主な廃棄物、すなわち

繊維類と紙類の粉砕物を使って溶出試験を行った。溶出試験は、JISK00598-1を参考にしつつ、試験対象

の性状等を加味して、液固比を100、遠心分離の条件を15000rpm等の変更を加えた。6時間の溶出作業後

に、水溶液に対してはMTBE抽出を、固体残渣に対してはメタノール抽出を行い、それぞれの画分中のPFAS

濃度を分析した。それぞれの画分の重量とPFAS濃度からPFASの溶出率を求めた。 

 

３.３ 新規・次期フッ素化合物POPsの物性の実測・推算データの整備 

PFASの放散・溶出に係る物性値を整備するため、関連する分配係数の測定を行った。また放散・溶出

挙動の指標となり、物性値の推算にも応用可能なGC・LC保持時間の測定を行った。なお中性PFASは揮発

 

図2-1 耐候性試験を組み合わせた放散試験 

吸着剤(PFAS回収)

UVランプ(キセノン)

耐候性試験装置

放散
チャンバー

（石英ガラス）

撥水剤をコートしたサンプル（SUS板等）

ガスボンベ
（純空気）

マスフローコ
ントローラー

ベントライン

吸着剤(不純物除去)
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性が高い物質が多く、排出においては放散が主なプロセスと予想されるのに対し、イオン性物質は揮発

性が低く、水溶性が高いことから溶出が主な排出プロセスと想定される。そこで中性PFASについてはGC

保持時間の測定、イオン性PFASについてはLC保持時間の測定を行った。さらに物性推算モデルにより分

配係数の推算を行い、実験値と比較した。以下、中性PFASの分配係数及びGC保持時間の測定、イオン性

PFASのLC保持時間の測定、物性推算モデルの確立及び精度検証、の順に研究開発内容を記載する。 

 

３.３.１ 中性PFASの分配係数およびGC保持時間測定 

中性PFASについては25°Cにおけるヘキサデカン／空気分配係数（KHxd/air）、オクタノール／水分配係

数（Kow）、空気／水分配係数（Kaw）を測定した。 

KHxd/airは物質のファンデルワールス力や揮発性を表す基礎的な物性指標であるとともに、プラスチッ

ク等有機相からの放散に関係する。一般に、KHxd/airが高いほど揮発性が低い。測定には変動相比ヘッドス

ペース法（Variable phase ratio headspace method; VPR-HS法）4)とGC保持時間法5)を用いた。VPR-HS

法では各PFASを単独でヘキサデカンに溶解し、様々な量をヘッドスペースバイアルに分注した。バイア

ル中のヘッドスペースをGC/MSより測定し、ヘッドスペース：ヘキサデカン溶液の体積比（VHS/VHxd）とピ

ーク面積からKHxd/airを算出した。GC保持時間法では2種の無極性カラム（CP-Squalane、SPB-Octyl）を用

い保持時間を（t）測定し、保持係数（k＝t/(t-t0)）を算出した。ホールドアップ時間（t0）は吸着のな

いアルゴンを測定して得た。KHxd/air既知の参照物質とのkの比較からPFASのKHxd/airを算出した。方法の詳

細は発表済みの論文6)に記載した。 

Kowは中性物質の疎水性の指標であり、水への溶出と関連する。しかしペルフルオロ炭素数4以上の中

性PFASのKowはこれまでに3物質しか実験値が報告されていない7)。Kowの測定は、バイアルにオクタノール

と水を入れ対象物質を添加して両相の濃度を測定するバッチ分配法、またはオクタノールと水を直接接

触させないヘッドスペース共有法により行った。詳細は発表済みの論文8)を参照されたい。 

Kawは空気／水間の分配比であり、水からの揮発挙動の把握に重要である。しかしKowと同様にデータが

極めて少なく、ペルフルオロ炭素数4以上の中性PFASでは4物質についてのみ報告されている9)。PFASは

気液界面への吸着が起きやすく、Kawの直接測定が難しいことが原因であると考えられる10)。そこで本研

究ではヘキサデカン／水分配係数（KHxd/w）を測定し、上述のKHxd/airの実験値で除すことによりKawを算出

した。つまりKaw = KHxd/w/KHxd/airの関係を利用し、間接的にKawの測定値を得た。KHxd/wは上述のバッチ分配

法、ヘッドスペース共有法、またはVPR-HS法により測定した。より詳しい方法については発表済みの論

文11)に譲る。 

分配係数の測定は時間がかかり、多くの物質を測定することができない。中性PFASの物性についてさ

らに知見を得るため、極性の異なるGCカラムを用いて保持時間の測定を行った。GCカラムはHP-5ms、DB-

200、DB-225msを用い、59種類の中性PFASの測定を行った。検出器は質量分析計を用い、等温温度条件（30–

120°C）で測定した。詳細は発表済みの論文8)を参照のこと。 

 

３.３.２ イオン性PFASのLC保持時間の測定 

中性物質についてはKowが疎水性の指標として確立されており、溶出挙動の把握において参照すること

ができるが、イオン性化学物質については中性物質とはメカニズムが異なることからKowを疎水性指標と

して用いることができない。本研究ではイオン性PFASの新たな疎水性指標の候補として、オクタデシル

シリカ（C18）カラムを用いたLC保持時間を測定した。PFOA、PFOSを含め懸念のあるPFASの大部分は陰イ

オン性であることから、本研究は対象を陰イオン性に絞った。入手可能であった43種類の陰イオン性PFAS

を対象物質とし、さらに21種類の非フッ素化陰イオン界面活性剤を比較対象とした。測定はメタノール

／水のイソクラティック条件下で行い、メタノールを80%から0%まで10ポイント刻みで減少させ各メタ

ノール濃度における保持時間を得た。上述のGC測定と同様、保持時間（t）から保持係数（k）を算出し

た、kはメタノール体積分率（φMeOH）及びPFASのCF2数（nCF2）との間の関係を表す次式にあてはめた。 

Log k = (a1 nCF2 + a2)φMeOH
2 + (b1 nCF2 + b2)φMeOH + (c1 nCF2 + c2)  (式2-1) 

a1, a2, b1, b2, c1, c2はフィッティングパラメータである。式を用いて、各物質のφMeOH=0（水100%）に

おける保持係数（k0）を外挿した。 

 

３.３.３ 物性推算モデルの確立及び精度検証  

中性PFASの分配係数は4つの物性推算モデル（COSMOtherm、LSER-IFS、OPERA、EPI-Suite）を用いて推

算し、KHxd/air、Kow、Kawの実験値と比較した。これら4つのモデルはどれも物質ごとのパラメータを必要と

せず、分子構造を入力するのみで推算値が出力される。COSMOthermは量子化学計算と統計力学計算に基

づく市販の物性推算モデルである。LSER-IFSはLinear Solvation Energy Relationshipモデルと経験的

フラグメント法を組み合わせたモデルであり、無料で使用できる（https://beta.eas-e-suite.com/）。

OPERAとEPI-Suiteはどちらも米国EPAが提供する無料の物性推算モデルであり、それぞれ異なるアルゴ

リズムにより物性を算出する(https://qed.epa.gov/cts/about/pchemcalcs/)。EPI-Suiteはそのサブモ

https://beta.eas-e-suite.com/
https://qed.epa.gov/cts/about/pchemcalcs/
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ジュールであるKOWWINによりKowを、HenryWinによりKawを推算する。なおCOSMOthermとLSER-IFSは対象と

したすべての分配係数の推算が可能であったが、OPERA及びEPI-SuiteはKHxd/airが推算できなかった。 

ポリパラメータ線形自由エネルギー相関（PP-LFER）モデルは中性物質の分配係数を高精度に推算する

ことが知られている。上記4つのモデルと異なり、PP-LFERは物質ごとに溶質ディスクリプタ必要である。

しかし、PFASについてはモデル計算に必要な溶質ディスクリプタがほとんど存在しない。PP-LFERによる

推算を可能とするため、本研究の分配係数とGC保持時間データを用いPFASの溶質ディスクリプタを決定

した。 

イオン性物質については中性物質と異なり汎用の物性推算モデルが存在しない。そこで本研究で測定

したk0値を疎水性指標として用いることができるか、文献中の分配係数との相関関係を調べ検証した。

文献から陰イオン性物質のリン脂質膜／水、空気/水界面、土壌有機炭素／水分配係数を収集し、k0との

比較を行った。 

 

３．４ 排出削減対策を反映した際の施設における廃棄物由来環境排出量の推定 

 A 施設では、施設内の作業環境空気を定量的に換気していることから、３.１で得られた成果から施設

内の作業環境空気中の PFAS 成分 i の濃度（Cindoor,i）を仮定し、換気量（Vindoor、点検時の換気量をヒア

リング）と掛け合わせることで施設内由来の i 成分の環境排出量(Eindoor,i)を推定した。作業環境空気中

の PFAS 濃度は、二つの値を用いた。一つは、アクティブ法の実測濃度(Cair,aas)の平均値とした。もう一

は、次式にて XAD−2 樹脂への吸着量（Qpas）から算出する PAS 法の換算濃度（Cair,pas）の平均値とした。 

Qpas = SR × Cair,pas×t      (式 2-2) 

ここで、t は PAS の設置期間、SR はパッシブサンプリングレートである。PFAS の SR 値は限定的であり、

本実験の主要成分については値がないことから、SR を求める実験を A 施設で実施した。実験では、PAS

を２ヶ月設置し、２週間ごとに XAD−2 樹脂を回収し、２週間〜10 週間の PAS への累積吸着量を求めた。

また、ローボリューム大気吸引ポンプを用いて作業環境空気を直接吸引して活性炭ディスク吸着剤に

PFAS を捕集させ、３.１と同様の分析を行なって２週間の作業環境空気中の PFAS 濃度を測定した。累積

吸着量と作業環境空気中の PFAS 濃度から式 2-2 を用いて SR を求めた。この実験的に求めた SRexpから施

設内５箇所の PAS の吸着量に基づく作業環境空気中濃度を求め、それらの平均値を作業環境空気中 PFAS

濃度として環境排出量を推定した。また、RPF 加熱成形機の排ガス中の PFASi 成分濃度(Cexhaust,i)を３.

１で測定しており、その濃度と排ガス量（Vexhaust: ヒアリング値）から成形機由来の環境排出量（Emolding,i）

を推定した。最終的な i 成分の総環境排出量（Ei）は次式となる。 

  Ei = Eindoor,i (Cindoor,i×Vindoor) + Emolding,i (Cexhaust,i×Vexhaust)   (式 2-3) 

それぞれの排出寄与を求めるとともに、吸着剤等で PFAS を除去した場合の効果を考察した。また、施設

の処理量データの概算値を利用し、廃棄物由来の PFAS に対する環境排出量の割合を評価するとともに、

３.２の放散挙動と併せて RPF 化することを PFAS の環境排出削減の観点からも考察した。 

 

４． サブテーマ２結果及び考察    

４.１ 廃棄物処理・資源化施設における新規・次期フッ素化合物POPsに関する実態調査 

４.１.１ 廃棄物中及びRPF中のPFAS濃度 

 A施設において採取した廃棄物中のPFAS濃度、すなわち不純物として存在するPFASの濃度の一例を図

2-2aに示す。イオン性PFAS濃度は極めて低く、規制値のあるPFOAやPFOSは検出されなかった。一方、中

性PFASでは、6:2もしくは8:2 FTOH、それらの誘導体（FTAcr及びFTMAcr）、N-EtFOSEが紙類と繊維類に

おいて検出された。また、PFOA関連物質である8:2 FTOHとN-EtFOSEは繊維類で多く、紙類では短鎖の6:2 

FTOH等が主要成分であった。紙類では短鎖のPFAS類への代替使用が進み、繊維類は代替使用が進んでい

ないように見える。繊維はある程度時間を経てから廃棄物になるため、その時間遅れによるものと推察

される。廃棄物のアルカリ分解後の中性PFAS濃度についてはアルカリ分解前よりも桁違いに高い結果と

なった（図2-2b）。これはサブテーマ１の撥水撥油スプレー剤の分析結果と類似しており、分解後のPFAS

は側鎖フッ素化ポリマーの側鎖が分解されたものと考えられる。以上の結果を踏まえると、A施設の廃棄

物のPFASの主要な発生源としては、紙類と繊維類であり、そのなかでも側鎖フッ素化ポリマーを含油す

る撥水撥油剤が汚染源と判断される。側鎖フッ素化ポリマーは、不純物由来及びポリマー側鎖由来の2種

類のPFASを有するため、通常の施設内環境では、直接排出されるPFASは不純物由来PFASである。しかし、

図2-2bでは、アルカリ分解後には、プラスチック類にもフッ素系ポリマーが含まれ、繊維類とともに、

規制PFASの含有量がかなり高いことが示されており、安全なリサイクルをするためには、これらのPFAS

を製品時と同様にポリマーに固定しておく必要がある。 

 A施設で採取したRPF中のPFAS含有実態については、図2-2aに示されるように、組成の観点から紙類と

類似し、含有量としては紙類よりも低い結果となった。調査での採取量や現場でのヒアリングからも紙

類は廃棄物全体の30％前後を占め、一方繊維類では、採取量は10%以下であり、ヒアリングでも大きな取

扱量ではないことも確認されたことから、紙類と類似する結果になったと考えられた。また、B施設のRPF
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については、6:2 FTMAcr以外は検出されず、不純物としてPFAS含有量は低いと予想された。 

A施設のRPFに対してアルカリ分解後のPFAS濃度の一例を図2-2bに示す。先述の紙類や繊維類に対する

アルカリ分解後の結果のように、桁違いに中性PFAS濃度が増加した。また、組成パターンから低品質で

あるRPF Bには繊維が多く含まれることが示唆された。B施設のRPFについてもアルカリ分解後にはPFAS

が同等レベル検出され、B施設の廃棄物でもフッ素系撥水剤が汚染源であると推察された。最後に、後述

するがUVや熱等によって側鎖フッ素化ポリマーの側鎖構造は化学的に分解され、PFASが環境へ桁違いに

排出される可能性がある。したがって、側鎖フッ素化ポリマーの側鎖構造由来PFASの管理が環境排出制

御には大変重要である。 

 

 
 

４.１.２ 作業環境空気及び一般大気中の中性PFAS濃度の測定結果 

A施設においてAAS法で測定したRPF成形機近傍の中性PFASの作業環境空気中濃度を図2-3aに示す。中

性PFASはこの地点で最も高濃度で検出され、施設の敷地境界では中性PFASはほとんど検出されなかった。

RPF成形時には、プラスチック及び紙屑等の廃棄物が110℃前後に加熱され、結果として中性PFASの揮発

が促進されためと考えられる。それ以外で加熱される点はないことから、この成形機が主要な排出源で

あると判断された。検出された主な中性PFASは現在規制対象外の6:2 FTOH及び6:2 FTMAcr等で、その濃

度及び組成は測定日ごとに異なる傾向を示した。この施設に搬入される産業廃棄物や一般廃棄物は毎日

同じ種類とは限らないため、その日に処理される廃棄物によって作業環境空気中へ排出されるPFASの濃

度及び組成が変動したと考えられる。一方、B施設でも同様にRPF成形機近傍の濃度が高く、主要成分が

6:2FTOHであり、濃度レベルもA施設と同じ程度であった。しかし、6:2 FTMAcrの濃度はかなり低く、一

方で8:2及び10:2 FTOH等の規制PFASも検出されるレベルであった。6:2 FTOHへの代替が進んでいるもの

の、まだ規制PFASが混入していることも示唆される。 

A施設でのXAD-2樹脂-PAS法では、AAS法と同様にRPF成形機近傍で中性PFASの捕集量が最も高くなった。

AAS法と比べて検出成分数が増え、先述の規制PFASも少量ではあるものの検出されていた。採取約1か月

間の平均的な結果が得られ、この点はPAS法の利点であり、搬入物が日々変動する廃棄物処理・資源化施

設の実態把握には有用と考えられる（図2-3b）。また、春夏期（平均気温20.3℃）よりも秋冬期（平均

気温8.8℃）の方が全体的に低い捕集量になり、気温の高い春夏期の方が廃棄物中の中性PFASが揮発され

やすいと考えられた。例えば、10℃温度が低くなると、8:2FTOHの蒸気圧は約1/5程度になることから12)、

そのような可能性も考えられる。春夏期では、RPF成形機近傍で検出されたPFASの組成パターンが他の場

所のそれと異なっていた。原料中濃度(6:2 FTOH≈6:2 FTMAcr)から考えると、４.３で用いたCOSMOtherm
による蒸気圧差（6:2 FTOH>6:2 FTMAcr）によって作業環境空気中のPFAS濃度は成形機近傍以外の施設内

濃度のように6:2 FTOH>6:2 FTMAcrとなると予想される。しかし、成形機近傍では6:2 FTOH≈6:2 FTMAcr

となった。この結果をCOSMOthermによる蒸気圧の温度依存性では説明できない。一方で、４.３で計算さ

れたKoaやKhxd/airを用いると、前者では6:2 FTOHが高いものの、後者では6:2 FTMAcrが高く、つまり、廃

棄物材料の極性によって廃棄物と作業環境空気との分配性について両物質間で逆転が生じる。具体的に

は、RPF成形時に極性の高い廃棄物に接すると、6:2 FTMAcrの大気への分配性は6:2 FTOHよりも高くなる

可能性が示唆される。RPF成形時にはそのような状況が生じたため、大気への6:2 FTMAcrの移行性が高く

なり、成形機近傍の作業環境空気中濃度が、他の作業環境空気のような6:2 FTOH>6:2 FTMAcrではなく、

実測のように6:2 FTOH≈6:2 FTMAcrとなったと推察される。活性炭繊維ディスク−PAS法についても、定量

的に一部違いがあるもののXAD-2樹脂−PAS法による結果と類似した結果が得られ、簡便にスクリーニン

グ的には使う方法として有用であることがわかった。いずれの方法においても規制対象のPFOA及びその

関連物質等の濃度は低かった。廃棄物量が多くPFASを含有する紙類において、規制PFASから代替PFASへ

の切り替えが進んだためと考えられた。 

 
図2-2 廃棄物中及びRPF中の中性PFAS濃度（a）直接分析、b)アルカリ分解後の分析） 
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B施設のPASの結果ついては、定性的にはA施設と類似していた。しかし、冬季にもかからず、PFASの吸

着量はA施設の冬季のそれと比較して数倍〜５倍高い値であった。RPF中のPFAS濃度が低いにもかからず

このような結果になったのは、RPF成形から排出されるガスがすべて排気処理されていない状況が原因

の一つと推察される。 

 
４.１.３ 一般大気中のイオン性PFAS濃度の測定結果 

AAS法によるイオン性PFASの一般大気中濃度は、分析対象の大半が不検出となり、春夏期ではPFHxA、

秋冬期ではPFBSが1 ng/m3以上で検出されたが、いずれも施設外（敷地境界）の方が高い濃度になり、こ

れらは施設外に発生源がある可能性が示唆された。XAD-2樹脂-PAS法では、イオン性PFASはいずれも不検

出であった。一方、活性炭繊維ディスク-PAS法ではPFHxA、PFBS、及びペルフルオロブタン酸（PFBA）等

が1 ng/month以上で検出されたが、いずれも中性PFASより1～2桁程度低い吸着捕集量であり、施設内外

で有意な差は認められなかった。しかし、イオン性PFASの組成パターンが施設内外で大きく異なった。

この結果からも施設外に汚染源がある可能性が示唆された。活性炭繊維ディスク-PAS法ではディスクに

粒子態PFASも付着するため、先述のXAD-2樹脂の結果を踏まえると、イオン性PFASは主に粒子態で存在す

ると判断される。 

 

４.１.４ RPF成形機排ガス及び排ガス洗浄水における中性PFAS濃度 

 A施設のRPF成形機の排ガス中の中性PFAS濃度の結果を図2-4に示す。RPF成形機近傍の濃度よりも2桁

高いことがわかった。排気フードを設置して、RPF成形機から排出されるガスを吸引することは施設内大

気へのPAFSの排出抑制に大きな効果を有すると考えられる。そのインパクトについては４.４で後述す

る。RPF成形処理条件が同じであることにもかかわらず、春と冬では濃度が大きく異なる結果となった。

採取したRPF原料中のPFAS濃度が低いことからまず廃棄物中の濃度が原因の一つと考えられた。また、空

冷していることから冬の方がより低温で急冷していると予想され、揮発が抑制された可能性もある。排

ガス中のPFASの組成パターンは揮発性の低いPFAS類が

比較的高い濃度になった。それは、PAS法のRPF成形機近

傍の組成パターンと似ており、他の室内大気の組成パタ

ーンとは異なっていた。RPF成形機近傍大気の組成パタ

ーンが他の室内の組成パターンと違う原因は、RPF成形

機排ガスの特別なPFAS組成が影響を与えたと考えられ

る。 

 一方、B施設の洗浄水（RPF成形機から排出される一部

のガスの湿式洗浄水）におけるPFAS濃度については、中

性PFASは検出されず、洗浄水には汚染がないことがわか

った。しかし、洗浄装置へガス化した中性PFASは装置に

 

 

 

図2-3a A施設における作業環境空気及

び一般大気中の中性PFAS濃度（AAS法） 

図2-3b A施設における作業環境空気及び一般大

気中の中性PFASの捕集量（XAD-2樹脂−PAS法） 

 
図2-4 RPF成形機排ガス中の中性PFAS濃度 
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確実に導入されることを考えると、４.３のKawの測定値はスルホンアミド系など一部の中性PFASでは低

いことから水へ分配の可能性があり、中性PFASはどの媒体へ移行して排出されているのかが不明瞭なた

め、今後注意して排出挙動を明らかにする必要がある。 

 

４.１.５ 熱分解GC/MSによる側鎖フッ素化ポリマー由来PFASの大気排出メカニズムの解明 

側鎖フッ素化ポリマーを含有する撥水撥油剤の発生ガス

分析の結果の一例を図2-5に示す。GC/MS分析における電子イ

オン化法で生成されるPFASのフラグメント質量 13)の強度と

熱分解チャンバー内温度の関係から、多くの試料で280℃か

らPFASのガスが顕著に発生し、400℃前後で発生ガス量が最

大値に達することがわかった(図2-5a)。200℃以下の熱処理

では、PFASの発生ガス量は低いこと、また、280℃以上の発生

量としては、FTOHs（フラグメント質量m/z=95）よりもFTOs

（フルオロテロマーオレフィン、フラグメント質量m/z=77）

の方が多いことが示唆された。したがって、この温度以上で

側鎖が分解され、PFASが大量に生成されることがわかった。

側鎖フッ素化ポリマーについて、アルカリ加水分解処理や後

述するUV照射を行うと、側鎖フッ素化ポリマーの側鎖構造が

分解され、FTOHsが大量に生成するが、熱分解処理を行うと

FTOsが主に生成した。外部からの影響因子の違いによって、

側鎖構造の分解過程が異なり、生成物も異なる点には注意が

必要である。ただし、一部の試料については(図2-5b)、200℃

以下でN-MeFBSEへ分解されることが観察され、RPF化する際

には170℃以上に加熱しないことも重要である。 

撥水撥油剤の脱離モード（250℃）分析の結果においては、

8:2や10:2 FTOH及び同鎖長のFTI、FTAcr、FTMAcr等が検出さ

れ、それらの排出の可能性が示唆された。大気への排出ポテ

ンシャル（1 kgの撥水剤に対するガスとしての排出量）とし

ては、数ppm～数百ppm程度であった。また、製造年による違

いはサブテーマ１でも議論されている通りである。この脱離

モードの分析値は、サブテーマ１で分析された撥水剤中の不純物量と概ね一致し、RPF製造過程では不純

物由来PFASが揮発して排出されると結論づけられる。また、この一致は、脱離モード分析法が不純物分

析にも利用できる可能性や発生源を把握するためのスクリーニング法としての有用性を示している。熱

分解モード（600℃）分析法の結果では、図2-4から推測できるように、桁違いにPFASが検出された。FTO

が主要成分である製品が多いものの、N-MeFBSEが主要成分である製品もいくつかあった。後者では1万

ppmを超えるほど高い製品であった。また、熱分解モードの分析値は、各化学種のフッ素含有率で総フッ

素量を算出すると、サブテーマ１のEOFと概ね一致した。熱分解モードでは、側鎖フッ素化ポリマー由来

PFASの迅速定量分析やEOFの推定にも利用できる可能性が示唆される。 

 

４.２ 新規・次期フッ素化合物POPsの放散・溶出試験と製品劣化の影響調査 

側鎖フッ素化ポリマーを含有する撥水撥油剤について

UV照射前の放散試験では、10種のPFASが側鎖フッ素化ポ

リマーの不純物として検出されていたが、放散したガス

中のPFAS主要成分は、6:2、8:2、10:2 FTOHであった。撥

水撥油剤中の含有量が高いFTAcrsがガス中の主要成分に

ならない理由は、FTOHよりも揮発性が低いためと考えら

れた。４.３で得られた分配係数（KHxd/air）からもその可

能性が示唆される。耐候性試験と組み合わせた、UV照射中

の放散試験の結果（24h毎の放散量＝放散速度）を図2-6に

示す。1日経過時点で顕著な放散速度の増大が観察され、

8:2FTOHの場合24h経過では通常の放散速度（初期値）のお

よそ10倍量が検出された。PFASの蒸気圧に関する文献値
12)によると50℃で蒸気圧が10倍程度に増加することか

ら、初期値との差はUV照射による温度上昇（試験機内温度63℃）が要因の一つと考えられる。さらに時

間が経過すると、放散速度は3週間でピークに達し、ピーク値は初期値のおよそ400倍であった。ピーク

後に放散速度が定常に達するには、SUS板に撥水撥油剤を吹き付けた場合では約3ヶ月を要した（図2-6）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-5 発生ガス分析による熱分解チ

ャンバー温度と発生ガスPFASのフラ

グメント強度(a)主な試料、b) 一部の

試料) 
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図2-6 撥水撥油剤（SUS板塗布）の放散試

験結果(UV照射あり) 
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一方、ポリエステル生地に撥水撥油剤を吹き付けた場合では、急激に値が上昇するケースが何回か観察

され、SUS板よりも定常状態の到達に時間を要した。この上昇は、UV照射によるポリエステル生地の劣

化・破断が進むことで、生地の裏や内部に浸透していた撥水撥油剤が表面に露出されたためと推測され

る。次に400倍に増大するピーク値について議論する。温度依存性による放散速度の上昇は10倍程度であ

ると予想されること、先述の熱分解GC/MSによる撥水剤の分析結果（図2-5）の発生ガスの温度依存性等

を踏まえると、温度影響だけでFTOHsの放散速度が2桁以上も促進される可能性は低いことから、2日以降

の撥水撥油剤からのFTOHsの放散速度の急激な増大の主要因はUV曝露によって撥水撥油剤中の側鎖フッ

素化ポリマーの側鎖構造が切断されてFTOHsが揮発したものと予想される。そこで、側鎖フッ素ポリマー

の側鎖構造由来FTOHsの変化を把握するために、サブテーマ１のアルカリ加水分解法をUV照射放散試験

前後の撥水剤に適用した。その結果、表2-1のように、試験後には側鎖構造由来FTOHsの存在量が20～40%

へ減少したこと、試験前後の側鎖構造由来FOTHsの物質収支も概ね良好であったことから、UV曝露によっ

て側鎖フッ素化ポリマーの側鎖構造が切断され、FTOHsの放散が促進されることが判明した。また、UV照

射後のFTOHsの放散速度を測定したが、放散速度はUV照射による影響をあまり受けず、UV照射前の放散速

度と概ね同じであることもわかった。したがって、撥水撥油剤を含む廃棄物はUV曝露によってPFOA関連

物質の環境排出は極めて大きく、廃棄物やRPFを屋外で長期間保管しないように適切に管理することも

排出抑制において重要である。繊維類はUV曝露時間が長いため、本実験のようなUV曝露による排出の急

増は予想されないが、紙類のうち短時間で廃棄物になるものには注意が必要である。 

 

表2-1 UV照射放散試験前後の側鎖フッ素化ポリマーの側鎖構造由来FTOHsの収支 

化合物 

a: UV照射前の 

ポリマー側鎖構

造由来のFTOH量 

(mg/1kg-撥水剤) 

b: UV照射後の 

ポリマー側鎖構

造由来のFTOH量 

(mg/1kg-撥水剤) 

c: UV照射によるポ

リマー側鎖構造由来

FTOHの損失率[a-b] 

(mg/1kg-撥水剤) 

d: UV照射放散試験

による積算放散量 

(mg/1kg-撥水剤) 

e: UV照射に

よる放散率 

[c/a](-) 

6:2 FTOH 42 15 27 39 0.64 

8:2 FTOH 900 210 690 710 0.77 

10:2 FTOH 480 92 390 280 0.81 

紙類と繊維類に対するPFASの溶出試験結果については、濃度の低いPFASを取り除いた主要PFAS、すな

わちFTOH類、6:2FTMAcr、N-EtFOSEの溶出率は0%もしくは1-3%であった。これは先述のB施設の洗浄水か

ら中性PFASが検出されなかった結果の妥当性を裏付けており、これらの中性PFASの水への溶出性は極め

て低いと予想される。 

 

４.３ 新規・次期フッ素化合物POPsの物性の実測・推算データの整備 

４.３.１ 中性PFASの分配係数およびGC保持時間測定 

VPR-HS法とGC保持時間法により

合計64種類のPFASのKHxd/airを測定し

た（成果番号２－１）。これはPFAS

の分配係数のデータセットとして

は過去最大のものである。64種類に

は サ ブ テ ー マ １ で 検 出 さ れ た

FTOHs、FTOs、FASEs、FTAcrs、FTMAcrs

な ど を 含 む 。 値 は 対 数 値 （ log 

KHxd/air）で1.1～6.7の範囲であった。

これは非フッ素化物のn-アルカン

ならばC3からC13に相当する値であ

り、中性PFASは総じて揮発性が高い

ことがわかった。一般にKHxd/airは分

子サイズが大きくなるほど高くなるが、PFASにおいても

その傾向が見られた（図2-7）。しかし非フッ素化化合

物に比べPFASのKHxd/airはサイズ依存性が低く（図中の回

帰直線の傾きが小さい）、ペルフルオロアルキル鎖が伸

長してもKHxd/airは大きくは増加しなかった。PFASの中で

はスルホンアミド関連物質（PFASAs、FASEs、FASAs）や

FTAcrs、 FTMAcrsなど非フッ素化構造が大きいほど

KHxd/airが高いことが明らかとなった。 

Kowについては9種類の中性PFASの測定結果が得られ

た（成果番号２－３）。値の範囲はlog値で2.5～5.6で

 
図2-7 中性PFASのヘキサデカン／空気分配係数（KHxd/air）とモ

ル体積（V）の関係（出典：文献6)、成果番号２－１） 

 
図2-8 空気／水分配係数（Kaw）の測定値 



【3-2102】 

39 

あった。中性PFASのKowはこれまで数物質についてしか

報告値がなかったことから、実務的・学術的に重要な貢

献であるといえる。9種類以外のPFASはKowが高すぎる

（log Kow>6）などの理由で測定が困難であった。測定

値がないPFASのKowについては後述の推算法によりデー

タを補うこととした。 

Kawは21種類の中性PFASの測定値が得られた（成果番

号２－２）。Log値で−4.9から2.3と7オーダーに渡る範

囲のKawを測定できた（図2-8）。Kawの値は官能基の種類

により大きく異なった。KawもC4以上のPFASについては

ほとんど測定値がなく、実測データの拡充に大きく貢

献することができた。 

様々な極性のGCカラムを用いて中性PFASの保持係数

kを測定した結果、低極性のHP-5msカラムで得られたk
はKHxd/airと高い相関を示し、無極性相互作用が支配的であることがわかった（成果番号２－３）。一方、

高極性のDB-225msカラムではkとKHxd/airの関係に大きなばらつきがあり、極性相互作用の寄与が示された

（図2-9）。無極性のPFASを底辺に、ヨウ化物、フルオロテロマー物質、スルホンアミド類の順にkが高

くなり、この順に極性が高くなると解釈できる。極性の異なるカラムを用いることにより、PFASの極性

について準定量的な知見が得られた。 

 

４.３.２ イオン性PFASのLC保持時間の測定 

対象物質のうち39種類の陰イオン性PFASと20種類の

非フッ素化陰イオン界面活性剤についてC18カラムにお

けるk0が得られた（図2-10、成果番号２－４）。疎水性

が高い長鎖PFASはカラムによる保持が強く、k0を直接測

定することはできなかったが、ペルフルオロアルキル

鎖長の異なる一連のPFASを測定し、式2-1を用いること

によりk0を精度よく外挿することができた（図2-11、成

果番号２－４）。 

 

４.３.３ 物性推算モデルの確立及び精度検証 

中性PFASのKHxd/airをCOSMOthermとLSER-IFSで推算し

たところ、推算値は実験値とよく一致し、二乗平均平方

根誤差（RMSE）はそれぞれlog値で0.55、0.34であった

（図2-12、成果番号２－１）。しかしそれぞれの推算手

法でPFASに特有とみられる系統的な誤差も見られた。

例えばCOSMOthermでは推算値と実験値の相関は非常に

高かった（R2、0.97）ものの、どのPFASにおいても0.7 

log値程度の過大予測となった。一方、LSER-IFSでは多

くのPFASのKHxd/airを高い精度（0.3 log値以内）で推算

 
図2-9 DB-225msカラムで測定した保持係数kと
ヘキサデカン／空気分配係数KHxd/air 

 
図2-10 C18カラムにおけるk0とCF2またはCH2数の関係

(出典：文献14)、成果番号２－４) 

 
図2-11 C4-14のPFCAsの保持係数kと溶離液中

のメタノール体積分率の関係。線は式2-1、

バンドは95%信頼区間。（出典：文献14)、成

果番号２－４） 

 
図2-12 PFASのヘキサデカン／空気分配係数

（KHxd/air）の実測値とCOSMOthermによる推算

値。（出典：文献6)、成果番号２－１） 
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することができたが、フルオロエーテルなど一

部の物質では実験値を大きく過大予測するこ

とがあった。 

KawではCOSMOthermの推算値が際立って良く

実験値と一致した（RMSE: 0.42 log値、図2-13、

成果番号２－２）。一方、他の3つのモデルの

推算値は実験値から大きく乖離することがあ

った（RMSE、1.28–2.23 log値）。EPI-Suiteの

サブモジュールであるHenryWinは最大で5桁に

も及ぶ誤差を生じた。またOPERAはほとんどの

PFASのlog Kawを−3から−1の間と予測するなど、

化合物間の傾向すら把握できていなかった。こ

の結果はモデルの訓練不足に起因しており、

PFASのようなデータの不足した物質群の推算

においてはEPI-Suite、OPERA、LSER-IFSのよう

な経験的モデルよりもCOSMOthermのような理

論的モデルの方が有利であることを示唆している。Kowの推算においてもCOSMOthermの推算精度（RMSE、

0.21）がそれ以外のモデル（RMSE、0.37-0.92）と比べて最もよく、理論モデルの利点を示した。 

上述のように中性PFASにおいてはCOSMOthermがどの分配係数においても最も高い精度で推算値を算

出した。そこで同モデルを使い、222種の中性PFASのKHxd/air、Kow、Kawの値を推算し、原著論文中に公開し

た6,8)。これは現段階で得られる最も精度の高いの推算値と考えられ、実験データの補完に大いに貢献す

るものである（成果番号２－１、２－３）。 

中性PFASの分配係数とGC保持時間を用いて、PP-LFER溶質ディスクリプタを算出した（成果番号２－

３）。PP-LFER式は以下の通りである15)。 

Log k (or log K) = c + sS + aA + bB + vV + lL  （式2-4） 

大文字の変数が溶質ディスクリプタ（S, 双極性/分極性パラメータ; A, 水素結合供与性; B, 水素結

合受容性; V, モル体積; L, log KHxd/air）である。S、A、Bは極性相互作用、V、Lは無極性相互作用を表

す。小文字は回帰係数であり、溶質ディスクリプタ既知の29–48種類の非フッ素系化学物質のデータなど

から決定した。測定したkやKのデータを基に、47種類の中性PFASの溶質ディスクリプタを算出すること

ができた。得られた溶質ディスクリプタから、電子吸引的なペルフルオロアルキル鎖がPFASの水素結合

供与性（A）と受容性（B）に大きな影響を及ぼしていることが明らかとなった。また得られた溶質ディ

スクリプタを用い、47種類のPFASのKow、Kaw、Koaを推算したところ、前述のCOSMOthermによる推算値と良

く一致した（RMSE、0.33–0.42 log値）。この結果は両推算法の精度の高さを支持するものであり、両法

がさまざまな分配係数の推算に応用できる可能性を示している。 

イオン性PFASについては、本研究でLCにより測定したk0を疎水性指標として分配係数の推算が可能か

検証した（成果番号２－４）。文献中のさまざまな分配係数を収集し、k0と比較したところ、k0はこれら

の分配係数と対数相関の関係にあることが明らかとなった（図2-14）。k0は分配係数と比べて再現性良

く、簡便に測定できるため、イオン性PFASのさまざまな物性の推算に活用できる可能性がある。 

 

 
図2-14 イオン性PFASの分配係数とk0の相関。（A）リン脂質膜／水分配係数（Kmem/w）、（B）空気／水界

面分配係数（Kiw-0）、（C）土壌有機炭素／水分配係数（Koc）はそれぞれ文献Droge, 201916)、Le, 202117)、

Nguyen, 202018)から引用。（出典：文献14)、成果番号２－４） 

 

４.４ 排出削減対策を反映した際の施設における廃棄物由来環境排出量の推定 

A施設における中性PFASを対象に、４.１のAAS法によって測定した施設内の作業環境空気中PFAS濃度

（Cair,aas）と、実験的にSR値を求めて４.１のPAS法によるXAD-2樹脂の吸着量から式2-2より換算した作

 
図2-13 PFASの空気／水分配係数（Kaw）の実測値とモデ

ルによる推算値。（出典：文献11)、成果番号２－２） 
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業環境空気中PFAS濃度(Cair,pas)を用いて、式2-3より作

業環境空気からの環境排出量及びRPF成形機の排ガス濃

度（Cmolding）を用いてRPF成形機からの環境排出量を計算

し、それぞれの環境排出への寄与を整理した（図2-15、

2-16）。 

RPF成形機排ガスの寄与はかなり高く、寄与率は67～

98％の範囲であるが、90％以上の寄与率が得られるケー

スが多かった。したがって、まず排出削減対策としては

RPF成形機の排ガスをしっかり処理することが最優先で

ある。加えて、作業環境空気の寄与率も数％〜30％程度

の寄与があることから、高い削減率を目指すのであれ

ば、この処理も必要と考えられる。A施設では、施設内

大気はバグフィルタを経て、RPF成形機の排ガスは消臭

処理を経て施設外へ排出される。それぞれの排出口での

試料採取が作業安全上の問題で許可されず、各処理ユニ

ットの排出削減効果は不明ではあるが、活性炭等によっ

て吸着除去することは可能であると考えられる。なお、

イオン性PFASは粒子態で存在することからバグフィル

タにて極めて高い除去率はすでに実施できていると考

えられた。RPF成形機に排ガスラインを設けず、施設内

の全作業環境空気を吸引することでも大きな削減は可

能であるが、作業労働者の曝露低減の観点からやはり

RPF成形機の排ガスを吸引処理することが総合的に優れ

た取り組みである。 

A施設内で採取した廃棄物とRPF中のPFAS濃度を用い

て、施設におけるPFASフローと環境への排出量を試算

し、一例を図2-17に示す。環境排出量について、施設に

搬入されたPFAS量やRPFとして搬出されたPFAS量と比較すると、環境排出量は搬入量の概ね10％−20％程

度と比較的低いと予想される。また、この低い排出量はRPF化よって撥水撥油剤中の側鎖フッ素化ポリマ

ーの側鎖構造由来のPFASが排出されないことも本解析で裏付けられる。側鎖フッ素化ポリマーの側鎖構

造由来のPFASを含めて評価すると、環境排出の割合は0.1-1.5％となる。側鎖構造由来PFASの排出がない

点から、RPF製造施設は、環境排出抑制で大変優れおり、安全に資源化されていると判断される。一方で、

UV曝露によって側鎖構造由来PFASが不純物由来PFASよりも桁違いに大気へ排出されることから、繊維類

については、環境排出の点からは、日常利用による排出量の寄与が大きい可能性がある。RPFはエネルギ

ー利用されるため、その燃焼過程においてPFASが分解されること、すなわち無害化も期待できる。施設

内のRPF成形機排ガスや大気からの中性PFASの排出に対策すれば、RPFへの資源化は排出抑制と無害化ま

で達成できる有用な資源化法と考えられ、環境排出抑制に大きく貢献できる方法である。 

 

以下に、撥水初油剤を含有する廃棄物のRPFへのリサイクルについて、環境排出抑制の観点から効果的

な対策を提言する。 

中性PFASの対策については、 

• RPF成形機に排気フードで排ガスを吸引し、吸着等によりPFASの除去を実施すれば、環境への排出

 

図2-15 A施設からの中性PFASの環境排出量

（一例） 

 

 

図2-16 A施設からの中性PFASの環境排出に

おけるRPF成形機排ガスの寄与率 
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図2-17 施設におけるPFASフローと環境排出量（一例） 
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を概ね90％以上抑制できる。またこれは作業者のPFAS曝露低減に大変効果的と予想される。 

• さらに、施設内大気を吸引処理すればほぼ100％排出削減が可能となる。 

• RPF成形機の成形温度は低い方が望ましく、170℃以下にしないとN-MeFBSEの排出が顕著になる可

能性がある。側鎖フッ素化ポリマーの側鎖構造の分解を抑制して側鎖構造由来PFASを排出させな

いことが極めて重要である。 

以上により、中性PFASはRPF化過程において、不純物由来PFASの10〜20%程度の排出が予想されるが、

その排出量を大幅に削減できる。なお、側鎖フッ素化ポリマーの側鎖構造由来PFASは不純物由来PFAS

と比べて桁違いに高く含有されるが、RPF化においては側鎖フッ素化ポリマーの側鎖構造由来PFASは

排出されない。 

 撥水撥油剤中のマイナー成分であったイオン性PFSの対策については、 

• イオン性PFASは主に粒子態として存在する。A施設ではすでに設置されているが、施設内大気吸引

後にバグフィルタを設置することで、極めて高い除去率を達成できる。 

最後に、施設からの環境排出量が環境濃度へ及ぼすインパクトについては試算できておらず、将来的

には排出量を初期値として、環境動態モデルを使い、その環境中濃度と一般環境中のPFAS濃度を比較す

ることにより、そのインパクトを評価し、管理方策を考える必要がある。また、環境排出量を計算でき

ない施設も多々あり、RPF成形機等からのPFAS排出原単位を求めるとともに、施設の動態を４.３の分配

係数を用いてモデル化して環境排出量を推定することで、より正確な環境濃度へのインパクトを評価す

ることが可能となる。これらは今後の課題である。 
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５． サブテーマ２研究目標の達成状況    

「２．研究目標」に記載の通り、サブテーマ２では５つの目標を掲げた。それぞれの達成状況を示す。 

【目標A】「廃棄物処理・資源化施設における新規・次期フッ素化合物POPsの物質動態と環境への排出実

態を明らかにする。」 

【達成状況】施設調査において廃棄物やRPF試料中の濃度、及びアクティブ法とパッシブ法による大気中

濃度の分析を行い、物質動態、環境排出実態を明らかにした。さらに目標を超えて、熱分解GC/MS法によ

る排出ポテンシャルの推定も行った。 

【目標B】「サブテーマ１で特定された含有製品・廃棄物とリサイクル物を対象に溶出・放散試験を行い、

経年や処理による影響も加味して溶出・放散挙動を明らかにする。」 

【達成状況】撥水剤を含む試料からの溶出・放散試験を実施し、PFASの水への溶出は比較的少ないこと

や、中性PFASの大気への放散の挙動を明らかにした。また紫外線劣化により撥水剤側鎖PFASの放散が劇

的に増加することを発見した。 

【目標C】「新規・次期フッ素化合物POPsの溶出・放散に係る物性値を測定・推算し、物性データを整備」 

【達成状況】新規・次期フッ素化合物POPsを含む多くのフッ素化合物の物性値について新規実測値を提

供するとともに、推算モデルの校正・検証を行いデータ欠損物質についても物性の推算を可能とした。

トップジャーナルに4報の原著論文を掲載するなどこれまで知見の乏しかったフッ素化合物全般の物性

解明に関して突出した成果を上げた。 

【目標D】「溶出・放散メカニズムの解析を通して、処理・資源化過程の発生源を特定する。」 

【達成状況】紙類、繊維類などがPFASを多く含有し、溶出の程度が少ないこと、放散が紫外線や温度の

影響を大きく受けることを明らかにした。また側鎖PFASの脱離・放散が重要な排出メカニズムであるこ

とを示し、さらに再資源化の際はRPF成形機が大きな発生源であることを明らかにした。 

【目標E】「排出削減対策を反映した際の施設における廃棄物由来環境排出量を推定する。」 

【達成状況】排ガスが主要な排出源であることから資源化施設からの排出削減においては排ガスの処理

が有効であることを提案し、対策が導入された場合の排出の削減量を推定した。 

以上のように「研究目標」に記載の全項目について目標を達成するとともに、特に上記目標Aと目標C

では初期の設定以上の大きな成果をあげることができた。したがってサブテーマ２全体では「目標を大

きく上回る成果をあげた」と評価した。 
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Ⅱ－３ サブテーマ３「新規・次期フッ素化合物POPsの分解処理技術に関する研究」 

 

［サブテーマ３要旨］    

 サブテーマ３では、新規・次期フッ素化合物POPsに関して有害廃棄物焼却法による分解挙動の把握を

目的に研究を行った。純物質ベースで焼却試験を行い、温度・滞留時間・酸素濃度等の影響因子を解明

し、分解条件を最適化するとともに副生成物の検討を進めること、サブテーマ１で特定された含有製品・

廃棄物を対象に焼却試験を行い、最適化した分解条件の適用性を評価するとともに副生成物の実態解明

を試みること、現行のPOPs分解技術による分解（除去）率と副生成物を把握することを研究目標とした。 

 新規・次期フッ素化合物POPsとしてPFHxS、長鎖PFCAs (PFOA、PFNA、PFDA、PFUnDA、PFDoDA、PFTeDA、

PFOcDA)、GenXを用いた。一部の塩類も検討対象とし、PFOAのNH4塩およびPFHxSのK塩を用いた。比較の

ため、すでに規制対象となっているPFOSおよびPFOSのK塩も検討した。焼却試料として実際の製品である

PFOS含有型と6:2 FTAB含有型の2種の泡消火薬剤を用いた。ラボスケール制御炉を用いて焼却試験を行

った。焼却試験は温度400℃～1000℃条件で実施し、滞留時間2秒、純空気雰囲気とした。同一条件で各

2回以上の焼却試験を行い、分解挙動の再現性を確認した。 

 基本条件（850℃、滞留時間2秒）で行った焼却試験の結果、全ての純物質試薬で分解率99.999%超を確

認できた。また実際の製品であるPFOS含有型と6:2 FTAB含有型の泡消火薬剤2種でも、PFOA成分以外で分

解率99.999%超を達成した。焼却後の媒体別分配挙動に関して、カルボキシ基をもつPFOAやPFOcDAは、固

形状や溶液状に関わらず排ガスへ移行する傾向や、スルホ基をもつPFHxSやPFOSは固体成分の割合が高

いことが分かった。PFOAとPFOcDA由来の副生成物は共通して850℃より低温になるにつれ副生成物が増

大したが、短鎖の副生成物のみ450℃から700℃にかけて生成量が増加した。PFOcDAの副生成として現在

規制対象のPFOAや有害性が懸念されているGenXが定量された。 

 基本条件における十分な分解を幅広い純試薬で明らかにするとともに、同一条件において実製品中の

PFASへ適用可能であることを示した。焼却後のPFASの媒体別分配挙動を詳細に把握し、カルボキシ基や

スルホ基といった官能基による特性を明らかにした。副生成物については、低温域まで拡張した試験に

より副生成物の種類のみならず、副生成物の温度依存的な増減傾向に関するデータを得ることに成功し

た。現行のPOPs分解技術としてPFOSやPFOAに対する焼却分解が行われているが、サブテーマ３で得られ

た結果から新規・次期フッ素化合物POPsに対しても同様の分解効果を期待でき、かつ、副生成物の発生

量を抑制する温度の目安を判断する参照データとして活用できる。当初計画していた物質数より多い試

薬、低温域まで拡張した副生成物に関する知見など、目標を上回る成果達成状況であると考える。 

 

１． サブテーマ３研究開発目的    

サブテーマ３では、新規・次期フッ素化合物POPsに関して有害廃棄物焼却法による分解挙動の把握を

目的に研究を行う。純物質、含有製品・廃棄物を対象に有害廃棄物焼却法による分解試験を行い、温度・

滞留時間・酸素濃度等の影響因子を解明し、新規・次期フッ素化合物POPsの分解条件の最適化と適用性

評価を進めるとともに、新規・次期フッ素化合物POPsの副生メカニズムに関する検討を行う。現行のPOPs

分解技術による分解除去率と副生物について把握する。終局的には、今後の新規・次期フッ素化合物POPs

の適正管理のための基礎的知見として取りまとめる。 

 

２． サブテーマ３研究目標    

サブテーマ３ 新規・次期フッ素化合物POPsの分解処理技術に関する研究 

サブテーマ３実施機関 龍谷大学 

サブテーマ３目標 

純物質ベースで焼却試験を行い、温度・滞留時間・酸素濃度等の影響因子

を解明し、分解条件を最適化するとともに、副生成物の検討を進める。さ

らに、サブテーマ１で特定された含有製品・廃棄物を対象に焼却試験を行

い、最適化した分解条件の適用性を評価するとともに、副生成物の実態解

明を試みる。現行のPOPs分解技術による分解（除去）率と副生成物を把握

する。 

 

３． サブテーマ３研究開発内容    

３－１． 試料 

新規・次期フッ素化合物POPsとしてPFHxS、長鎖PFCAs (PFOA、PFNA、PFDA、PFUnDA、PFDoDA、PFTeDA、

PFOcDA)、GenXを用いた。また、これら一部の塩類も検討対象とし、PFOAのNH4塩およびPFHxSのK塩を用

いた。比較のため、すでに規制対象となっているPFOSおよびPFOSのK塩（SIGMA-ALDRICH製、純度>98.0%）
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についても検討した。これらの化合物の詳細を表3-1に示す。PFHxSは大気中の水分と反応し、すぐに液

化してしまったためPFOSに近い水溶液を調整し実験に使用した。水溶液中の正確な量を把握するため、

本テーマサブ①の協力の下、機器分析により定量した。その結果、PFOS水溶液ではPFOSは41.2%、PFHxS

水溶液ではPFHxSは37.1%であることが分かった。そのため、分解率を算出する際には機器分析による定

量値を初期量として用いることとした。 

 

表3-1 焼却試験に用いた試薬の詳細 

 

焼却試料として実際の製品であるPFOS含有型と6:2 FTAB含有型の2種の泡消火薬剤を用い、これら組

成を表3-2に示した。PFOS含有型泡消火薬剤単体での焼却試験では、PFAS濃度が極めて低く定量的な評価

が困難であったため、PFHxS、PFOS、PFOA純試薬を適量添加した。機器分析の結果、PFHxS、PFOS、PFOA

の濃度はそれぞれ2.835%、2.234%、2.234%であり、この溶液を焼却試料とした。本研究ではPFOAの用途

として主要な泡消火薬剤を模擬した試料（PFOA-model）を調整し実験に供した。PFOA-modelは水70%、エ

チレングリコール25%を基本として、そこにPFOAを混合したものであり、機器分析によりPFOA濃度は1.2%

（変動係数16%、n=6）であった。 

 

表3-2 泡消火薬剤の組成 

 
 

３－２． 実験方法 

図3-1に示すラボスケール制御炉を用いて焼却試験を行った。同炉は上流側が一次燃焼部、下流側が二

次燃焼部と分かれており、加熱温度・ガス流量を制御できる構造となっている。フッ素系の化学物質を

精密に焼却分解した研究事例1)が乏しかったため、研究グループ内で議論を深め、有機溶媒および水の

どちらにも一定程度溶解する物性を考慮して可能な限り詳細なサンプリング箇所を設ける構成とした。

炉下流側には、ガラスフィルター、吸着剤、2本のトルエントラップ、2本のNaOHトラップを接続し、排

ガスを捕集した。ガラスフィルターにガラス繊維濾紙（055120N-SPGFC、アズワン製）、吸着材にポリウ

PFAS含有型 6:2 FTAB含有型

含有物 mg/kg 含有物 mg/kg 含有物 mg/kg

PFBS 170 GenX 0.68 PFBA 0.91

PFHxS 760 PFMOPA 0.13 PFPeA 0.13

PFHpS 140 PFMOBA 0.083 PFHxA 2.5

PFOS 9200 FBSA 5.5 4:2FTSA 0.63

PFDS 2 FHxSA 21 6:2FTSA 280

PFBA 28 FOSA 1.9 N-CMAmP-6:2FOSA 26000

PFPeA 27 N-MeFBSA 0.32

PFHxA 100 N-MeFOSA 0.38

PFHpA 31 N-MeFBSE 0.91

PFOA 140 N-MeFOSE 3.7

PFDA 0.058 N-EtFOSE 1.5

PFUnDA 0.025 N-AP-FHxSA 150

PFEESA 0.72 N-TAmP-FHxSA 260

製品名 略称 表示純度 機器分析純度 メーカー

Perfluorooctanoic acid PFOA (C8) 98.0＋% 100% SIGMA-ALDRICH Co. LLC

Heptadecafluorononanoic acid PFNA (C9) 98% 98% Fluorochem Ltd.

Nonadecafluorodecanoic acid PFDA (C10) 98.0＋% 100% 富士フイルム和光純薬株式会社

Perfluoroundecanoic acid PFUnDA (C11) 95% 95% SIGMA-ALDRICH Co. LLC

Perfluorododecanoic acid PFDoDA (C 12) 96% 96% Thermo Fisher Scientific Inc.

Heptacosafluorotetradecanoic acid PFTeDA (C14) 96.0＋% 100% 富士フイルム和光純薬株式会社

Perfluorooctadecanoic acid PFOcDA (C18) 不明 95% Apollo Scientific Ltd

Ammonium perfluoro(2-methyl-3-oxahezanoate) GenX 95% SynQuest Labs, Inc.

Perfluorohexane sulfonic acid PFHxS (C6) 95% SynQuest Labs, Inc.

Perfluorooctanesulfonic acid (aq) PFOS (C8) 40% 41.2% SIGMA-ALDRICH Co. LLC

Pentadecafluorooctanoic acid ammonium salt PFOA NH4塩 98.0% SIGMA-ALDRICH Co. LLC

Heptadecafluorooctanesulfonic acid potassium salt PFHxS K塩 98.0% SIGMA-ALDRICH Co. LLC

Tridecafluorohexane-a-sulfonic acid potassium salt PFOS K塩 98.0% SIGMA-ALDRICH Co. LLC
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レタンフォーム(PUF、22 mm O.D.×76 mm、Restek製)およびXAD樹脂（XAD-2、メルク製）を使用した。

トルエントラップは120 mL ずつ、NaOHトラップは50 mLずつ使用し、NaOHは0.1 mol/Lに調整した。焼却

試験は温度400℃～1000℃条件で実施し、滞留時間2秒、純空気雰囲気とした。同一温度で各2回以上の焼

却試験を行い、分解挙動の再現性を確認した。ガス流量は滞留時間が2秒となるよう式3-1に基づいて設

定した。 

 

R = 1000V÷F×60×298/(273＋T) ・・・(式3-1) 

R：滞留時間（s）、F：ガス流量（L/min）、T：炉内温度（℃）、V：炉心管内容積（m3） 

 

特殊な溝加工をした石英ボートに10ヶ所ある円筒形の溝に、約10 mg（溶液の場合、同量となる容量）

ずつ試料を入れた。1 cm/30sec（2.5秒に0.083 mm）の速度で炉内石英管に石英ボートを投入した（図3-

1）。これは一般的な廃棄物処理施設での試料負荷量（5–10 kg/h/m3）に基づいて設定した。 

 

 
図3-1 ラボスケール制御炉の概略図 

 

 焼却後に試料ボート、炉心管内壁・各媒体接続ガラス管内壁（付着物と称す）、ガラスフィルター、

吸着剤（PUF×2とXADを合一したもの）、トルエン前段・後段、NaOH前段・後段の計8種類に分けて試料

を採取した。炉心管内壁は加熱部を含めた下流側を指す。トルエン試料、NaOH試料、固体試料の別に適

宜内標準添加、抽出、濃縮操作を経て固相抽出カートリッジ（Waters社製Oasis WAX Cartridge）に吸着

させた。その後、溶出操作によるフラクション分け、窒素濃縮を経てLC/MSによる機器分析に供した。一

例として、本前処理による実試料のPFOA内標準の回収率は49～102%と良好な結果を示した。 

焼却による分解率（DE）は式3-2、残留率は式3-3により求めた。 

 

DE [%] = (Ai－As+l+g)/Ai × 100 ・・・(式3-2) 

RE [%] = As+l+g/Ai × 100 ・・・(式3-3) 

Ai：初期量（g）、As+l+g：焼却後の固相・液相・気相中の試料量（g） 

 

焼却時に発生する副生成物の有害性を踏まえ、焼却後に定量されたPFASの総量を評価する必要がある。

ここでPFAS定量率(QE)として式3-4により求めた。 

 

QE [%] = Ts+l+g/Ai × 100 ・・・(式3-4) 

Ts+l+g：焼却後の固相・液相・気相中のPFAS総量（g） 

 

バッフル試験に用いバッフルの模式図及び設置場所を図3-2に示した。本試験では半月形、円形の2種

類のバッフルを使用した。ともに炉心管の断面積が半分になるように設計され、バッフルの設置位置は

試料ボートが完全に挿入されている位置から下流部側に4 cm離れた位置とした。流体解析はCATCFDzero

を使用した。バッフルの設置により後方に乱流が生じることによって、焼却試薬の滞留時間を増加する

ことによって分解率向上を目指す。 

 

①Residue
Air gas

Incineration part ③Glass fliter

④XAD

Toluene NaOH
Gas direction

④PUFs

② ⑧⑥ ⑦⑤

Quartz boat

②
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図3-2 バッフル形状と流体解析結果 

 

４． サブテーマ３結果及び考察    

４－１． 分解率 

各試薬焼却後の残留率を図 3-3 に示す。丸いプロットは分解対象物質の残留率を意味し、0.001%の残

留率を下回っていた場合、分解率として 99.999%を超えていることと同じ意味を示す。分解率 99.999%は

有害廃棄物の国境を越える移動およびその処分の規制に関するバーゼル条約の POPs 廃棄物の定性処理

方法にて定められた値である。点線の丸いプロットは各媒体の定量下限値を使用したことを示し、本来

の残留率はプロットした値よりも小さくなることを意味する。赤十字のプロットは PFAS 定量率を示す。 

PFOA 純物質について、450℃、700℃、850℃、950℃、1000℃の焼却試験における PFOA 残留率と PFAS

定量率を図 3-3(a)に示す。横軸を温度(℃)、縦軸を残留率(%)とした。PFOA 純物質による 850℃、950℃、

1000℃焼却試験後の PFOA 残留率は温度によらず 0.001%以下であり、99.999%以上の分解率が確認され

た。PFOA 及び PFOA 含有廃棄物の処理に関する技術的留意事項 2)では、PFOA 含有廃棄物は 1000℃以上

(1100℃以上を推奨)の分解処理が定められているところ、PFOA 純物質の場合は 850℃焼却でも十分に分

解処理できる可能性が示された。他方で、450℃及び 700℃焼却試験後の PFOA 残留率はそれぞれ 0.1%及

び 0.001%以上であり、低温域（450℃、700℃）での焼却試験における PFOA 分解率は高温域（850℃、

950℃、1000℃）よりも 1～3 桁程度低かった。また、低温域での焼却試験における PFAS 定量率は、高温

域（850℃、950℃、1000℃）よりも 3 桁以上高かった。700℃焼却試験後の PFOA 残留率と PFAS 定量率と

の間に 2 桁程度の大きな差が認められ、副生成物が多量に定量されたことを示している。700℃焼却試験

で多量の副生成物が検出されたことから、PFOA 含有廃棄物の分解処理においては炉内の温度分布を可能

な限り均一にして 850℃以上の温度を維持することが重要と考えられる。 

 

 
図3-3(a) PFOAの温度別残留率 

 

PFHxS 純物質について、850℃、950℃、1000℃の焼却試験における PFHxS 残留率、及び PFOS 純物質に

よる焼却試験（850℃）後の PFOS 残留率を図 3-3(b)に示す。PFOS 純物質による 850℃焼却試験において

トルエンの逆流といった通常とは異なった現象が起き、PFOS 残存率が 0.001%を上回る結果が得られた

ことから、この値を外れ値とすると、PFHxS と PFOS の残留率とは 0.001%以下であり、99.999%以上の分

解率が確認された。PFHxS 純物質による高温域（850℃、950℃、1000℃）の焼却試験後の PFAS 定量率は、
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温度によらず、0.001%以下であった。スルホ基を有する PFHxS 及び PFOS は、カルボキシ基を有する PFOA

よりも焼却による分解率が高い傾向がみられた。 

 

 
図3-3(b) PFHxS、PFOSの温度別残留率 

 

長鎖 PFCAs と GenX の純物質について、850℃の焼却試験における長鎖 PFCAs と GenX の残留率を図 3-

3(c)に示す。長鎖 PFCAs の純物質は全ての条件下で 99.999%以上の分解率が確認された。特に炭素数 10

以上の PFCAs に関しては PFOA(C8)、PFNA(C9)の残留率と比較し約一桁低い結果となった。ここで 1000℃

～1250℃の焼却では PFCs(CxFy)の分解率が CF4 < C2F6 < C3F8 < n-C4F10 < n-C5F12のように炭素数の多い

順に高くなることが報告されている 3)。今回の 850℃の焼却時でも同様に、炭素数の違いにより熱安定

性が異なり、長鎖なほど焼却による分解率が高まったと推測できる。GenX の純物質については一部の結

果を除き 99.999%以上の分解率が確認された。99.999%以下の分解率が確認された焼却試験では、実験操

作の誤りにより、滞留時間が本来の 2 秒より短くなったことが原因として挙げられる。この時の滞留時

間は 1.8 秒であることから、このわずかな差で分解率が大きく変動することが示された。 

 

 
図3-3(c) 850℃焼却による長鎖PFCAsの残留率 

 

PFOcDA の純物質について、450℃、700℃、850℃の焼却試験における PFOcDA の残留率を図 3-3(d)に示

す。850℃の焼却試験では 99.999%以上の分解率が確認された。450℃、700 の低温域の焼却試験では分解

率が約 2～3 桁低下し、PFAS 定量率が約 2 桁増加した。このことから 700℃から 850℃の間で、分解挙動

が大きく異なることがわかる。長鎖 PFCAs について分解処理を行う際は、PFOA と同様に、850℃以上の

焼却温度を十分に確保する必要がある。700℃の焼却試験における PFOcDA の分解率は、PFOA よりもわず

かに低い傾向であった。また、450℃の焼却試験における PFOcDA の分解率は、PFOA と同程度であった。 

 

 
図3-3(d) PFOcDAの温度別残留率 
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GenXの純物質について、400℃～950℃で焼却した際の残留率を図3-3(e)に示す。850℃以上の焼却では、

分解率はおおむね良好であり、一部を除き99.999%以上の分解率が確認された。なお、分解率が99.999%

以下の950℃の焼却試験では、850℃の焼却試験と同様に人為的操作の誤りにより、滞留時間が本来より

も短くなったことが原因として挙げられる。700℃以下の低温域の焼却試験による分解率は、850℃の分

解率よりも約1桁低かった。また、450℃の焼却試験におけるGenXの分解率は、PFOAやPFOcDAの分解率よ

りも高かった。GenXについては、それ以外のPFCAsと比べて熱分解されやすいことが報告されている4)。

そのため、450℃の焼却試験ではそのような熱分解挙動であったと推察される。なお、GenXの純物質によ

る焼却試験では、トルエン吸収液の化学分析における内標準物質の回収率が0～40%程度であった。その

ため、上記のデータは全て参考程度として扱う。 

 

 
図3-3(e) GenXの温度別残留率 

 

PFOA の純物質、PFOA NH4塩、模擬泡消火薬剤に含まれる PFOA、泡消火薬剤の実製品に含まれる PFOA

について、850℃の焼却試験における PFOA の残留率を図 3-3(f)に示す。PFOA NH4塩と泡消火薬剤の実製

品中の PFOA については、99.999%以上の分解率が確認されたが、模擬泡消火薬剤中の PFOA については、

分解されにくい傾向が見られ、かつ、図 3-3(g)から焼却温度の違いによる明確な影響はみられなかった。

また、泡消火薬剤の実製品に含まれる PFOA についても、純物質と比較すると分解率が低い傾向にあり、

99.999%以下の分解率が確認された。この原因として溶液である泡消火薬剤の低い低位発熱量によって

焼却による分解効率が阻害された可能性が考えられる。以上のことから、泡消火薬剤などの実製品に含

まれる PFOA について分解処理を行う際は、850℃以上の焼却温度を十分に確保する必要がある。 

 

 
図 3-3(f) 850℃焼却による PFOA の残留率 

 

 
図 3-3(g) 模擬泡消火薬剤に含まれる PFOA の温度別残留率 
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PFHxS の純物質、PFHxS K 塩、泡消火薬剤に含まれる PFHxS について、850℃の焼却試験における PFHxS

の残留率を図 3-3(h)に示す。これらすべての試験において 99.999%以上の分解率が確認された。また、

PFOS の純物質、PFOS K 塩、泡消火薬剤中 PFOS について、850℃の焼却試験における残留率を図 3-3(i)

に示す。PFOS についても、塩と泡消火薬剤のすべての試験において 99.999%以上の分解率が確認され、

特に塩は純物質よりも分解率が高い傾向にあった。以上のことから、PFHxS と PFOS については、純物質

のみならず、塩や様々な夾雑物質を含む泡消火薬剤などの実製品であっても 850℃の焼却処分で問題な

く分解可能であることが示された。 

 

 
図 3-3(h) 850℃の焼却による PFHxS の残留率 

 

 
図 3-3(i) 850℃の焼却による PFOS の残留率 

 

以上、PFOA、PFHxS、PFOS、長鎖 PFCAs、GenX について焼却試験を実施してきたが、それらに加えて 6:2 

FTAB を含有する泡消火薬剤についても 850℃の焼却試験を行った。その結果、6:2 FTAB についても 850℃

の焼却で 99.999%以上の分解率が確認された。よって泡消火薬剤中の 6:2 FTAB は、850℃の焼却で十分

に分解可能であると考えられる。 

850℃のバッフル焼却試験によるPFOA純物質の残留率から、バッフルは円型と半月型を使用しており、

どちらのバッフルを使用した場合でも、バッフルを設置しない場合と比べて1桁以上分解率が向上した。

これはバッフルを設置したことで乱流が起こり、焼却炉内の滞留時間が増加したためと考えられる。し

かし、模擬泡消火薬剤の850℃のバッフル焼却試験において、残留率はバッフルなしの焼却試験と同様の

値を示し、また、PFAS含有型泡消火薬剤の850℃のバッフル試験でも、バッフルを設置したことによる分

解率の上昇は確認できなかった。これらの原因の模索は今後の検討課題とする。 

 以上より、長鎖 PFCAs、GenX、PFHxS、PFOS の純物質は 850℃で十分に分解可能であることが示された。

また塩類については、同温条件下の純物質と比較し分解率が高かったことから、焼却時に塩の形成を考

慮する必要が低いといえる。泡消火薬剤中の PFHxS と PFOS では 850℃の焼却処分で分解可能であること

が示されたが、PFOA は 850℃の温度条件では十分に分解されない可能性がある。さらに PFOA は 850℃か

らわずかに温度が下がるだけで有害な副生成物の発生が増大するリスクがあるため、850℃を超える高

温での焼却処分が望ましい。700℃以下の温度域では PFOA、PFOcDA、GenX の分解率が桁違いに減少し、

後述する副生成物の生成が促進されるため、焼却処分の際には炉内の温度管理が重要である。 

 

４－２． 媒体別分配挙動 

各条件での焼却後、各媒体に分布した割合を図3-4に示す(各媒体の通し番号は図3-1を参照)。まず、
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PFOA、PFOA NH4塩、PFOcDAの媒体別分配挙動を図3-4(a)に示す。青色部は排ガス成分を示し、黒色部は

固形成分を表しており、PFOA、PFOA NH4塩、PFOcDAは主に排ガス成分としてガラスフィルター以降へ分

配する傾向がみられた。また、PFOAは焼却温度が上昇するにつれ、NaOHの割合が増加した。これは実際

の焼却施設の高温分解処理であっても、PFOAが様々な捕集媒体を通り抜け環境中に排出される可能性を

示しているため、焼却後の処理工程も厳格に定める必要があるといえる。対して、450℃や700℃の低温

域ではガラスフィルターや吸着剤の占める割合が多かった。こ要因として、分解されずに気相に移行し

たPFOAが非常に多くなることで粒子を形成し、ガラスフィルターで捕集されやすくなったためと考えら

れる。特にPFOcDAの450℃、700℃の焼却試験ではガラスフィルターでの捕集割合が8割以上を占めている

ため、気相から粒子を形成する傾向が強いことがわかる。PFOcDAの850℃の焼却条件では、全媒体で定量

下限値未満であったため、評価不能であった。 

 
図3-4(a) PFOA、PFOA NH4塩、PFOcDAの媒体別分配挙動 

 

PFHxS、PFHxS K塩、PFOS、PFOS K塩の媒体別分配挙動を図3-4(b)に示す。これら全体として、粒子が

付着した固形成分としての割合が高い傾向であった。PFCAsは排ガス成分の割合が多かったが、このPFSAs

はこの傾向とは違う性質を示した。この違いは、常温下においてPFOSの蒸気圧はPFOAよりも3桁ほど低い

ことが報告されており、高温下においても同様に蒸気圧に差が生じたことが要因として挙げられる5)。

ここで、PFHxS、PFOSの850℃焼却時は固形成分への分配傾向が弱いが、それぞれの塩は850℃でも固体成

分への分配傾向が強かった。PFHxSとPFOSの純物質は溶液状であり、塩は固体のため、溶液状と固形状に

よっても分解挙動が異なる可能性がある。 

 
図3-4(b) PFHxS純物質、PFOS純物質の媒体別分配挙動 

 

模擬泡消火薬剤、PFAS含有型泡消火薬剤の媒体別分配挙動を図3-4(c)に示す。これらPFOA類は排ガス

成分の割合が高く、PFOA純物質と似た挙動を示したことから、溶液中か否かに依らず、焼却後の残留PFOA

は排ガス成分に占める割合が大きいといえる。有機フッ素化合物の中でもカルボン酸を有するPFOAは蒸

気圧が高いという報告から、PFOAの気化しやすい性質によって固体であっても後段の排ガスへと移行し

た可能性がある。PFAS含有型泡消火薬剤内のPFHxS、PFOSは純物質の850℃焼却時と似た挙動を示した。

泡消火薬剤も溶液状であるため、固形成分への分配傾向が弱い結果になったと考えられる。 
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図3-4(c) 模擬泡消火薬剤、PFAS含有型泡消火薬剤の媒体別分配挙動 

 

GenXの媒体別分配挙動を図3-4(d)に示す。GenXはPFOAと同様に官能基にカルボキシ基を有しており、

400℃～700℃の低温域では排ガスへ移行する割合が高かった。しかし、850℃以上では同じ温度条件下で

あっても、固体成分への分配傾向が高い結果と排ガス成分への分配傾向が高い結果があり、再現性が得

られなかった。しかし、固体成分の割合の多い850℃-1,2と950℃-1,2は前述したとおり本来より滞留時

間が短い条件となっている。そのため、これら条件を除いた結果では、排ガス成分の割合が多くなりPFCAs

と類似した傾向をもつ。GenXの官能基にカルボキシ基をもつ化合物であるため、排ガスへの移行のしや

すさはカルボキシ基特有の性質であることがわかる。 

 

 
図3-4(d) GenXの媒体別分配挙動 

   

 以上の結果から、カルボキシ基をもつPFOAやPFOcDAは、固形状や溶液状に関わらず排ガスへ移行する

傾向にあった。特にPFOAでは、高温になるほど捕集媒体後方のNaOHまで抜ける割合が高くなった。GenX

も同様にカルボキシ基を持ち排ガスへ移行しやすいため、ガス滞留時間がわずかに減少するだけで、分

解率が大きく低下したと考えられる。よってこれらPFCAsやGenXなどのカルボキシ基をもつ化合物を実

際に焼却処分する際は、滞留時間2秒以上の条件や排ガスの処理工程を厳重に管理する必要性があると

いえる。スルホ基をもつPFHxSやPFOSは固体成分の割合が高いが、溶液状かつ850℃焼却の条件下では固

体成分への分配割合が低下し、排ガスへの移行割合が増加した。そのためPFSAsの溶液廃棄物を実際に焼

却処分する際には、カルボキシ基系化合物と同様に温度と滞留時間の管理が特に必要であるといえる。 

 

４－３． 副生成物  

 PFHxSの850℃～1000℃焼却時、スルホ基がカルボキシ基に置換したPFHxAが定量された。またPFOSの

850℃焼却時でも同じくカルボキシ基に置換したPFOAが定量された。近年の研究では、熱による分解は一

般的に最も安定性の低い官能基から始まることが示され、PFHxSとPFOSの場合は末端についているスル

ホ基から分解されると考えられている6)。また光化学分解ではPFOSからPFOAの具体的な反応経路が示さ

れている。よって、PFSAsの焼却分解でも副生成物としてPFOAなどの有害物が発生する可能性が十分にあ

ることから、実際の処理工程でも対象物質以外の有害物質の発生により注意する必要がある。 

PFOA由来の副生成物量を図3-5(a)に示す。縦軸に定量された副生成物の総量(ng)をとり、横軸に温度
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条件を示している。700℃以下になると副生成物量は激増することから、焼却処理では分解率や副生成物

の観点から850℃以上を確実に維持する必要がある。副生成物はPFOAから炭素数が減少したPFHpA(C7)、

PFHxA(C6)、PFPeA(C5)、PFBA(C4)やエーテル結合を持ったPFMOBA、PFMOPA（図3-7）がみられ、近年問題

になりつつある短鎖のPFASが多量に定量される結果となった。また、わずかに炭素数が増加したPFNA(C9)、

PFDA(C10)、PFUnDA(C11)が定量された。炭素数の増加やエーテル化合物が定量されたことから、焼却は分

解だけでなく再結合を引き起こすことが示唆された。副生成物量は450℃と700℃ともに、PFHpA(C7)＜

PFHxA(C6)、 PFPeA(C5)＜PFBA(C4)となり単調減少ではないことから、炭素が2つずつ切断される分解経路

が予想される。また、PFOA由来の副生成率を図3-5(b)に示す。縦軸は副生成率であり、焼却前のPFOA重

量を100%としている。おおよその副生成物は低温になるにつれ生成率が増加したが、PFPeA(C5)、PFBA(C4)、

PFMOBA、PFMOPAは450℃から700℃にかけ生成率が増加した。このことから特定の化合物に着目すると、

温度域によっては加熱することで、かえって生成量が増加する可能性がある。特に短鎖の化合物はこの

傾向が強い。 

 

 
図3-5(a) PFOA由来の副生成物量 

 

 

 
図3-5(b) PFOA由来の副生成率 
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ル化合物も炭素数6以下であり、PFOAの低温焼却と同様に、短鎖の化合物の生成率が増加するという傾向

であった。 

 

 
図3-6(a) PFOcDA由来の副生成物量 

 

 
図3-6(b) PFOcDA由来の副生成率 

 

 
図3-7 低温焼却により副生成したポリフルオロアルキルエーテル化合物の例 
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 以上の結果から、PFOAとPFOcDA由来の副生成物は共通して低温になるにつれ副生成物が増大したが、

短鎖の副生成物のみ450℃から700℃にかけて生成量が増加した。現時点では、これらの分解経路を確認

することが困難であるため、今後の検討課題とする。近年、焼却灰の浸出水から短鎖PFASが定量される

といった問題がある。元の焼却物には短鎖PFASが含まれていないため、これらの短鎖PFASの発生源とし

て、本研究のように長鎖PFASからの副生成されたことが要因として考えられる。PFOcDAの副生成として

現在規制がかかっているPFOAや有害性が懸念されているGenXが定量されたことから、長鎖PFASを焼却処

分する際には、より一層厳重な管理が必要であるといえる。特に温度や滞留時間については、PFOA以外

の類似廃棄物についてもPFOS及びPFOA含有廃棄物の処理に関する技術的留意事項を確認する必要がある。

また、GenXの低温試験時の副生成物については、外部から混入したと思われる化合物が多く、明確な傾

向がみられず正確な評価が不能であった。 

PFOA由来副生成物の媒体別分配挙動を図3-8に示す。各条件の副生成物すべてに共通して排ガス成分

の割合が多くを占めており、前述のPFCAsの媒体別分配挙動の特徴と一致した。また、各副生成物に温依

存性はみられないが、炭素数が減少するにつれNaOHトラップまで通過する割合が増加した。エーテル結

合をもつ化合物も同様に、炭素数が少ないPFMOPAの方がNaOHの割合が多かった。短鎖PFCAsはガラスフィ

ルターなどの媒体では捕集が困難であり、イオン交換や溶解などを組み合わせた装置構成が必要である

ことがわかる。 

 

 

 
図3-8 PFOA由来副生成物の媒体別分配挙動 

 

PFOcDA由来副生成物の媒体別分配挙動を図3-9に示す。各条件の副生成物すべてに共通して排ガス成
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いた。PFHxDA(C16)からPFHpA(C7)まではガラスフィルターの割合が減少するのに対し、吸着剤の割合が増

加した。また、PFHxA(C6)からPFBA(C4)、PFMOBAからPFMOPAにかけてNaOHの割合が増加し、PFOA由来の副

生成物と同様の挙動を示した。PFOAとPFOcDAからの副生成物の特徴が一致することから、これらの分解
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図3-9 PFOcDA由来副生成物の媒体別分配挙動 
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５． サブテーマ３研究目標の達成状況    

「２．研究目標」に記載のサブテーマ３で掲げた研究目標それぞれの達成状況を示す。 

【目標 A】純物質ベースで焼却試験を行い、温度・滞留時間・酸素濃度等の影響因子を解明し、分解条

件を最適化するとともに、副生成物の検討を進める。 

【達成状況】基本条件（850℃、滞留時間 2 秒、純空気雰囲気）において分解率 99.999%を幅広い純試薬

で達成した。純物質である PFHxS、PFOS、PFOA とそれぞれ塩に加え、次期・新規 POP の長鎖 PFCAs、GenX

についても焼却試験を行った。焼却後の PFAS の媒体別分配挙動を詳細に把握し、カルボキシ基やスルホ

基といった官能基による特性を明らかにした。副生成物については、低温域まで拡張した試験により副

生成物の種類のみならず、副生成物の温度依存的な増減傾向に関するデータを得ることに成功した。PFOA、

PFOcDA、GenX の低温試験では 700℃以下から分解率が大きく低下した。このとき、副生成量は大幅に増

加することが確認でき、副生成経路として、炭鎖の減少、炭素の再結合、エーテル結合が示唆された。

PFOcDA の副生成物からは規制対象の PFOA や新規 POPs の GenX が定量された。これら副生成物の発生や

分解率の低下を考えると 850℃以上での十分な分解が求められる。 

【目標 B】サブテーマ１で特定された含有製品・廃棄物を対象に焼却試験を行い、最適化した分解条件

の適用性を評価するとともに、副生成物の実態解明を試みる。 

【達成状況】純試薬と同一条件において実製品中の PFAS への分解が適用可能であることを示した。実際

の製品である泡消火薬剤を 2 種用いて基本条件で焼却を行った。一種は PFHxS、PFOS、PFOA を含んだ製

剤で、一種は新規 POPs の 6:2FTAB を含んだ製剤であり、これらも一部を除き分解率 99.999%を確認で

き、実際の焼却処分においても 850℃で十分に分解可能であることがいえる。しかし、泡消火薬剤中の
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PFOA については分解率 99.999%超が未達成の焼却試験があったため、PFOA を含有する廃棄物については

850℃を超える温度での焼却が望ましい。 

【目標 C】現行の POPs 分解技術による分解（除去）率と副生成物を把握する。 

【達成状況】現行の POPs 分解技術として PFOS や PFOA に対する焼却分解が行われているが、サブテー

マ３で得られた結果から新規・次期フッ素化合物 POPs に対しても同様の分解効果を期待でき、かつ、副

生成物の発生量を抑制する温度の目安を判断する参照データとして活用できる。PFOA、PFOcDA、GenX の

純物質について 450℃と 700℃の焼却試験を行い、より炭素鎖長が短い PFAS や分子構造にエーテル結合

を有する PFAS などの副生成物を明らかにした。 

したがってサブテーマ２全体では、当初計画していた物質数より多い純試薬、低温域まで拡張した副

生成物に関する知見など、「目標を上回る成果をあげた」達成状況であると考える。 
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[Abstract]  

In this project, three sub-groups collaborated to investigate the sound management of wastes containing 
new and next fluorinated POPs with the specific objectives of developing comprehensive analytical methods 
for products and wastes containing fluorinated substances (subtheme 1), clarifying leaching and emission 
behavior during disposal and recycling treatment and estimating environmental emissions (subt heme 2), 
and understanding degradation behavior during waste incineration (subtheme 3).  

In subtheme 1, technical advances were made in total organic fluorine analysis and comprehensive target 
analysis for a range of per- and polyfluoroalkyl substances (PFAS). The developed methods were applied to 
the analysis of water- and oil-repellent products, firefighting foams, industrial wastes, and solid waste-
derived fuels, demonstrating, for example, the presence of side-chain fluorinated polymers in various 
products/wastes as well as the currently regulated fluorinated POPs in firefighting foams prod uced before 
the regulations were implemented. 

In subtheme 2, on-site investigations at resource recovery facilities identified the Refuse derived paper 
and plastics densified Fuel (RPF) molding machine as the primary emission source of PFAS at the facilities. 
Treatment of the RPF molding exhaust is beneficial as it accounts for >90% of the total PFAS emissions in 
many cases. Chamber emission tests showed that UV irradiation dramatically increased the PFAS emission 
from repellents, indicating the importance of preventing the release of side-chain PFAS throughout waste 
management and treatment. Physicochemical properties related to environmental emissions such as the 
air/water partition coefficient (Henry's Law constant) were measured for PFAS, contributing to a significant 
expansion of PFAS property data. 

In subtheme 3, a decomposition efficiency of 99.999% or higher was confirmed for pure substances of the 
tested PFAS by incineration at 850°C or higher. PFAS in firefighting foam were also decomposed at 850°C to 
>99.999%, although the efficiency tended to be low, making it particularly important to maintain the 
temperature above 850°C. Therefore, incineration at 1000°C or higher following the technical guidelines is 
recommended. Incineration at lower temperatures (450 and 700°C) produced various fluorinated biproducts, 
including PFAS with shorter and longer carbon chain lengths than the input PFAS and PFAS with ether bonds, 
further indicating that temperature control in the incinerator is extremely important for efficient 
decomposition of PFAS. 

Overall, this project provided new knowledge essential for the proper management of wastes containing 
new and next fluorinated POPs, particularly water/oil-repellents and firefighting foams, and proposed 
measures to reduce their emissions, which should be useful for developing environmental policies and 
regulations. 
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別紙 

【参考資料】終了研究成果報告書 公募審査・中間評価結果への対応 

 

指摘等 対応状況・非対応理由等 

一定の準備はなされているが、広範囲な検討をしようとしている。ニーズ

は理解できるが、3年間という時間や難易性を考えると、中期的な展望の下

である程度の絞り込みをしたり、国際共同研究をしたりの検討が必要と認

識される。 

撥水撥油加工製品や泡消火薬剤などの評価重要度の高い使用済み製品の

実態調査を行った。過年度調査試料の分析結果、フッ素化学メーカー等への

ヒアリング、環境省や専門家の意見をもとに廃棄物の実態調査を行った。文

献及び施設調査から優先的に取り扱う物質や処理・資源化過程を絞り込ん

だ。劣化の影響に関する試験は前駆体からの副生成の解明に焦点を絞って対

応した。 

POPsの次期規制（生成物物質規制も含むので再生品製造などのリサイク

ル・処理事業の効果を含む）に対する焦点をあてた科学的知見を得ること

と、廃棄物処理（焼却温度８５０℃以上と２秒以上滞留）の安全性の確認と

いう２つの側面のアウトプットを得られると思うので、明確に意識して進

めて欲しい。研究分担やこれまでのSⅡ－３の成果との切り分けの整理もし

て欲しい。 

SⅡ－３ではリン系難燃剤、塩素化パラフィン類を対象とした。本研究課題

のとりまとめではこれらの物質とフッ素化物質がどのように異なるか検討

した。また、分解生成等を踏まえた解析は、SⅡ-3にはない取り組みで、本課

題のオリジナルである。再生品製造時の副生成と廃棄物処理の安全性を重視

して進めた。特に焼却処理による分解効果および副生成物について実験・検

討した。処理に関する最新の知見について、環境省や専門家の意見をフィー

ドバックした。 

分析方法も大変で、かつ研究対象の幅が広いので、少し絞り込んで進めた

方がいいのではないか。また、基礎となる物性データは国際的な標準化デー

タを作るようにした方がいいと思う。 

既知のフッ素化合物POPsの分析法開発を優先的に進めた。撥水撥油加工製

品や泡消火薬剤などの評価重要度の高い使用済み製品と廃棄物に絞り実態

調査に取り組んだ。時間も限られており、物性データの標準化は実施してい

ないが、NIST（米国立標準技術研究所）等の国際的データベースに引用され

るような精度の高いデータ提供を意識した。 

フッ素POPsの廃棄物処理過程からの排出実態は産廃焼却炉、一廃焼却炉

だけでなく工場に設置された小型焼却炉などもあるのではないか。実態把

握の計画的な実行を望みたい。 

含有廃棄物の処理に関する技術的留意事項の整備に貢献する燃焼実験を

優先的に進めたが、工場の小型焼却炉については、検討したが実施しなかっ

た。 

POPs各物質の生産量や輸入量は把握できないか。 文献調査等で情報収集に努めたが、生産量や輸入量については情報が不足

していると思われる。 

新規・次期フッ素化合物POPsの排出実態の全体像が明らかになる成果を

期待している。 

排出実態の全容解明に向けて、排ガスや廃水に含まれるPFASの網羅分析法

を整備し実測データを収集・評価するとともに、PFASの廃棄物発生量と物質

フローを明らかにし、廃棄物由来PFASの環境排出量を推定し、排出インベン

トリを作成するところまで検討していきたいと考えている。 

社会的なインパクトが大きいと思われるので、国際的な発信を期待する。 国際学術誌5件、国際学会での発表13件を通じて成果を発信した。本課題研

究の終了後ではあるが、国際学術誌に3件以上投稿する予定である。 

非常に研究展開の速い研究分野で、国際的にも評価できる成果が挙がり

つつあると拝察する。先端課題の原著論文化を急いでいただくとともに、社

国際学術誌5件に加えて、本課題研究の終了後ではあるが、国際学術誌に3

件以上投稿する予定である。PFAS管理の社会実装に向けた環境整備のひとつ
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会要請に沿った社会実装的な取り組みを期待している。 として、地方環境研究所等を対象に分析法に関する相互検定を実施し、結果

を相互に反映し、地方環境研究所等との実用化に取り組む予定である。 

研究は、順調に推移している。網羅的分析法を開発できた意義は大きい。

精度、感度、再現性などを含め、分析化学的な一層の進化と開発した方法の

国際的な標準化への努力を望む。 

前駆体総濃度分析法について、酸化分解を受けて副生成されるPFASの前駆

体総濃度分析法を追加するとともに、現在、分析困難PFASとして超短鎖PFAS

の分析法を検討している。EOF分析法に関する国際相互検定研究に参加した。 

分析法に関しては、できるだけ早く国際ジャーナルに発表され、世界のイ

ニシアティブを取って行くことを希望する。フッ素に関する課題としてLIB 

の加熱分解処理の排ガス中に含まれてくる可能性があるので、余力があれ

ば測定してみるのが面白い。 

撥水撥油スプレー剤調査とその分析法について国際学術誌に投稿し、現在

査読中である。また、本課題研究の終了後ではあるが、防水繊維・食品接触

素材とその分析法、廃棄物調査とその分析法、泡消火薬剤調査とその分析法

について、国際学術誌に投稿する予定である。頂戴したコメントを参考にLIB

メーカーと打合せを行い、LIB廃棄物の分解処理と再生利用について情報交

換を行った。 

RPF施設におけるフッ素化合物POPsの発生状況は新しい環境配慮事項で

ある。同様に今後多くなるプラスチックリサイクル施設からの発生も調査

して対策を示すべきである。 

本研究課題内では対応することができなかったが、重要なところであり、

今後、実測調査を検討したい。 

重要な基礎研究である。新たな分析方法を開発しており、これを国際的に

も認知されるものにすることが望まれる。 

撥水撥油スプレー剤調査とその分析法について国際学術誌に投稿し、現在

査読中である。また、本課題研究の終了後ではあるが、防水繊維・食品接触

素材とその分析法、廃棄物調査とその分析法、泡消火薬剤調査とその分析法

について、国際学術誌に投稿する予定である。 

化学種と含有量、ポテンシャルの全体像、放出量と化学種ごとの物性な

ど、網羅的・基礎的知見が確実に得られている。本研究の範囲は限られるの

はやむを得ないので、リスク管理、リスク低減に結びつけられるための課題

整理も念頭においてほしい。 

撥水撥油加工製品に係るところで、次のような内容で知見を整理した。「撥

水撥油スプレー剤のように薬剤そのものが廃棄される場合は特定が比較的

容易だが、撥水撥油加工製品の対象は広くフッ素化合物POPsの排出源となり

うる防水繊維等を廃棄物から分別して取り除くことは現行の技術では難し

く現実的ではないと考えられる。フッ素化合物POPsの管理と調和する廃棄物

の処理・再資源化を検討する場合の留意事項として、必要に応じて排ガスや

廃水等に含まれるフッ素化合物POPsの排出管理対策（排ガス・排水処理装置

を設置して活性炭等によりフッ素化合物POPsを吸着・除去するなど）を検討

することが考えられる。撥水撥油スプレー剤と食品接触材料の実測調査で得

られたPFASの存在状況によると、撥水撥油加工製品由来フッ素化合物POPsの

排出量は時間の経過とともに減少することが期待されるものの、フッ素化合

物POPsに代わってペルフルオロアルキル鎖長が短いPFASの排出量の増加が

示唆される。C8F17基及びC10F21基からC6F13基とC4F9基への側鎖フッ素化ポ

リマーの物質代替とPFOA管理を反映した結果と推察されるが、長期的には国

際的な規制によるPFASフリー化の促進の流れが資源循環に関わるリスク低

減にも寄与すると示唆される。また、製品使用に関わる健康リスク低減の観

点でもPFASフリー化を促進する意義があると考えられる。」 
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新規・次期フッ素化合物POPsの管理方策を提示することを目指すにおい

て、分析法提案を通じた国際貢献については目処が立ちそうであるが、人・

環境への許容できる範囲での影響までに抑制するためには、何が必要であ

るのかを観点として入れておいていただきたい。これにより、サブテーマ

２、３の目指すべき方向（どのレベルまでの排出抑制とするか、分解処理で

どこまで無害化するのか）までがより明確になると考える。 

人・環境への有害性については重要であるが不明な点が多く、日本におい

ても有害性評価を目的とした新規研究課題が次々と立ち上がっているもの

と認識している。許容できる濃度レベルが明らかとなってくれば本研究の成

果と合わせて必要とされる排出抑制や分解処理の程度について提言ができ

るものと思われる。 

環境基準のような値がないことから、施設内のPFAS濃度、PFAS排出の発生

源（物とプロセス）を把握し、現状の環境排出量と想定できる対策からどの

程度排出抑制ができるのかを推計した。基準が設定された場合に、この推計

により対策が検討できる。また、環境動態モデルにより、施設からの排出量

が環境濃度に与える影響も予測できることから、このような手法も含めて今

後対策の検討がなされると考えている。 

フッ素化合物POPsの網羅分析手法は着実に進展していると判断できる。

分析精度が上がるのであれば、フッ素含有廃棄物施設の排出実態と対策技

術への展開を加速していただきたく、現場で行うべき課題抽出の提案を期

待したい。 

サブテーマ１で開発した分析手法はサブテーマ２、３における排出実態や

分解処理に関する研究に展開、応用することができた。それにより再資源化

や焼却処理におけるフッ素化合物POPsの分解生成や副生成の可能性など現

場における排出削減対策に関し有益な知見を提供できたものと考える。 

廃棄物を処理する施設では、処理物が日々変動することから、随伴する

PFAS量も様々である。また、施設内のプロセスによっても排出量が異なる。

したがって、詳細に実態を把握するには、多点で長期的に大気をサンプリン

グする必要がある。しかし、この場合には、電源が不要で軽量であることが

望ましく、パッシブサンプリング法（吸着剤の入った箱を置くだけ）が有用

と考えられる。ただし、この方法では、吸着量を大気濃度へ換算する係数が

必要である。本研究課題では、その換算係数を求めたことから、この方法が

今後有用に利用できる。残念なことに、検出下限の関係でまだ換算係数を整

備できていないPFASもあり、今後、分析技術の高度化を利用しつつ、それら

の換算係数の整備が必要である。 

 


